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序 言

西独連邦研究技術省第3次 情報処理計画

1976年 ～1979年

西独 連邦政府研 究技 術省

1976年 ボ ン

西独連邦政府 は1970年 代 後半を カバーす る情報処理振興政策 として この第3次 情報処理 計画を

策定 レ,デ ータ処理 システム及びその アプ リケー シ ョンの研 究開発を促進す る とともに,専 門技 術

者 の育成 と情報処理装 置の一貫 した調達政 策を推進 することにな った。 この事業 は1967年 に開始

された キー ・テクノロジー としての促進施策(第1次 情報処理計画)を 継 続 した もので あ り,現 在

は,当 時 よ りも一層 情報処理技術の重要性が増大 してい ると言えよう。

工業原料 の生産拡大や エネルギー源 の新規開発 を望 めない 西独連 邦 共 和 国 の現 状 を考 え ると,

ど うして も高度 に近代 化された労働環境で の価値創造 をはか らねばな らな い。そ して,我 々がその

生 活水 準や国家発展 の物質的基礎を強 化しよ うとす るな らば,最 新の キー ・テ クノ ロジーの制御 と

その応用知識 の普及は必要不可欠な前提条件 とな る。

また世界市場における競争力 を高め,経 営,経 済及 び下部構造に最新技術 を定着 させ るた めに は,

我 々は情報処理技術の如 きキ ー ・テ クノロジーを海外 か ら輸入すべ きではない と考 え る。 データ処

理技術 は,経 済的見地 か らも重要で あるが,社 会的政治的に も測 り知れない意義 を持 ってい る。即

ち,情 報や ドキ ュメンテー ションが幅 を きかせ る教 育制度,公 衆衛生,行 政実務等 の領域 において

も,そ の質的向上や能率改善に果 し得 る情報処理技術の役割 は看過 し得 ない ものがあ る。

この よ うに見て くる とデー タ処理の発展 は,全 ての面で必然 と言 って も過 言で はない。

ハ ンス ・マ ッ トヘ ー フ ァ ー

研 究 技 術 省 長 官
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1 ま え が き

、

■

西独に おけるデータ処理研究開発 は,西 独学術研究 協会(DeutscheForschungsgemeinsch-

aft)の 要 請に より1952年 に 各大学 で開始 された。 一方,連 邦政府 は,世 界的 な 「テクノ ロジー

・ギャ ップ」 をめ ぐる論議 の白熱す る中で
,情 報処理装置が国家的あ るいは学術的課題 の達成に不

可欠 なだけでな く経済的意義 の点で も増 々その重要性 を増 しつつあ る事実 を明確に認識 した。1966

年 の ことであ った 。当時科学研究 と経済 を管掌 していた部門を中心に,情 報処理活動の最重点項 目

を6項 目選ん だ連邦政府 は,1967年 か ら1970年 に かけてデー タ処理 事業助成金 として3億5,300

万 マ ル クを支 出したが,そ の内約70%は,デ ータ処理 システムの開発 と,デ ータ処理技術,コ ンピ

ュータ ・アーキテクチ ャー,プ ログラ ミング言語等 の研究事 業にあて られた。

連邦政府は1971年 か ら1975年 に 亘った第2次 情報処理計 画で,全 助成策 を一つの整合性 を持 た

せた プラ ンに統一 した。また アプリケー ション及び教 育訓練 の奨励促進で も,そ の枠が実質的に拡

大 され た。 この計画期 間中に投 じられ た助成総 額は,18億LlOO万 マル クで,そ の内 訳は大学 及

び職 業訓練 センターへ は21%,デ ー タ処理 アプ リケー シ ョン開発に31%,工 業研 究開発に40%,

そ の 他の計画に8%と い う割合で あった。

上述の奨励施策による成果

第2次 情報 処理計 画の成果 として は,中 大型 コ ンピュータ ・シリー ズであ るSiemens7.700,

様 々 な新鋭 ミニコンピュー タ,プ ロセス制御用 コ ンピュータSiemens300及 びAEG80の 第1号

モデル,大 学 専用 に開発 された性能の高い大型 コ ンピ ュータTR440等 が あげ られ る。技術的に最

先端 を行 くとは言 うものの大型 コン ピュー タは経済的成果 とい う点で は見 るべ きもの はな か った。

これ に対 して中型以下の コン ピュータや特殊専用 マシンの分野で は,市 場 で確 固 とした地 歩を築 い

た ものが多 い。だが メーカーの市場競争力 は依然国家援 助に頼 らざるを得な いのが現状 だ。

公衆衛生及 び工業面の アプ リケー ション分野 を開拓す るた めに策定 された様 々な プロジェク トは,

成 功裡に推進 され,十 分 な裾 野を持 つに至 った。 また システ ム ・メーカー とユーザ ーは互 いに緊 密

な連係 を保 ってい る。

さてデ ータ ・バ ンクや コンピュー タをベ ースにした情報,計 画,問 題解 決等の システ ムの領域 に

おいては,何 よりもまず開発 された中大型 デ ータ処理 システムを実稼動 させ るためのデ ータ ・バ ン

ク ・システムが重点的に立案 され,そ の インプリメンテー ションで も成功 を納 めた 。その後,第2

次 情報処理計 画の開発 努力 は,公 共投 資の合理 化に資す る情 報,計 画,問 題解決の各 システムに主

眼が移 され た。
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またEDP要 員教 育の収容力 を高める事業 は,第.2次 情 報処理計画の開始 当初 か ら強力に推 し進

め られた ので,計 画末 期に近づ くにっれ徐 々に助成措 置を削減 する ことも可能 とな った。

アプ リケーシ ョンを念頭 にお いた教 育訓練 もまた重要 な領域 だが,こ の面の プロジェク トは まだ

数少な い精選 された ものに限 られて お り,そ の中心は データ処理 システム ・メー カーであ る。第3

次 情報処理計画において も引 き続 き取 り組 まれ る予定 だ。間接的で はあ るが,大 学 を始め とす る各

レベルの学校への財政援助や連邦教 育科学省 の全般的な助成施策力㍉ 技術教育に貢献 している点 も

付記 しなければな らないだ ろう。

第3次 情報処理計画

今 回策定 され た第3次 情報処 理計 画では,デ ータ処理 システムの研究開発 と精選 された アプ リケ

ーシ ョン分野の プロジェク トへの助成措 置が70年 代 末 まで継続 され ることにな って いる。 このデー

タ処理 シス テム とアプリケー シ;ン ・プロジェク トに対 する研究開発助 成金 の配分 は,ほ ぼ拮 抗 し

た もの とされてお り,情 報処理分野に 見られ る新 傾向 としては,第3次 情報処理計 画で,ミ ニ コン

ピュー タ及び端 末機 器の開発,並 びに汎用,専 用 ジ ョブ向けの両部門 に亘 るマイクロプロセ ッサー

の開発が以前 よ りず っと強調 され ている点が指摘 出来 る。 これ と対照的 に,第3次 計 画には大型 コ

ンピュータの研 究開 発が全 く触れ られていない 。一方,ア プ リケーシ ョン分野で事業拡 充が予定 さ

れてい るのは,パ ター ン認識及 びその処理,遠 隔 データ処理,デ ータ処理 システ ム ・ユーザーのサ

ポー ト強 化等で ある。

情報処理部門の研究開発事業 は,1973年1月1日 以来,連 邦研 究技術者 の専管事項に移 された。

だが同省の情報処理施策の完遂を期すため,内 務,郵 政通信,国 防の各 連邦省庁 の活動 も緊密に関

連づけ られている。 こうした研究 技術 省以外 の活動 に充 当される予算支出は,各 省独 自の財源 を原

資 としてお り,第3次 情報処理計 画の助成金措置 には含 まれ ていな い。

`
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2. 概 説

情報処理 工学 は,近 代技術の中で もとりわけ重要 な位置 を占めてい る。この技 術はそれ 自身 未来

を約束す る経済部門の一つであ るが,同 時に 高度に産 業化され た国家の経済的社会的発展 を実現 す

る下部構造 で もあ る。従 って,デ ータ処理装 置設備や その アプリケー シ ョンの製造 ・開 発に必要 な

能 力は,自 国内で育成発展 させねばな らない 。自立した情報処理産業 を擁 してこそ我 々は,将 来計

画の実現 が期待出来 る。

、

●

情 報処理産業

中大型 コンビ.ユータ市場 を特 徴づけてい るの は,一 つの 巨大企業が その60%近 くを占有 して いる

現状 であ る。だが こ うした独占的傾向の強い市場 であ って も,西 独国内 に本拠 を置 く企業 は,不 断

に市場 シェアと評価 を高 めるべ く努力 を続けて来た 。これに対 して ヨーロ ッパの主要 コ ンピュータ

・メーカーはUNIDATAに 結 集 して合弁事業の促進をはか って来たが,フ ランス政府 が工業政策

の転換 を策 し,こ の合弁事業か ら手 を引 くこ とを決定 したため そのあお りで 解体の止 むな きに至 り,

それ以後,将 来性 のある汎 ヨー ロッパ的 な協調路線 は短期的な ものも含めて全 く陽 の眼 を見て いな

いo

一 方,こ の間通信技術 との結合 が重要視 され る傾 向が強ま り,ミ ニコン ピュータやマイ クロプ ロ

セ ッサー及 び周辺機器 の各 市場 は,従 来以上 の伸 び率が予想 され る領域 として注 目されっっある。

西独の コンピュータ ・メーカーに とっては,初 期の段 階か ら参入出来 る とい う長所が あ るため,中

大型機市場 よ りず っと大 きな市場 機会 があ る と見て よいだろ う。このこ とは同時 に,将 来性 が豊か

だ との評価 を受けてい る分 散型 デ ータ処理 に も当て嵌 る ものであ り,こ うした世界的 な動向に歩調

を合せ るために も多大の開発投 資が必要 とされてい る。

目 標

西独連 邦政府 は,今 回の第3次 情報処理 計画で,西 独の情報処理産業 が1980年 代 初頭に も自立

して行 ける ように,次 の様 な事項 に重点を置 き推進 し ようとしている。

・ 超大型 コンヒ。ユ一夕を除 く全ての製造分野において,適 正な競争環 境を育成強 化して行 く。

・ 国民 経済 及び公共部門の両領域で必要 とされ るデータ処 理 システムや関連 装置 を開発 ・生産

・提供 す る。

・ こ うした機器や システムの研究開発活動 は,国 家援助に頼 らずそして充分 に市場競争に耐 え

得 る自主独立の ものでな けれ ばな らな い。
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・ 高度 な労働条件 及び環境 を作 り出す。

・ データ処理 と通信技術並 びにその他の情報関連 技術を有機的に結合出来 るよ う必要 な知識や

人材 を活用す る。

・ 世界 市場の開拓をめ ざす国際的合弁事業の強力なパ ー トナーを模索 す る
。

振興政策

中大型 デー タ処理 システムの分 野において は,現 在の設置 ベースを拡大 し同時 に コス ト削減効 果

の高い開発事業 を重要視 してい る。・従 って後継機種 の研 究開発並びに既存 装置類 の改良 ・補 完 も当

然視野に入れ られている。

ミニコンヒ。ユ一夕,マ イ クロプロセ ッサーお よび周辺端末 装置の進展 は,1970年 代 末頃 までに

は中大型データ処理 システムのそれ とほぼ均 衡の とれた ものにす る必 要があ る。 とい うの も,中 小

規模ユーザーを中 心 とした利用普 及の拡大に も応 え る必要 があ り,し か もこうした比較的軽便な装

置類の導入 に より事業現場で の情 報処理活動が一層容易 にな るか らであ る。

また多 くの国内 コンビ.ユータ ・メーカーの提携計 画に は,そ の事業 内容 に従 って独特の優先順位

が附与 され ている。

情報処理技術の活用

経済 の領域 や公共部門 の問題解 決には,今 日既に データ処理技術が 不可欠 な もの とな ってい る。

情報処理 の科学技術的基盤 は 日々拡 充されていて,応 用分野 の裾 野が広 が る様 に も著 しいものがあ

る。我が国 の経済発展の基礎 は主 に,高 度 化された生産施設 を中軸 とした加工生産 に依 拠 してお り,

従 って西独の国際市場競 争力 は,製 造技術,情 報処理技術,プ ランニ ング,意 思決定手段等が不断

`に更新 されて こそ十分発揮 出来 る ものだ
。

他方,行 政 サー ビスに対す る要求 も日毎 に増大 し,成 功裡にそれ らを処理す るために は膨大 な コ

ス トが必要 とな って来て いる。データ処理 の ような先進的技術 を駆使 して こそ,こ うした コス トの

上昇を抑制 し,行 政 サー ビスの質 を抜本的に 向上 させるこ とが可能 とな る。

目 標 ・

差 し当 って取 り組 まねばな らな い目標には次 のよ うな もの が考 え られ る。

・ 個 々の事業現場 におけ る活動や生産 の流 れ(フ ロー)に データ処理技術 を導入 し,直 接的な

援助 を与え る。 これには分散 処理や問題別 に体系 化され た情報処理 技術等の,新 しい可能性 を秘 め

たテクニ ックを応用 す る必要 があ ろ う。

・ 生産現場 の人 間 と導入 され たデータ処理 シス.テムの間の コ ミュニケー ションを直接的 な もの

に し,そ の質 の向上 をはか る。
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●

・ ソフ トウ ェア開発 とその実際的な アプリケー シ ョンの両 面で合理性 を追求 し,簡 素 化をはか

る。

振興政策

データ処理 のア プリケー シ ・ン計 画は,次 に述べ るよ うな領域に重点 を置 き促進 され ねばな らな

い。

・ 特 殊な公共の利益が存在 す る分野 。

・ 情報産業以外 の産業部門の合理 化を促進し,生 産性の向上に寄与 させ る事業。

● メソ ッド中心の重要横断課題 。

そして,テ ーマを中心 とした次の よ うな重 点項 目に 力を傾注す る必要があ る。

● 情報 ,計 画,問 題解決等の システム

●

●

●

●

●

●

公衆衛生

教 育制度

技術 の近代 化

ユーザー ・サポー ト

遠隔情報処 理 システム

パ ターン認識及 びそ の処理

アプ リケー シ ョン促進 計画は,単 一の将来性あ る汎 ヨーロ ッパ的情報産業 の創成 を考慮 して,選

択的に 策定 されなければな らな い』 その理 由か ら,開 発 され る プログラムや処理技術 は,ま ず既存

の情報処理 システムの再検討 か ら着手 され るべ きだ。特 に,様 々な ア プリケーシ ョン ・システムは,

西独 メー カーあ るいは他のEC諸 国 の メーカーの装 置を導 入設置す るとい う前提に立 って研究開発

され るべ きで あ る。 こうした方向が,新 たな市場開 拓に結 びつ くもの と考 え られ る。

導入計 画の立案に 当 っては,一 面的な立場 か ら決論 を出す ような ことがあ ってはな らな い。ユー

ザーや その団体,そ の他の 共同体組 織,行 政機関,ソ フ トウェア ・ハ ウスを含む情報関連産 業等の

過去 の成果 を拡充発展 させ,そ れ らを有機的に結合す るこ とが まず主 眼 とされなければな らな い。

現在の状況か ら判断す る と,第3次 データ処理計 画の終 了時に は,上 述 の重点施策の内2～3の も

のにつ いて は予定 以上の速 さで 達成 し得 る もの と思 われ る。

と りわ け熟練 したユーザーの緊密 な協力で進め られ るパ イロ ット ・プロジェク トには期待が 寄せ

られてお り,実 用 面の要求 を所期 の通 り満足 させ るだろ う。 これ らに附随す る調査活 動は,広 範な

ユーザー層の利害 を反映す るよう実施 し,そ の結 果を もとにした新しい方 策は,時 機 を選んで体 系

的 に発表 され る必要がある 。
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行政機 関の調達政策とその基準

機器購入の要求 や見積手続 きに は一貫性がな ければな・らない。また装置 を客観的に評価出来 るよ

う要 求性能 の明記が不 可欠であ る。西独 メー カーや他のEC諸 国 の メー カーの製品が原則 として調

達 対象 とされる。っ ま り,ほ ぼ同様 な条件 や仕 様の製品が複数以上あ る場合,こ の選択基準が採用

され ることにな る。

基準統一委 員会 は,適 切な規格 及びその基 準案 を行 政指導の形 で公 表 し,一 定 の拘束力 を持 たせ

た方が良い。状況 が変 化す れば,他 の競合企 業に も機会 を与え る意味か ら適 当な時 点で 再調整作 業

が行われ るだ ろう。デー タ処理 システムの運用並びに適 用手順 に関す る統一規定 に はインタ フェー

スを必ず盛 り込 み,特 に遠隔地の ター ミナルとソ フトウェアの結 合を容易な らしめる必 要があ る。

この インタフェースの標 準化が この際大 きな意義 を持つ こ とは言 うまで もな い。

今 日流通 してい るプログラムは依然不足が ちで あ り,蓄 積 データも不充分な状 態な ので,デ ー タ

処理 シス テムを導入してい るユーザー達 は,現 状維 持姿勢 を強 める傾 向に ある。このため新 システ

ムへ の グレー ドア ップ も妨げ られがちだ。従 って,西 独製 および欧州製の情報処理 システムに転 機

を もた らすために は,政 府機関 が相応 の育成措 置を採用 してバ ックアップす る必要が 当面あ りそ う

だ。

●

大学及 び職業教育分野 に対する政策

包括的な広域 情報化計 画の研究開発 助成金 は,1977年 と1978年 に は徐 々に引 き下げ られ ること

に なってい る。 これは過剰 導入 を一度清算して,こ れ までの レンタル ・コン ピュータの一部を大学

に移管 させ る方針を反 映した結果であ る。また新機種や上位 機種へのグ レー ドア ップよ り,既 設置

マ シンの性能 強化に重点が置 かれて いるこ とに も帰因 している。

一方,学 術 経験 交流 も従来通 り積極的に推 し進 め られるはず だ。

地方 の計算セ ンター は,第2次 整備計 画に従 って再編成 される予定 だ。今後新設 されるセンター

は,既 存 のセンターの間隙を補 足し全体的な ネッ トワー ク構成 を完成す る意 図の もとで配置され る

だろう。更に各 セ ンターの能 力は地 域の需要 を満 たす観 点か ら再検討 され ることにな っている。

大学 や高等専 門学校以外 の教育機 関は,今 後デ ータ処理計 画の枠外に置 くもの とし,コ ンピュー

タ教 育訓練セ ンター等 の施設か ら全 く隔 絶 した地域だけを特 別扱 い とす るこ とに なろ う。
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●

3.第3次 情報処理計画の 目標

3.1強 力 な 西 独 情 報 処 理 産 業 の 育 成

デー タ処理 システムの利用分野が極めて広汎 なため,現 在で は情報処理 技術は下部 構造 の発展 に

無 くてはな らぬ もの とな ってい る。データ処理 システムやその関連装置,及 びコ ンビュー タ工学 の

社会に対 する可能性 もこの間著 しく増大 したため,国 際情勢を踏 まえた方 針 として,単 一 の強 力な

そして市場競争力 も兼 ね備 えた汎欧州デー タ処理企 業を育成す る路 線をなか なか断念 す るこ とが 出

来 なか った。

色 々な経過 があった が,現 在 では西独 連邦政府 の政策 目標 として,1980年 代 初頭 までに西独国

内に単一の情 報処理産業を確立す ることに力 点が置かれ ている。 その為 の具体的 な方策 として は,

・ 超大型 コンヒ。ユ一夕を除 く全 ての製造分 野にお いて,適 正な競争環境 を守 り育てて行 く。

・ 国民経 済及び公共部門 の領域で必要 とされ るデータ処理 システムや関連装 置を開発,生 産,

供給 す る。

● このよ うな機器 や システムの研究開 発活動 は,国 家援助に頼 らず そして 充分に市場 競争に耐

え得る 自主独立の もので なけれ ばな らない。

・ 高度な労 働条件及 び環境 を作 り出す。 .

・ データ処理 と通信技 術並 びに その他 の情報関連技術 を有機的に結 合出来 るよ う,必 要な知 識

や人材 を最大限活用す る。

・ 世界市場の開 拓をめ ざす国際的 合弁事業 の強力なパ ー トナーを模 索す る。

西独の データ処理産業 の現状 を考慮す ると,別 て も次の点が 重要 とな る。

・ ミニ コンビ.ユー タや端末機器 のメーカーが,素 速 くそして技術的な多様性 に即応 した市場 開

拓が出来 るよ うバ ックアップす る。

・ 汎用及 び専用の マイクロプロセ ッサー新市場 で西独企業が適切な シェアを保 て るよ うにす る。

・ 中大型 コンピュータ ・メーカーが抱 えている多大 の赤字 を解 消させ,そ れに合せて補助額 も

削減す る。

こうした 目的 を達成す るため,連 邦政府は次 の様な具体策の実施を予定 して いる。

・ ミニ コンピュータ,周 辺端末装 置及 び汎用 ・専用マイクロプロセ ッサ ーの開発 を強 化拡 充 し,

と りわけ分 散型 データ処理や中小企 業での利用増大 に直結 させ る。

・ ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの研究開発,生 産,導 入に関わるコス ト節 約技術を発達 させ,

将 来の データ処理 システムや関連機器の設置ベ ース とその収益性 の相関関係 を予測す る。

1
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・ データ処理 装置設備 を,そ のテクノロジーの進展 を通 じて周辺領域 の底上 げを果 た し,市 場

競争力 を確保 し,更 に国民経 済 との兼ね合いか ら適 度の 市場 に おける寿命を保 て るような環境に持

って行 くため,そ の為の調査活 動を全面展開 す る。

・ 生産 ラインの コンパテ ィビリティを保障 する西独 デー タ処理機 器 メーカー相互 の協力関係 を

樹立 し,汎 用 ミニ コン及び大型 コンピュータの製造合理 化を促 進す る。 これは個 々の生産 プ ランニ

ングの立案 より優先 されねばな らない。

・ 共同計 画を担 う研究機関 を創設 し,よ く練 られた開発 優先順位に従 ってインタフェースの確

立をはか る。

・ 研究開発 プロジェク トの実施に 当って は,海 外 の知識 や能力 を導入 し,特 にテス ト装置やモ

ニタリング機器 の新規開発に生かす。

・ データ処理 システムの アプ リケーシ ョンを公共分野に浸透 させ
,更 に特別な専門知識 を必要

としない装 置や プ ログラムを開発す ることに よって,新 規に市場機会を開拓す る。

・ 西独に本拠 を置 くメーカー と緊密な連絡 を保 ちなが ら
,連 邦政府機関で現 在保有 しているプ

ログラム及 びデ ータの標準 化と新 基準の導入 を推進 し
,業 界 の市場 競争力 を高 める。

こ うした諸事業については,西 独連邦政府が経済的社会的意義 を認め,し か も一定 の前提条件 を

備 えてい る限 り,ど の国内 コン ピュー タ ・メーカーや関連企業 も国家援 助 を要 求す ることが出来 る。

助 成措置の成果 を期待するために,補 助金 の申請 には,技 術的,経 済的,組 織的に確信 あ るプラ

.ンの提出が義務 づけ られてい る。 これ らの申請 プランの審査で は,当 然 技術的問題 だけでな く,市

場 動向や当該企業 の過 去の業績 や成果 も判断材料 とされ る。連 邦政府 は また,指 定 した専門組織

(プ ロジェ ク ト担 当組織)が 助成措置 をどのよ うに生 か してい るかその経過 と結 果を逐次厳 しく監

視す ることにな ろう。

目標 の 達 成 度 を査 定 す る場 合,世 界経 済 の発 展 が,欧 州の 産業 国家 の経済 と他の 国々のそ

れ との密接な結 びつ きや相互依存 を反映 してい ることを常に考慮に入 れねばな らない。工業 の投資

財や消費財 の発展及 び生産 は,も はや高度工業化社会 にのみ 局限す るこ とは不 可能で ある。

将来工業国家 は,デ ータ処理技術やその専 門知 識を生 かした付加価値 の高い経済商品や提供 サー

ビスの生産に重点 を置 き,国 民生活上不可欠 な原 材料 や食料 とそれ らを国際貿易 の舞台で交換せ ざ

る を得 な くな る だ ろ う。 だ が 西独 や他 の 欧 州の 情 報 処 理 産 業 は,米 国に本拠 を置 く巨大な コ

ン ピュー タ ・メーカーの市場圧力に圧迫されてお り,そ の時宜 を得 た製品開発 と市場 化及 び強力な

資本力 と市場 シェアを特徴 とす るこの メー カーの優位 は揺 るがし難 い ものがあ る。

一方 ,デ ータ処理技術 と通信工学 の結 合を進展 させ る ことに よって,未 来 市場 を志向す る高度な

情報処理 テクノロジーが生み出 し得 ると考え られ る。従来 の西独 の通信産業 は,輸 出面で も貢献度

の大 きい経 済部門であ る。そ して2,3の 通 信企業 は同時に情報処理会社で もあ り,幾 つかの前提

条件 が整備 されれば,即 ち密 度の高い関連技術が時機 を得 て開発 され,当 該 企業 の全 体構想に うま
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く独 自の生 産計画が はめこまれ るな らば,情 報処理分野 の今後 の展開 に重 要な位 置を占め る もの と

思 われ る。 こ うした可能性 を考慮して,今 回のデータ処理計画 と並行 して,連 邦政 府が中心 とな っ

た電 子部品計 画や ドキ ュメ ンテー シ ョン計画が推進 され ることにな ってい る。

データ処理 は,様 々な制御 ・応用業務を遂行 出来 る,数 種の工業製 品の集約 と考 えられ る。工業

製品の輸出は言 うまで もな く,西 独連邦共和国の海外収 支に枢 要な地位 を占め るファクターだ。

その上,情 報処理産業 は,稀 少価値がある或 は高価な原材 料やエネルギー資源 をほん の僅 か使用

するだけの,そ して環境への有害 な影響を殆 ど持たない経済部門 である。

また全ての経済分野の中で,サ ービス業は とりわけ著 しい成長率 を示 して お り,情 報処 理 は,公

共事業や一般経 済両面の サービス業務 を飛躍的に向上させ,ま た合理 化し得 るテクノロジーで もあ

る。

こ うした背景 を考 える と,デ ータ処理製品に対す る需要は今 後増 々強 まる もの と思 われ,西 独

企業は将来 の要請 に応 えるべ く,不 断 の努 力を重ねな ければな らない。

3.2デ ー タ処 理 技 術 の導 入 に よる経 済 ・公共 両 分 野 の能 力 向 上 と近 代 化

経済 の領域や公共部門の課題解決に は,今 日既にデー タ処理技術が不 可欠 の もの となっている 。

情報処理の科学 技術的基盤 は 日々拡 充 されていて,ア プリケー シ・ン分野の裾野が広が る様 子に も

著 しい ものがあ る。

技術革新 はデー タ処理技術 を飛躍的 に高度化 しその応 用分野 も多岐に亘 ってい るので,第3次 情

報処理計画では,取 り組 むべ き事 業分野 を次 の3点 に厳選 せ ざるを得 ない。

・ とりわけ重要な公共の利益が存在す る分野
。

.・ 他の産業部門の合理 化を促 し,生 産性の向上に寄与 し得 る事業活 動。

・ メソ ッ ド中心 の重要横断課題 。

当面の緊急課題 として取 り組 まねばな らない目標に は次の よ うな ものが考 え られる。

・ 個 々の事業体に おける業務や生産の流れ(フ ロー)に デー タ処理 技術 を導入 し ,こ れに直接

的な援助 を与え る。 これには分散型処理 や問題別に体系化された情報処 理技 術等 の新 しい可能性 を

秘 めたテクニ ックを応 用す る必要 があ る。

・ 生産現場 の労働 者 と導入 されたデータ処理 システムの間 のコ ミュニケーシ ョンを直接的 に し
,

その質的向上をはか る。

・ ソフ トウェア開発 とその実 際的アプリケー ションの両面で合理 化 を追求 し
,そ の簡素 化をは

か る。

西独経済 の近代 化 とその 市場 競争力の維持拡 充には,永 続的 な製造技 術の革新 と情報,企 画(プ

ランニ ング),意 思 決定手段等 の更新が不可欠 であ る。西 独 連 邦 共和 国 は
,自 国産 の原 材料 資源
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に も乏 しく,エ ネルギー源に も恵まれて いない。従 って高度に近代化された工業設備 を武器にして,

加 工生産 を発展 させなければ,我 国経 済の前進 は望めない。

換言 すれば西独の世界 市場 にお ける競争力は,デ ータ処 理技術の アプリケー シ ョン(工 業 プロセ

スの制御,情 報 ・計画立案 ・問題解決 システムの応用等)を 継続的に発 展 させ,そ して近代的な生

産 ・管 理技術の不可欠要素 として遠隔 データ処理に依拠 して行 くなかで,維 持強 化 され るのであ る。

一方 ,行 政 サー ビスに対す る要求 も逐次増大 し,満 足裡にそれ らを処理 す るためには膨大 なコス

トが必要 とな って来て いる。 この コス ト増の伸 び率 は国民総生産(GNP)の 成 長率 を も上 回る も

の とな ってい る。デー タ処理 の ような先進工学技術 を駆使 して こそ,こ うした コス トの上昇を抑制

し,行 政 サービスの質 を根本的に 向上 させ るこ とが可能 となる。行政事務全般の能率 アップには,

コ ンピュータをベース とした情報 ・プランニ ング ・システムの導入に よ り,空 間的に分散 してい る

処 理 データを集約す る必要が あ る。

公共部門で,デ ータ処理技 術の導入 が何に も増 して効果 を発揮 するのは公衆衛生 の分野である。

その管 理業務 の面 だけでな く,医 学,治 療 診断 の領域で果す役割 は大 きい。データ処理 を公衆衛生

面に経 済的に導入す る為にはその計画立案,管 理及 び配置の前提条件 として,効 率評価や コス ト ・

パ フ ォー マ ンスの 方 法論が重要 な意 味 を持 って くる。この手法の開発 には高い プライオ リテ ィを

付与すべ きである。

更に,国 内外 に影響を与え る様 々な関連性 を持 った アプ リケーシ ョン分野や,多 数の関係利益 団

体及 びユーザ ー ・グループをま きこんだア プリケーシ 。ンの種類が増 え,一 層複雑 な様相を示 しつ

つあるのが現状で ある。こ うした事態に対処す るに は,デ ー タ,プ ログラム或 は関 連機器等 の互換

性(Austauschbarkeit-interchangeability)を 保証 す る規則や標準 を作製 し,広 く流通 さ

せる必要 があ ろ う。

生 産性 の高い下部 構造 を完成 す るには,上 述して来 た様 々の 目標が達成 され ねばな らない。 また

近代 的なデータ処理 技術 のみ な らずそれ らの アプリケーシ ョン分 野に も精通 した専門家 を養成す る

ことと,十 分なデ ータ処理能 力を備 えた高等教育機 関や地域計算 セ ンターを整備す ることは,今 後

の進展 に決定的 な要因 とな ろ う。

,

3.3奨 励 措置

研究開発 プロジ ェク トに対す る連邦研究技術省の助成は,通 常の企業に は実際投資額 の50%ま で,

教 育機関や公共組織の場合に はその計 画の実施に伴な う追加 支出 の100%ま で と決 め られてい る。

但し市場 と密接な関係 を持つ と認定 され た プロジェク トに対 しては,原 則的に償還措置が適用 され

る。 この払い戻し義務 は,科 学技術上 の 目標 が所期の 予定期 日内で達成出来 なか った り,商 用 化が

不可能な場合 は適用されず 無効 とな る。 また,開 発計 画の成果の実用 化が全 く持続性 のない取引 き
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に終始 して しまった時は,未 償却額 の償還 は断念 される。異 例の事態の発生 に対 して は研 究技術 者

の運営 管理規則の細 目が適用 され る。

研究開発 プロジェク トの申請手 続の更に 詳しい細 目について は,連 邦研 究技 術省 の 「助成措 置に

関 す る手引 き(Fb'rderfibel)」 に記載 され ている。 助成申請の申込 み期 日や助 成対象テ ーマ は,

そ の都度,省 報で公表 され るこ とにな っている。

個 々の振興事業 の実施に 当って,研 究技 術相 は,該 当す る領域 の専門機 関に その プロジェク トの

監督権限 を委譲す る立前 を取 ってい る。 プロジェク ト担 当責任者(Projekttrager)は,研 究技 術

相の補佐役 として,申 請案件に対 す る専門的 立場 か らの意見具 申並びに助成事業の総 括 を担当す る。

また研究技術 相は,足 下 の審議会の助 言 を受けて こうした開 発助成案件の是非 を決定す る。プロジ

ェク ト担 当責任者 は,開 発 プランの実施中,事 業現 場へ通 ってその進行状況 をたえず監督 し,助 成

を受け る際作製 され たレポー トの 内容を評 価した後,研 究技 術相 にその詳細 を報告す るこ とにな っ

てい る。

加 えて プロジェク ト・マネー ジャーは,助 成措 置の継続を含 む開発計画 の完了手続 を も行 な う。
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4.情 報 処 理 産 業 の 育成

4.1主 要 市場分野か ら見た西独 情報処理 産業の競争環 境

第2次 情報処理計 画の実施中に育成 対象 とな った西独企業 は,そ の後順調な発展 経過 を辿 って お

り,例 え市場 シェアの面で第2次 計画の策定当初に想定 され ていた伸 びを示 してい なか った として

も,そ の業績 内容 には見るべ き ものがあ る。

全般的 な景気後退 は,デ ータ処理分野の設備 投資 にも影響 し抑制効果 を もた らした。 こうした背

景 を反映 して,デ ータ処理装置 のコス ト・パ フ ォー マ ン スの改 善が進 み,技 術革新に 支え られ た

小型機器化の傾向が表面に 出て来 た。

従来 より小型の データ処理装 置に対す る評価 と開発活動が 一躍進展 したのは,何 も商用 コンピュ

ータ ・システム分野だけでな く,プ ロセス制御用 コンピュータの部門で も然 りであ った。中 大型 コ

ン ピュータの分野で はこの よ うな著しい変 化は見 られなか った。

こ うした マイク ロ化に貢献したのは,高 密度に集 約 された電子部品 を採用す ることに よ って コス

ト ・パ フ ォ ーマ ンスが 著 し く改善 された こと,お よび分散 デ ータ処理で小型 コ ンピュータが卓 越

した性能 を発揮 してい るこ との2点 を見逃す 訳に行 か ない。

4.1.1中 大 型 デー タ処理 システム

この領分 に入 るコンピュー タの市場競争 は,米 国に本部 を置 く企業が独 占的 とも言える優越性 を

保 ってい る。(表1,2参 照)

中 大型 データ処理 システ ム ・メーカーのこ うした現状 は,子 細に 見る とより一層 重要 な特 徴 を示

してい る。 とい うの も,多 くの米国 系企業の 中で ただ一つの メーカーが,世 界 市場を支配す る勢い

を示 し,デ ータ処理全般の技術進 歩や市場制御に 巨大 な力を持 って いることがわか る。

このよ うな独 占状態が完成したのは,結 局 この巨大 メー カーが他の競合企業 との争いに勝 った成

果 が結晶 した ものだ と言え る。IBM社 は1974営 業年度 に,税 引後決算で売 上高の約14%を 年 間

利益 として計 上 してい る。 これに対して米 国の第2位 以下 のメーカー(HoneywellやUnivae)

は,そ の比率 が3～5%ど ま りであ り,一 方西独で この分野 の活動 を続 けているSiemens社 な ど

は,こ れ よ り低い利益率 を示 してい る。

また市場 の支配者であ るIBMは,歳 月の経過 とともに同社へ の依存 度を拡大 させ,現 在では総

売上高の80%は 固 定 カストマーか らの受注で 占め られてい る。一方,英 国政府 の優先買上政策に支

援 されてInternationalComputersLtd.(ICL)も また,同 様 な傾向 を持 ってい る。ICL
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表1.Siemens社 と比較 した米国系巨大 メーカーの情報処理 機器売 上高

データ処理機 器1974年 売 上高 対 前 年 増 加 率

(世 界 規模)(10億 マ ルク) (%)

IBM 25.6 十14

Honeywell
1)3
.2

2)十5

IJnivac
3)3

.63 十13

Burroughs 2.4 十27

Siemens 0.96 十10

●

注1)

注2)

注3)

こ の 内13億 マ ル ク はHoneywell-Bu11社 の 実 績 で あ る 。

Honeywel+Bull社 の 売 上 増 加 は11%。

事 務 機 器 関 係 も 含 む 。

■

表2.主 要 メー カーの地域別汎用 コンピュータ設置状 況

●

●

国名/地 域名 メ ー カ ー
市 場 シ ェ ア

(%)

設 置 総 額

1975年1月1日 現 在

(10億 マル ク)

西 欧 42.05

IBM 54.40

HoneyWell 10.22

Unidata 8.82

ICL 8.31

Univac 5.68

BurrOUghs 3.28

NCR 2.03

そ の 他 7.26

西 独 11.25

IBM 61.56

Siemens(Unidata) 17.56

HoneyWell 7.00

Univac 5.29

BurrOUghs 1.09

ICL 1.07

NCR 0.98

そ の 他 5.45
」

一13一



国名/地 域名 メ ー カ ー
市 場 シ ェ ア

(%)

設 置 総 額

1975年1月1日 現 在

(10億 マル ク)

英 国 8.7

IBM 39.72

ICL 31.14

且oneywell 9.58

Burroughs 5.26

Univac 4.80

NCR 2.89

そ の 他 6.61

仏 7.6

IBM 54.86

Honeywel1 15.04

Unidata 9.91

Univac 3.97

BurrOUghs 3.77

ICL
'
2.97

NCR 1.29

そ の 他 8.19

その他の西欧諸国 14.5

IBM 57.47

Honeywell 10.60

Univac 7.42

Unidata 6.36

Burroughs 3.53

ICL 2.92

NCR 2.73

そ の 他 8.97

米 国 75.5

IBM 68.76

HIS 8.96』

Univac
'

7.61

Burroughs 5.74

NCR 2.87

そ の 他 6.06

一14一

●

■



●

`

■

■

国名/地 域名
メ ー カ ーへ

市 場 シ ェ ア

(%)

設 置 総 額

1975年1月1日 現在

(10億 マ ルク)

日 本 13.7

日本 メ ー カ ー 50.23

IBM 35.50

Univac 7.50

BurrOUghs 3.22

NCR 1.83

HIS 1.02

そ の 他 0.70

東 欧 諸 国 9.3

共 産 圏 の メ ー カ ー 82.75

ICL 8.47

IBM 2.90

HoneyWell 1.89

Unidata 1.45

Univac 0.59

NCR 0.38

そ の 他 1.57

世 界 全 体 148.73

IBM 56.60

HoneyWellv 8.19

Univac 6.52

共 産 圏 の メ ー カ ー 5.17

日 本 メ ー カ ー 4.69

Burroughs 4.64

ICL 3.14

Unidata 2.68

NCR 2.41

そ の 他 5.96

出 典:IDC社(ド イ ツ)

通 貨 換 算 レ ー ト:1ド ル=2.5マ ル ク
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社の場合,公 共事業 部門 か らの受注が 大 きな割 合を占めてお り,固 定 顧客 の注 文が売上高の90%近

くに達 してい る。

ところが,デ ータ処理 企業 としてまだ経験 の浅いSiemens社 は 固定客か らの注文 が60%台 を 占

め るにす ぎない。

市場 で主導的地位 を占 めるメーカーへの依存度は,当 初のベ ンダーの供給 システムよ り性能の秀

れた システムを提供出来 るメーカーへ 顧客が移行す る結果,一 層強め られ る。それ故,対 抗 メーカ

ーは既存機種の機能 強化や新規開発の手段 を通 じて必死 に市場競争力の回復 を画 ろ うとす るわけ だ
。

これ まで市場支配者つ まりIBM社 の システムを使用 して来 たカス トマーを,一 転 自 らの手中 に

納め るために は,そ の システムの能力 に対 抗して当該製品の技術的適応性 を最大 限高め るとともに,

更 に次 に来 るべ きイノベー シ ョン ・サ イクル(世 代 の交代)に も当然対処 しなければな らない。

また時 間的な遅れを取 り戻 しその営業 サ イクルを市場の トップ ・メー カーのそれに近づ け る時点

まで,競 合 メー カーは,レ ンタル製品 の短 かい市場寿 命 とそれに伴な う財 政的な圧迫 に耐えね ばな

らない だろ う。

現在,1社 が異例 とも言 える膨大な開発費物的投資を前面に押 し出して い るのに,他 社 は僅 かな

カス トマー ・ベース と出荷額 で これに対抗せ ざるを得ない状況 に置 かれ ている。このこ とは,所 期

の売上 目標 の達成に高い生産 コス トを投 じなければ な らない こと,及 びこ こ暫 くは決算で かな りの

損失 が出 るのを覚悟 しな くて はな らない こ とを意味 している。

また例 え売 上高に固執 しな くて も,開 発 ・製造 ・要員訓練 の領域で高度な オー トメ化を完成 し,

製 品の質 や精緻 さで見 るべ き成果 を納 め後発企業 としての遅れ を取 り戻す ために は,多 大な設備投

資が必要 とな る。

以上 の ような困難な状況にあ るに もかか わらず,Siemens社 の 西欧に おけ る市場 シェアは,

1967年 の開発開始以来着実 に上昇 してお り(表3),同 社 の市場競争力 は総体 として満足のゆ く

成功 を納め てい ると言 え よう。

1970年 代 初期 の中大型 コ ンピュー タを中軸 とするデータ処 理産 業の順調な伸 びは,今 後恐 ら く

その まま持続す ることはな いだ ろ う。 この分野 の コンビ。ユ一夕設置成長率は,1970年 代 末にかけ

て幾分減少 して行 くもの と思われ る。むしろテク ノロジーの発展に依処 して コス ト・パ フォー マン

スの向上に力が注がれ る傾 向に 向か うだ ろう。更に価格競争力 の強 化 も当然 顧慮 しなければな らな

い だろ う。

畠

表3.西 独 に お け る 中 大 型 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ のSiemens社 シ ェ ア 年 次 推 移

年次初頭 1967 68 69 70 71 72 73 74 75

% 6 8 10.4 11.9 14.8 16.1 17.4 17.9 19.5
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CGK社(Computer-GesellschaftKonstang,旧TelefunkenComputerAG)は,情

報 処理 市場 で特殊 な位置を 占めてい る。同社 は,学 術計算課題 向けに大型 コンピュータTR440を

開 発 ・市場 化し,大 学 や研究機 関で構成 され る特殊市場では約30%の シ ェアを得 ている。これに対

して,同 社の商用機市場 での位 置は依然低 い。この市場で成果 を収め るために は,ユ ーザ ーの広汎

な要求に耐 え得 るコ ンピュー タ ・ファ ミリーが備 わ っていなければな らず,現 在 の同社 の シリーズ

には大型機が欠 けてい る。

●

也

■

4.1.2プ ロセス制御用 コン ピュー タを含む小型 コンピ ュー タ

ミニ コンピュータの非常な性能 向上 とデ ータ処理に対 する要請の拡大 は,分 散型 デー タ処理 の前

提 条件 を準備 する とともに,個 々の事業現場 を より一層組み込みつつ あ ると言 え よう。多 くの ユー

ザーに とって,専 用 アプ リケ ーシ ョン志 向の分散 データ処理 は,投 資 リスクをあ る程度計算 に入 れ

て ハー ドウェアとソ フ トウェアを結 合 で き,し か も個 々の問題解決に応 用 させ得 る とい う長所 を持

ってい る。

現在 ミニコ ンピュータは インテリジェン ト・ター ミナル同様 システムの中で中心的役割 を果す ま

でにな って おり,オ フィス ・オー トメーシ ョン分 野の通信装置体系で も不可欠な構成要素 とな って

い る。

ミニコン ピュータの開発 は元来,小 型 の単能計算機が出発 点であ った。そ して機械的 な会計 機 と

交代 し,そ の内中大型 コンピュータの下部 を構成す る地点に まで達 した とい うのが実状 だ。

ただ一社の ドイツ ・メーカー(そ の 子会社 も含む)が 活 躍 してい る中大型 コンビ。ユ一夕市場 とは

違 って,小 型機市場 では ドイツ国内にベ ースを置 く数多 くの メーカーが活動 してお り,そ の製品は

幅広 い アプ リケーシ ョン分野に またが っている。 これ らの ミニ コンピュー タは,そ れ 自体独立 した

計算 機 としての機能 を果す とともに,イ ンテ リジェンスを持 ったシステム構成要 素(例 えば インテ

リジェン ト・ター ミナルのよ うな)と して大 規模な コンフ ィギ三レー シ ョンの一部 をな してい る。

西 独の小型 コンピュータ ・メーカーの概要 は表4に 示す通 りであ る。

Nixdorf社 の売 上高が示す よ うに小 型 コン ピュータ ・メーカーの存在 価値 は今 日既 に確固 たる

ものがあ り,同 社 の場合中大型 コンピュータを開発販売 してい るSiemens社 の売 上げの約半分 に

達 している。また中位程度 までのデ 「タ処理 技術が関係す る事業分野 では,海 外事業 の ウエー トが

かな りな ものであるこ とを示 してい る。AnkerWerke社,DiehlDatensystem社(図 表 には

含 まれ ていな い),Matth.Hohner社,KienzleApparate社,NixdorfComputer社,

PhilipsElectrologica社(現 在 ではPhilips社),TriumphWerke社 等,こ の例 に もれな

い。 これ らの企業 は,1975年3月31日 現 在で総計10万7,600台 の コンピ ュー タを引 き渡 してい

るが,そ の内訳 は国内に5万2,900台,海 外 に5万4,700台 となってい る。 この総計10万7,600

台 の うち,3万7,300台 は電 子式会計機 で,5万1,600台 は45億 マルク前後の,磁 気記憶装 置を備
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表4.西 独 に 本 拠 を 置 く小 型 コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー 概 況

(1974年 現 在)

メ ー カ ー 名

総 取 引 額

(単 位100万 マ ル ク)

売 上 高 売 上 高 従 業 員 数

デー タ処理分野

(単 位100万 マ ルク)

対 前 年 比
(デ ータ処理分野)

企 業 全 体 データ処 理部門

Nixdorf

ComputerAG

(KonzernInland)

一 444
1)580
.6

十11.3

十22

一

5,400

8,000

(世 界 全 体)

PhihpsGmbH

Eiserfeld

一 2)450
十4 一 3)6

,200

Kienzle

ApParateGmbH

(KonzernInland)

3682
3)313
.6 一 〇

.6 7,000 4,000

TriumphWerkeAG 300 80
4)十50

6,100 1,800

AnkerwerkeAG 330 56.8
4)十308

7,500 1,500

Matth.HohnerAG 100 28 十10 2,500 500

注1)

2)

3)

4)

海外子会社 を含 む。

オ フィス ・コンピュータを含 む世界全体 の売上高及 び従 業員数 。西独国内 だけに限 るとデー タ処理 部門の売上高は2億300万 マルク。

国 内外 の販売組織 で働 く従業員 も含 む。

この非常に高い成長 率には,各 々モデルADS2600(Anker社)とTA1000(Triumph社)の 発 表が大 きく貢献 してい る。(市

場 化以来,好 評 を得た)
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え たコンピュー タを含む よ り高性能の小型 コンピュータで ある。この内半数 より多い3万8,400台

が 海外に出荷 され てい る。

この領域で予想 され るのは,高 性能小型 コ ンピュータとインテ リジ三 ン ト ・ター ミナルの順調な

発展で,将 来小型 コンピュー タの伸び率 は中大型 データ処理 システムのそれ を大 きく上 回ることに

な ろ う。

1974年 か ら1978年 に 至 る間に小 型 コンピュー タの設置金額 はほぼ倍 増 して い る。(図1)

図1.西 独 に おける小型デ ータ処理 システムの設置状況推移
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(出 所:Diebold社)

近年,小 型 コン ピュータ市場 で も トップ ・メー カーであるIBM社 が 抜 きんでてい る。システム

32で 西独 の小型機市場に挑戦 して来たIBMの 戦 略に対し,こ れ まで このモ デル よ りやや大型の シ

ステムを提供 して市場 を分 け合 って いたNixdorf社,Kienzle社 及 びPhilips社 は,新 たな対

応 策に迫 られてい る。専門技術 者 を多 く抱 えるIBMは,更 に強力な マーケテ ィングを推 し進 める

もの と思 われ る。米国市場 だけを とって も,小 型機分野の売上高 は1975年 に4,000万 ドル にのぼ

った と見積 られてお り,1980年 に は10億 ドルを越す もの と思 われ る。IBM社 は恐 らく1975年
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には2,000万 ドルを他の メー カーに奪われた もの と考え られ るので,1980年 に は8億 ドルを見込

んで戦略 を練 るだろ う。70年 代 末 の上位 クラスの小型 コ ンピュー タ米国市場で システム32が 占 め

るシェアは25%程 度 と見 られ る。従 って西独の小型 コンピュー タ市場 で も競争力の強化 を抜 きに し

て各 メー カーの存続はあ り得な いだろ う。

より小型の データ処理装置 メーカーは,エ レク トロニクス部品 のメーカーへの依存度 を増 々高 め,

同 時に後者 自身,コ ス ト効果の高いLSIを ひ っさげてこの分 野に進出して来 るζとにな ろう。従

来部品 メーカーは,デ ータ処 理 システム ・メー カーを通 じて のみその付加 価値 を高めて来たのだが,

このパ ターンが崩れ る可能性が大 きい とい うわけだ。 もし部 品メーカーが システム自体 を提供す る

べ くこれ までの一線を越 えたな ら,小 型機専門 メー カーの中に は市場 か ら駆逐 されてし まう企業 も

出て来 るに違いな い。

プロセス制御用 コンピュータの市場 規模は年 々急 激な成長 を経験 してい る。1972年 中頃 か ら

1974年 中 頃に区切 って見て も,西 独国内で設置 され た台数は3,212台 か ら6,989台 へ と急成長 し

た。

これ は年平均の出荷伸び率に換 算す ると40～50%と い う高率 を示す もので,そ の成 長度 は,中

大型汎用 コンピュータのそれ をはるかに上回 っている。勿論同時期 におけ るプロセス制御 コ ンピュ

ー タの出荷平均は
,年 を追 うごとに減少 して来 てい るが,こ れ は主に小型 コンピュータの販売高が

伸びて来た影響を受けた ものであ る。1975年 初 頭 の西独に おけ るプロセス制 御用 コンピュータ設

置は,金 額ベ ースで約18億 マル クに達 している。(Diebold社 調 べ)

表5.西 独 国内に設 置 された プロセス制御用 コンピュ・一一タの主 要 メーカー別 シェア

(1975年 初頭 現在,連 邦財 務省調べ)

Siemens

AEG-Telefunken

DigitalEquipment

IBM

HewlettPackard

GeneralAutomation

HoneyweIlLBull

市 場 シェア(金 額ベ ース)

35%

21.7%

12.1%

3.8%

3.8%

3.2%

3.1%

注1)1975年6月11日 付 けの 「デー タ処理産業の現局面 とその産 業構造」

と題 する報 告書 より転載 した。

表5に 示 し た プ ロ セ ス 制 御 用 コ ン ピ ュ ー タ の メ ー カ ー 別 シ ェ ア か ら も明 らか な よ うに,こ の 種 の

特 殊 市 場 分 野 で は ド イ ツ ・メ ー カ ニ が 充 分 な 地 歩 を 築 い て い る 。 こ れ に は,プ ロ セ ス ・コ ン ビ ュ ー
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タ ・メーカーと投 資会 社の活動が うまく結合 した背景 も見逃せ ない。

連邦 議会 財政委 員会に提出 された1975年6月11日 付 けの連邦財務省報告書 には,更 に情報処理

産業の現 状 と産業構造 の連関性が詳し く記載 されてい る。

4.2西 独情報処理 産業の技術的進歩 とその市場競争力が獲 得 した成 果

4.2.1エ レ ク トロニクス部品

デー タ処理 システムは,そ の演算 速度,集 積度,信 頼性,価 格の どの部分 を とって もエ レク トロ

ニ クス部 品に負 うところが大 であ る。計算施 設のCPUが 示 す コス ト/パ フ ォーマンスは,他 のど

の要 素 よりも利用 され る電子部品や コンポー ネン トに依拠 してい る と言 える。

西 独の データ処理 シス テム ・メーカーは,こ の間海外の先進 エレク トロニクス ・メーカー との局

部的 な技術格 差 を埋め る ことに も成功 した。Siemens社 が 開発 を担 った シリーズ7700コ ン ピ ュ

ータは,半 導体 〆モ リーを装備 し,そ の一つのシ リコン結 晶体には1,024ビ ッ ト(=lKビ ッ ト)

を収容 出来 る。Siemens社 は実験室内で,現 在16Kビ ッ トの メモ リー容 量 を持つ 半導体 メモ リー

の開発に成功 してい る(所 謂LSI)が,よ り高密度の集積回路技術(64Kビ ッ ト)の 実現 に努力

を傾注 してい る。西独 には,こ れ までの高度な技術的 蓄積があ り,西 独 データ処理 システ ム ・『メー

カーの国際競争力 の進展に は,こ うした領域に関 して も何 ら懸 念す るところはない。

データ処理 装置分野 の技術革新が進展 して近代的な コンポー ネン トの統合が進 み,既 に システム

に組み込 まれてい るメモ リーをユーザーが希望すれば最新 のテ クノロジーに支え られ た高精度 メモ

リーに交換出来 る日 も近い。 この領域の装置の機 能強化には,も はや,デ ータ処理設 備全部を新し

い技 術成果であ る機種 と交換す る必要 を生 じない であ ろ う。む しろ少な い コス トで,部 分的な切 替

措置 を講 じてす ませ るパターンが定 着 し,ユ ーザ ー ・システムの外 見は以前 と何 ら変 りのない こと

になるはずだ 。従 って一端 導入 され た装 置は,技 術的進 歩に支 えられて,よ り長期の寿命を保 ちそ

れ以後の市場 競争に も耐 え得 る ものとな ろう。これに伴な って リース活 動 自体 も息 の長い もの とな

り,市 場 での機器 の永続 性が リース事業収入の増加 をもた らす ことにな るはず だ。

回路技術の進 歩に よる巨大な処理速度 の増強 は,必 ずし も現 代のコ ンピュータ性能 の向上に 寄与

していない。最近10年 間 にみ られ る速度 アップは ほぼ100倍 に近 いが,サ イクル ・タ イムは個 々の

シス テム構成要素 を結 ぶ接続回線 の シグナル伝送 時間に大 きく左右 され る。それ故今 後の進展 は,

空 間的な集約 度 を増加 させ るこ とに よってのみ達 成 されるだろ う。 また マイクロプロセ ッサーの実

現にみ られ るよ うに回路の集 積度 が増々密 とな り,完 全な連続 回路(Schaltwerke-sequenti-

alcircuit)や システム ・プログラム或 はその一部が登場 するよ うにな る と思 われ るので,回 路

速度 は急 成長 を遂 げるだ ろ う。
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4.2.2デ ー タ 処 理 シ ス テ ム

エレク トロニクス ・コ ンポー ネン ト技術 の発展 は,デ ータ処理 システム構造 の面で も新 たな可能

性を開 くこ とにな った。LSIを 中 軸 とす る主 記憶装 置(メ イン ・メモ リー)は,将 来膨 大な記憶

容量を持 つ小型 データ処理 システ ムの登場 を約束して お り,ス トーレ ッジ密度の高い強力なオペ レ

ーティング ・システム(OS)の 応 用 も間近か と思 われ る。

この よ うな可能性 が実現に移 され る と,1980年 頃 には単独 で広汎な アプ リケーシ ョンに適用 し

得 るOSを 持 つ,コ ンピュータ ・ファ ミリーが開発 され るだろ う。 この種 のシステ ムは,ユ ーザ ー

のみな らず メーカー側 に も多大 の利益 を与 え るもの と考 えられ る。ユーザーは,あ るシリーズ ・コ

ンピュータのプログラムを他 の プログラムに置 きかえ る際,従 来の よ うな移行 上の困難 さや経費 を

必要 としな くな るだろ うし,一 方 メーカー側 も,OSの 移行 に伴な う開発 ・メインテナンス ・要 員

訓練等の コス トを著 し く削減出来 るであ ろう。こ うした プログラムや オペ レーテ ィング ・システ ム

で得 られ るコ スト削減効果が,そ のコ ンピュー タが最小 限必要 とする大 きさの メイン ・メモ リーの

コス トや,汎 用OSを 装 備 した コンピュータ ・フ ァミリーの開発 コス トを しの ぐ日が待 たれる。こ

の地点 に到れ ば,コ ス ト・パ フ ォー マンスは大 き く向上することにな ろ う。

これ と同様 な コス ト削減効 果のあ る開発部門 として中央処理装置(CPU)が あ げ られ る。

計算機構造 の進 歩は,一 つの コンピュータ ・ファ ミリーのために多 くのCPUを 導 入す る代 りに,

単一 の基本 ブロ ックの使用 を可能 とし,市 場 の需要 もこの方向を向いている。 この方式 によ り簡素

化を追求すれ ば,今 迄以上 の小型 化 シス テムが実現 で き,し か もモ ジュール ・システ ムの形態 を と

って より大 きく集積 されたCPUが 得 られ る。ここで問題 とな るの はOSの 開 発であ る。 とい うの

もモジュール構造 のコ ンピ ュータは,パ イ ・プロセ ッサーとして知 られてい るデ ュアル型式の装 置

構成 よ り多い単位 を含 むか らで ある。だが複 合問題 を解決す るだけでな く,コ ンピ ュータの構成単 ・

位が基本 ブロ ックにユニ ッ ト化 されてい るのでコス ト削減率 も高 く,高 水準の出荷 高 と,製 造工程

の合理 化を実現 してい る。

製造技術 士の進 歩,と りわけ カス タマー ・サイ ドの機器 に対す る信頼性,オ ペ レーシ ョンの容易

さ,柔 軟な適応能 力は,今 後特殊な機能単位 を持つ コンピュー タのモ ジュラー化を推進す るだろ う。

モジ ュラー構造 では,機 能的な性質が データ処理装 置の物理単位 に置 きかえ られ る。更に一つの

機能単位の欠落が一つの質的特 性の欠落 に結 びつ くことが あって も,決 して システム全体 の機能中

断 とはな らない点に着 目した斬 新な開発 プランが将来 登場す るだろ う。故障 した部分を全体 の ワー

ク.フ ローの中断 な く自動停止させ,そ して ダウン発生を通報 するこ とにな るが,同 時に装置の修

復 も全 体の ワー ク ・フローの進行 には影響 を与 えない形で可能 とな るだろ う。
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4.23周 辺 機器

計算 セ ンターでの データ集中処理 と有機的に結 合 した分散型 デー タ処理 の2つ の方式が並存 し よ

うとしてい る現在,周 辺装置の開発 は,近 接す る端 末機器 といわゆ るリモー ト・ター ミナルに 大別

して考慮 され るべ きだ。
1

近接端末装置

この領域で は,テ ープや カー ドのパ ンチ装置が入 出力用 として増 々後 退してお り,代 って磁気 テ

ー プ装 置が ファイ リングや データ交換用 に使用 され る傾向が強 まってい る。 また大型 の磁気 デ ィス

ク装置,高 速 プ リンター及 び図形読取装 置な どは,変 らず重要 視されて いる。こ うした傾 向は,手

動的な或 は非 メカニズム的 な装 置部分 がい よいよ本格 的に自動 化されっつあ る状況 を示 した もので

あ る と言 えよ う。

磁気 デ ィスク ・メモ リーは,今 後着実にその地 歩 を固め,そ の記録密度 も現在の12,000ビ ッ ト

/㎡ か らその100倍 に あた る高性能 を提供す るよ うにな るだろ う。

高速 プ リンターの場 合,ま ず非 メカニズム的 な機 構原理 の改善に重点 が置かれたが,こ の よ うな

性 能強 化 と並 んで,プ リン ト機構 の インパ ク トか ら生 じるノイズを除去す る努力 も重ね られ た。

一方 ,光 学式 読取装置の開発 は,異 ったプ リンテ ィング ・フォーマ ッ トの識別に重点 を置 いて進

め られ,ま ず少 くとも手書 き図が読 み取れ るよう研究 が進 め られ た。 こうした開発 方針 が と られ た

の は,大 規模な データ ・パ ンクを構築す る際,ど うして も記 録の素速 い把 握が必要 であ り,パ ンチ

・カー ドや磁気 テープを手作業 で処理 していては到 底間に合わないか らであ る。

リモ　 ト ロタ　 ミナル

デー タ処理体 系の分散 化 とそれ に伴な う事業現場へ のデータ処理機能 の供給 は,周 辺端 末機器 の,

開 発 テンポ と需要 を著 し く増 大 させ,デ ー タ処理技 術 とユーザーの関係 を よ り親密な ものに して い

る。

研 究開 発の重点は,テ レスク リーンや データ収集装 置及 びテキス ト編集装 置等 の通信 関連装置に

置かれ,遠 隔処理 用 プリンターやパ ンチ ・カー ド読取装置 はその 下位 に置かれた。この間 エレク ト

ロニクス部品の改良 も着 実に進 み,こ れ らの リモ ー ト・ター ミナルに特 殊な デー タ処 理機能 を提供

出来 るよ うにな 。た.こ の為,小 型 ・ン ・.一 夕 と 「インテ リジ・ンスを持 ・た」端末機器 の間隙

は急 速に縮 め られ てい る。これ らの装置 の結合 ネ ッ トワークが一定の範 囲を持 ちしか も通 常の入出

涯 置か らの 。クセス も可能 となれ ば,従 来 の中大型 データ処理 ・・テムで しか処理 し得 なか った

サー ビス も,充 分その処理対 象 となれ よう。

リモー ト・ター ミナル開発の狙い はまた,処 理施 設 の設備投 資額 を削減 し,現 在の ジョブとそれ

に対す る人 間工学的な配慮に立脚 した装 置構成 を達成 するこ とに もあ る。このこ とは同時に汎用 タ

ー ミナルか らの転 換を意 味し,そ の時 々の課題に 合せ た独 自の ソフトウ ェアを作成 し専用 ハー ドウ



エアで それを稼動 させ るパ ター ンが定着 してい くことを も意味す る。 こ うした傾向は既に幾 つかの

ミニコン ピュータ ・メーカーで見 られ,彼 等 は会計 ター ミナルやバ ンキ ング ・ター ミナルを送 り出

してい る。

小 型 コ ンピュー タ ・メーカーに とって この リモー ト・ター ミナル分野 は,今 後の市場 シェア拡大

の絶 好の対象であ るが,同 時に取 り組むべ き開発研 究課題 も多 く,こ れ までのユーザー ・サイ ドに

おけ る導入経験 や実際的な運用知識 を大 いに活用 せねばな らないだ ろう。

4.2.4オ ー ト メ ー シ ョ ン

デー タ処理 システムの複雑 さが増 し,集 積度の 高い コンポー ネン トを擁 す るコンピュータ ・アー

キテ クチ ャーを常に技 術的動 向に合せて市場 化しなければな らないため ,特 別 な合理 化策が要求 さ

れて い る。近年,こ うした 点を考慮 してコン ピュータ設計や製造設備の生産,コ ンピュータの生産,

要 員訓練等 の部門 にまで コンピュー タ ・ベースの手法が取 り入れ られ るよ うにな った。 この よ うな

傾向 は,コ ンピュータ ・ベースの開発手段(例 えば シ ミュレー ション技法)や 人間 を有機的に配置

した作業様式 を利用しな ければ,デ ータ処理 システ ムの開発製造が不 当に甚大な代価を要 求す るの

で,投 資 コス トの一時増 を伴な うのが判 っていて も増 々広が って行 く もの と思 われ る。

最近は,ソ フトウェアの開発 ・保守 コス トがハ ー ドウェア ・コス トを上 回る傾向がは っきり出て

いる。 システム全体 の コス トを考 えてみて も,ハ ー ドウェア ・コス トがむしろ下降気 味な のに,ソ

フ トウェア ・コス トは続伸 してい る有様 だ。大型 の ソ フ トウェア ・システムは,そ の運用 までの導

入 期間の点で もハー ドウェアを越す場 合が多 い。また,ア フター ・ケアや機能 拡張の コス トが初期

導入 コス トを上回 るこ とも多 く,無 視出来 ない要素 とな って い る。それに も拘 らず,ソ フ トウェア

・テ クノロジー概念 で集約 し得 るような 自動 化装置 の設置 は依然不充分な のが現状 であ る
。

●

4.3振 興 政策

連邦政府 の助成措置 は,次 の ような研究開発分野 を包摂 している。

中大 型 データ処理 システム(第4章3.1節)

プ ロセス制御用 コン ピュータを含む小型 コンヒ。ユ一夕(第4章3 .2節)

加 えて,標 準化月標 の達成(第4章3.3節)と 現 行規定 内 での公共機関の調達政策の一元化(第

4章3.4節)も 含 まれてい る。

その他 の点で注 目され るのは,コ ンピュータ ・メーカーが行 ってい るレンタル ・サー ビスが一時

的に 資金難 で行 き詰 った場 合 の連邦政府に よる融資保 証であ る。 これはケース ・バイ ・ケ ースでそ

の保証 を継続 す るか否か判断 され るだろ う。 またEC委 員 会は現 在,同 機関が リース事 業を支援 出

来 るか ど うか検討中 であ る。
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●

4.3.1中 大 型デー タ処理 システム

第2次 情報処理 計画の助成 措置に よ り,Siemensシ ス テム7.730と7.750及 び それに付随す る

オAeレ ー テ ィン グ ・システムBS1000(リ アル ・バー ジョン)とBS2000(バ ーチ ャル ・バ ージ

ョン)が 開発 され,市 場 化 された。この両機 種はIBM370シ リーズに 充分対抗 し得 る ものであ る。

1970年 代 前半において西独連邦政府 は,専 門家の見解 と軌 を一に して情報処理政策 を推 し進 め

た。即 ち,ミ ニコンか ら超大型 までの フル ・シ リーズのコ ンピュータを独 自に開発 ・製造 ・販売 す

ることを目標に した強力 なそ して市場 競争力のあ る情報処理産 業 を育成 す るこ とは,西 独のデ ータ

処理産業に不当の犠牲 をしいるこ とにな るだろ う一 とい う見解だ。

従 って1973年 中期にSiemens,CII及 びPhilipsの3社 がUNIDATAを 結 成 して,商 用 ・

科学技術用デー タ処理事業 で協力態勢 を打 ち樹て部分的な合併 も辞 さない との方針 を決定 した時,

西 独政府 は大 いに これ を歓 迎 した。だが創設当初 か ら開発 ・製造戦略 の調整 で難行 した。 それで も

1～2年 の遅延 と予定 よ り膨れ 上ったコス トの2要 因 を除 けば,技 術 的な進 歩の点で見 るべ き成果

を納 めた。永続性があ って しか も経 済効 果の高い結果を得 るためには,パ ー トナー同士の合併 が必

要 であ るのは論をまた ない 。しかし,そ の よ うな経過 をUNIDATAは 辿 らな か った。 とい うのは,

フ ランス政府が同国独 自の切迫 した問題 を解 決す るため,CII社 とHoneyweU-Bull社 の合 併

を決定 してしまったか らであ る。後者の製品 はUNIDATAブ ラ ン ドの コンピュータとは競合関係

にあ り,そ の後の事情 も相 侯 ってUNIDATAに お け る協力契約 は,1975年12月19日 正式に廃

止 のやむなきに至 った。

.Siemens社 が1980年 頃 迄情 報処 理部門 のベースとす るの は,UNIDATA当 時 同社が開発 を担

当した7.730と7.750で あ る。 これ らのモデル は,UNIDATAの 解 消以前に 製作され た もので あ

り,ま た同時 に第2次 情 報処理 計画が進行中であ ったため連邦政府の開発補助金 の支給対象 とな っ

た もの だ。 その後 の シス テム開発 は,こ れ らの機種の増強 とい う形で進め られ てい る。

この よ うtS'一－UNIDATA結 成 とい う重大な事業開始に際 しSiemens社 は,近 い将来 果 して関係

メーカー間で システム開発協力 の ような親密な態勢 を整え られ るか ど うか とい う懸念 を抱いていた。

この よ うな懸念 の原因 とな った第一の問題は,共 同して取 り組 んで行 くCPUや オペ レーテ ィン

グ ・シス テムの開発作業を うま く境界 を設けて分 割出来るか否か とい う点にあ った。協力態勢が確

立していればこそ製造開発 のあ らゆ る局面での協力が生 き,CPUやOSの エ レメン トをモ ジュラ

ー化してその各 々を分担 して推 進 し一つの フ ァミリーに構成 出来 るの だが
,一 端空中分解 す ると逆

に マイナス要因 となるの だ。開発製造の作業分担 は関係企業 間で今後 とも問題の多い課題 となるで

あろ う。

また何 ケ国かの関係企業 が協力して システ ム開発を進 める時,各 国 メーカーがその技術的 ノ ウハ

ウの防衛につ とめた り,工 場 施設の保証を一方的 に求めた りすれ ば,結 局 コ ンピュー タ ・メー カー
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が抱 える主要な 問題 の一つ,つ ま り開発製造 コス トの削減 とい うメ リットは手 に入れ る ことが出来

ない だろう。

現時点で情報処理技術を一層進展 させ得 る重要 な境界領域 は,デ ータ処理 と通信技術及 びオフ ィ

ス ・オー トメーシ ョンの結 合であ る。 この面での協力 態勢 を整備す るこ とは増 々その ウエー トを増

しつつあ ると言 える。 この ことは,何 も中大型 コン ピュー タ ・メーカーだけに当ては まるのではな

く,ミ ニコンピュータや端末機器の メーカーに とって も重要 な意 味を持つ課題 だ。UNIDATAで

の これ までのデータ処理機器共同 開発 に代 る もの として,こ うした未来指 向の情報処理分 野での協

力が脚光をあびるべ きで あろ う。

技術的制約や止むを得 ない経過 は別 として,UNIDATAの 諸 計画で多大 な資金 をかけて遂げ ら

れた技術的経済的成果 を活用 す るために,今 後 の事業政策 一 勿 論生産 販売計 画 もこれ に含 まれ る

一 は
,集 中的な ものでなければな らないし,自 主的な また将来性のあ る着想 の実現に 向か わね ば

な らない。共通の製品供 給方式の採用,コ ス ト節 減や装置出荷の保 証,単 一の総 合的 な情報処理技

術開発 とい った方向が採用 され るべ きだ。適切な助成措置が実施 されれば,80年 代 初頭 には赤字 ゾ

ー ンか ら抜け出 し補助金 の使途 に も違 った局面が生 まれて こよう。また世界市場 を狙い とした新 た

な強力 パー トナー との提携の道 も開 けるだろ う。今後提携関係論議 が再燃す る と述べ る人 も多い。

自国市場で効果的な独 自の地位 を保つ ことは,と りもなお さず国際市場 での強力 な協力関係の前提

条件 であ るし,長 期 の収益性 を確保 す る最大要因で もある。

コス ト節減

第4章2節 で述 べた よ うなテ クノロジー面 の可能性が実現 化 しては じめて コス トの節減 が期待 出

来 る。

多様な中央処理装置(UNIDATAの 分 担作業で は特 に制限 されてい た)の 開発に着手すれば,

一 つの基本モデルか らその上下位に及ぶ バージ ョンを も派生 させ るこ とが出来 るはず だ。 この よ う

な同系統の システムは,あ らか じめ決 め られ た仕様 とインター フェイスがあるため,多 くのパ ー ト

ナーが開発す るのには不適 当であ り,む しろ単独の企業が担 当すべ きものである。

コス ト削減効果が期 待出来 るのは,生 産台数 が多 くて基本 モデルを必要 とし,し か もこのモデル

が基本構成 として あらゆるコンフィギ ュレー ションに繰 り返 し現われ る場合であ る。 また もう一つ

のコス ト節減 は,基 本 モデル(Grundmodell)が モ ジュラー ・タイプの構成 を持 ってい る場 合得

られ る。従 って適切 なコンピ ュータ ・アーキテクチ ャーの開発が奨励 されるべ きであ ろ う。

更にCPUの モ ジ ュラー構成 は内部 の リダンダンシーを合理 化出来 るので,信 頼性の 向上に寄与

する ところが大 きい。

またこのような基本 モデルに由来す るコンフ ィギ ュレーシ ョンの マシンのために,同 質 のオペ レ

ーティング ・システ ムを開発 する必要があ る。

UNIDATA装 置 の場合,小 型 ・大型に拘 らず機器 の能力 を最大限引 き出すた めに2種 類のオペ
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レーテ ィング ・システム(BS1000及 びBS2000)が 用 意 され ∫こ。 この オAeレ ー テ ィング ・シス

テムの開発 コス トの殆 ん どは,中 央処理 装置の開 発 コス トに向け られてい る。統一性のあるOSに

整 合す ることで,開 発 とメインテナンスの両面で著 しい合理化が はかれ る。CPUの 場 合 と同様,

通 常 のオペ レーテ ィング ・システムの開発 では内 部構成の複雑 さの故に,共 同作業を分担 しで行な

うに は不適 当であ ろう。

一 方 ,周 辺端末 機器 の開発にお いて も,近 接 ター ミナ～レ(Nahperipheric)の 中 心 となる装置

か らまず選択 的に着手 される必要 があ る。近接 ター ミナルは,シ ステムの アーキテクチ ャーだけで

な くその性能 や価格 に対 して も甚 大な影響力 を持 ってい る。世界的な市場傾向 として独 占的な サポ

ー トは姿を ひそ めつつあ るので,開 発 と市場 化の時機 をあやまれ ば,シ ステム全体 のスケ ジュール

に多 大の悪影響が出て くるだ ろ う。 アクセス ・ター ミナル分野 でコス トを削減 す るには,様 式の 多

様 化を出来 るだけ避 け適当な型 に絞るべ きである。

リモー ト・ター ミナル分野の端 末機器 やデ ータ収 集装 置 一 とりわけ特 殊専用タ ー ミナル ー は

独 自の 市場 を形成 してお り,こ れについ ては第4章3.2節 で取 り扱 か う。

中大型 デー タ処理 システムの開発 とは異 って,技 術的なデー タ処理研 究開発 は,そ れが重要な開

発成果 を 目標 とす るものであ る限 り別種の企業や研究機関において も推進 され るべ きで あろ う。

設置 ベースの保証 と拡大

第4章2節 で触れた技術開発上 の可能性iは,デ ータ処理 システ ムの後継機種 の準備の ために も,

引 き渡 されたか否かに拘 らず その応用機器に関 し検 討し尽すべ きであ る。それ と同時に,装 置 はユ

ーザ ーか ら市場 競争力の高い もの だ とい う評価 を受 ける必要があ る。カス タマーの手元 における当

該装 置の寿命が長ければ,そ れだけレンタル収入の保証 が増大 したこ とにな るか らである。 カス タ

マーの もとに設 置 された装置は,コ ンポーネ ン トの改良 や新技術 の登場 に合せて整備される必要 が

あ り,信 頼性 の向上や整備期 間の短縮 に も常 に注意 を払 うべ きだ。この種 の開 発活動 には高い プラ

イオ リテ ィが付与 されねばな らない。他の コンポ ーネン トと較べコ ンピュータ性能 に より深 い関わ

りのあ るエ レク トロニクス ・エ レメン トは,特 に重視 され る必要 があ る。期限や性能 上の柔軟性 を

保証 し,更 に外部 のエ レク トロニクス部品 メーカへの依 存度を減 らすため に,高 速回路,マ イ クロ

プロセ ッサー,マ イク ロプログラム内蔵方式,LSI等 の 研究 開発に は高 い優先順位 を与 えるべ き

で あ る。 この ような観点 に立 ってこそ,第3次 情報処理計 画の政策課題 は,コ ンポーネン ト計 画 と

同調 す るのだ。

技術 面の アフターケ アーに よる設置ベ ースの確保 と ともに重要なのは,販 売 努力 の積極 化であ る。

カスタマー ・ベー スの拡充 はこれ を置 いて外に ない。

1970年 代 末 までには,強 固 な設置 ベースが確 立され1980年 以 降に システ ム開発の助成金制 度 を

廃 止して もや って行け るよ うな態勢にな ることが望 ましい。勿 論この時 点で,開 発投資の原 資は装

置売一ヒげや レ ンタル収 入で まかなわれる必 要がある。 これに 関連 して,公 共機関の データ処 理 シス
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テ ム調達政策の手直 し も重要な意味を持つ ものであ る(第4章3 .4節)。

4.3.2プ ロセス制御用 コンピュー タを含む小型 コンピュー タ

小型 コン ピュータの領 域は,第2次 情報処理計 画の実施 期間中,猛 烈な進歩を遂 げた。 この分 野

で活動 してい る ドイツ ・メー カー は,内 外 の市場拡大 に歩調 を合せて各 々相応 な市場 シェアの拡大

を達成 出来 た。

西独 の小型機分野 を リー ドする メーカーは,NixdorfAGで あ る。 同社 は1974年7月1日 か

ら1975年6月30日 までの会計年度に,5億8,100万 マ ルクの売上 げを計 上したが,そ の内約半分

は輸 出に依拠 してい る。

小型 コンピュー タの進展 は,主 として市場 環境の 好転 と斬新な エ レク トロニ クス部品 の登場に依

る ところ大 であ る。 市場機会 の拡大の背景に は勿論,開 発 に伴 な う種 々の危険性が存在す るが,大

型 デー タ処理 システ ムの開発 と比 較し.て,こ の領域に対す る公共投資の助成 は随分少な くて済んで

い る。 なお1972年 末 までは,財 務省が助成 措置 を管掌 していた。1973年1月1日 以降 は,研 究技

術省が デー タ処理振 興事業 を統轄 して お り,助 成対象 とな った製品の一覧は表6に 示 され ている。

●

表6.第2次 情報処理計画実施期 間中に開発助成 を受けた小型 コンピュータ及 び

プロセス制御用 コ ンピューター覧

(こ れ らの システムに付随 す る周辺 機器や ソ フ トウェアは,こ の表 には含

まれて いない)

メ ー カ ー 名 製 品

AEG-Telefunken TR86,HRS860,SerieAEG60

SerieAEG80

AnkerWerkeAG ADS2100,ADS2600

ComputerTechnikMi∫11er CTM70

HeinrichDietzIndustrie-Elektronik MINCAL

Matth.HohnerAG SystemVanteX

1(ienzleApParateGmbH KIENZLE6000/6100,

3000/3500.1700

KrantzComputerGmbH&CoKG MULBY

KrupPAtlasElektronik EPRllOO

NixdorfComputerAG NC820,NC900,NC910

OlympiaWerkeAG TE3000,DE4800,DE6000

PeriphereComputerSysteme PCU

G6nterSchrem
DigitaleElektronik ,Systeme

OMNICOMP

SielnensAG 404,Serie300
.・

TriumphWerkeNurnbergAG TAIOOO

、
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小型 コン ピュータ及 び汎用 ・専用 ミニコンピュータの開発助成措置 は,中 小 規模ユーザーのウエ

ー トが増 しデータ処理技術 をその事業現 場に容易に導入出来 る ように なったため ,今 後増 々強 化 さ

れ るだろう。そ して1970年 代 末に は,中 大型 データ処理 システムとほぼ同等 の補助金 が交付 され

るはず であ る。

小型汎用 コン ピュー タ及 び汎用 端末機器

小型汎用 コンピ ュータ ・システム は,論 理 的には中大 型データ処理 システムの延長線 上に存在す

るもので,そ の性能 を圧縮 した もの だ。 また小型機 は,最 新 の コンポーネ ン ト,そ の中で も高性能

のデ ィスク ・メモ リーや デ ィスプレイ装置 を応用 してい る。西独にお いて は歴 史的 な成 長過程 とそ

れに伴な う企業構造が要因 とな って,中 大型機 メーカー(SiemensAG)と は 異 な る メ ーカ ー

(NixdorfAG及 びKienzle社 等)が 小型 汎用 コン ヒ。ユー タの供給 を引 き受 けて来た。市場機 会

を追求す る性格を持 った メーカー間 の事業提携 は,ミ ニコンピュータや超大型 汎用 コンピュー タ分

野 では,大 い に歓迎すべ き事柄であ る。

製品 ラ イン間で共通の定義を持 った インタフェイスは,ユ ーザーが 階層 構造 を持 った マルチ'・コ

ンピュータ ・システムや コンピ ュータ ・ネ ッ トワークを利用す るのを可能 とし,更 に より大 きな ク

ラスの機種へ の移 行 も容易 にす るはず だ。 メーカー側に と って も,製 品 の領域 が拡大す るため,市

場 競争が緩和 され るメ リッ トがあ る。そのため連邦 政府 も,こ の よ うな部門の事業提携に対 しては,

単 一 の開発 プ ログラムよ り優遇 して助成 を与えるっ も りであ る。

小型 コンピュータは原理的に,単 に独立 した演算処理装置 として作 動す るだ けでな く,階 層構造

を持 った コン ピュータ ・システムの 「インテ リジェ ン ト」 ター ミナル とし て もオペ レー ト出来る。

それ故,処 理現場への直接導入が著 し く増加 してい るが,更 に データ処理 技術 が非常に大 きな発展

可能性 を秘めてい る こと,デ ータ処理の分散に よりユーザ ーの組 織構 造への適応 やその為の変動が

容易 になった こ と等 も,需 要増にあ ずか ってい る。この ような階層構 造に組み 上げ られ たデータ処

理 システ ムに おい ては,中 大型 コ ンピュータのみな らず性能の良 い小型 コン ピュータで もその バ ッ

クグラン ド・コンピュータやCPUと して充分その役割 を果 し得 る。 この種 のパ ター ンのシステム

はSiemens社 が 既に発表 してお り,更 に この分野に最適な小型 コンピュータを共同開発す る気運

も高 ま り部分的に は着手 され た段階 にあ る。 また イン タフェー スの開 発協力や それに関連 したパイ

ロッ ト ・プロ ジェク トに も助成金 が付与 され る予定 だ。

小型汎用 コ ンピュータ とこれ らに付随す る周辺端末機器の開発や改良 は,メ ー カー ・サイ ドで積

極 的に進 め られねばな らない が,同 時に これ らを市場 競争に打 ち勝つ レベ ルに まで高め るこ とが一

層 望 ましい。この分野 の共 同開発に はと りわけ高いプ ライオ リティが与え られている。

この領域で今後更に開発努力が注 がれねば ならないのは,デ ータ処理 技術 とオ フィスを結合す る

ビリング ・ター ミナルで ある。

専用小型 コ ンピュータと端末機器
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若干の小型 コ ンピュータ ・メーカーは,特 定部門 の演 算処理 に重 きをおいて,そ の用途向けに特

別 な小型 コンピュータや関連 ター ミナルを製造販売 してい る。一例 を挙 げれば,貯 蓄銀行や商業銀

行 向け の専用ター ミナル や商店及 び レス トラン用の会計 ター ミナルで ある。

また預金通帳 や旅行の切符 の ような特殊な証書類 や各分野 独 自の作業上 の要請に 合せて製作 され

るコ ンピュータや端末機器 は,ユ ーザーの作業能率 の改善や業務 合理 化に大 きな役割 を果たす もの

であ り,近 く助成対 象に され るはずだ。

プロセス制御用 コンピュー タ

第2次 情報処理計 画の振 興施策 の中 に,Siemens社 の プロセス ・コンピュー タ ・フ ァ ミリーN

SF2とAEG-Telefunken社 の統合 プ ロセス ・コンピュータ ・ファ ミリー(EPL)の 開 発促進

が組み込 まれ,そ の結果,前 者で はシリーズ300,後 者 で は シリーズ80の 両 プロセス制御用 コン

ピュー タが陽の眼を見た。表5に 示 した よ うに,こ の両社が現在,西 独 ・プロセス ・コ ンピュータ

'市 場の半分 を占有 してい る
。 この両社 は制御機能の強 化に多大の資金をつ ぎこんでお り,内 外市場

で優位 に立 ってい るの も当然 と言 える。

第2次 情報処理計 画実施中に,小 型 コンピ ュータ ・メーカーが市場 化した性能 の良 い汎用 プロセ

ス制御 コンピュータで特 殊な そして複雑な ジ ョブに利用 出来 るもの として は,Dietz社 のMINC

AL(こ の モデルは,Anker社 か ら出 されてい る会計 システムのCPUと して も設置出来 る)や

Krantz社 のMULBYが あ げ られ る。

回路や メモ リーの集積度 が一段 と向上 して近い将来,プ ロセ ス制御用 コン ピュー タに も小型 コン

パク ト化の時代 が訪 れるだろ う。またエ レメ ン トが一部或は全部 分散 化した プ ロセス ・コン ピュー

タ ・システム も登場 するに違 いない。

近代的 なプ ロセス制御 コンピュータとその専用端末機器の開発 は,個 々の特殊 なオー トメ化に重

要な意味 を持つが故 に,助 成 措置の対 象にあげ られ るだろ う。

汎用及 びジ ョブ ・オ リエ ンテ ィッド ・ミニ コンピュータ

電子部品の高度な集積技術は,コ ンピュー タの全 ての機能単位 を唯一つのエ レメン トに集中 化す

ることを可能 としてい る。 マイクロコンピュー タや ジ ョブ ・オ リエンテ ィッ ドな ミニコンピュー タ

は,こ うしたマイクロプロセ ッサーに基づいてお り,情 報処理技法 と制御技術に関連 した個 々の ジ

ョブをパ ッケージ化 しコス ト効果の高い形で解 決 している。またマイクロプロセ ッサーは,従 来 の

エレク トロニクス と小規模な コ ンピュータ ・システムとの間隙 を埋 める もので あ り,小 型汎用 コン

ピュータ ・プロセス制御用 コンピュータ並 びに電子式な コン トロー ラー とは別に かな りの市場 規模

を提供す ることになろ う。

周知の データ処理技術 と対比 して著 し く製造工程が短か い ものであるため,コ ンピュー タ ・メー

カーだけでな く小規模 のエ レク トロニクス ・メー カーの参入 も充分問題 とな る。

エ レメ ン ト・プログラムを持 った マイクロプロセ ッサーや モ ジュール ・システ ム等を含むあ らゆ
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る電子 コンポ ーネン トの開 発助成 が進 む一方,そ れ らを利用 した汎用及 び専用 ジ ョブ向けの ミニコ

ンピュータや その ソフ トウェアの開発 も,今 次の デー タ処理計 画の一部 とされてい る。

プロジェク ト担 当機関:数 理 計画研究所.私 書箱1240号

5205St.Augustin1.

43.3規 格 化及 び標準化

工業規格の統一は,経 済 全体に与 え る影響 も大 きい が,様 々な技術的 な定 義が生 ず る商業上の混

乱 を排 除す るために も不 可欠の ものである。特に,コ ミュニケー ション と産業合理 化の道具 として

重 きをなしっっ あるデー タ処理 システ ムに とって,こ の こ とがあ てはまる と言 えよ う。

行政機関,経 済,学 術 の3分 野間の情報 交流が増 々積極化 して いる現在,コ ンパテ ィビリテ ィ

(互 換性)の 問題 のかな りの部分 は,規 格 の統一に よって解決す るこ とが出来 よ う。そ して規格 化

作業 は,最 新 の開発動 向を考慮に入れ る とともに,規 格 化の必要性に対 す る広 汎な理解 が深 まる速

度 とあわせて,時 機 を失せ ず遂行 されねば な らない。

西独 において技術規格 の確 立は,ま ず何 よりも経済 の 自立 に関わ る問題 であ る。規格 化を担 う中

心機関 は,DINド イ ツ規格登録協会で,こ れ は民 間の国際標準 化機構に加盟 している ドイツ組 織

で もあ る。

DIN規 格 の作成基 準 としては,そ の 自発性,公 開,専 門性,公 益性 等があげ られ る。

連邦 政府 とDINの 協 同作業 は契約 に従 って実施 されて来 た。 またDIN規 格 は,技 術的要件 の

解 釈同様,行 政 機関等の使用 には まず立法措置 を経ね ばな らない。

連邦 政府 はまた,議 会 予算の枠内で規格様 式を改 善す る計画 を持 ってい る。 この よ うな観 点か ら

データ処理産業 の育成強 化に とって,デ ータ処理分 野の規格統 一に権 限を持 って い るDIN情 報 処

理規格専門委員 会の プランは特に重要な意 味 を持つ ものだ。

DINやISOの 統 一規格 や規格案及びECか ら提起 されてい る推薦案は,将 来の行 政官庁の調達

政策に 重大 な影響 を持つ ものであ るだけに,技 術的 な標 準や仕様の形 で充分に説 明され る必要 があ

る。 この よ うな行政上 の基準の修正や補足が効力を発す る以前に,ユ ーザー側 の立場 同様,メ ー カ

ーの事情 も充分考慮 されねば な らない。

データ処理 事業 の経 済的基盤確保 と応 用分野の開拓に は,多 彩なデータ処 理 システ ム と処理技術

の分担 開発並 びに総合利用 の3者 が一体 とな るこ とが不可欠である。

内務 省に設 け られた連邦政府機関のデー タ処理 利用 に関 す る調整審議機関 は,既 に データ交流 に

関す る規定 の草案 を策定 し,「 行政 機関におけ るADPデ ー タ通信規定 の作成 について」 とい う覚

書 を公表 して いる。データ処理方式 の規格 統一,デ ータ処理 の経済性 向上,デ ー タ処 理 システム と

リモー ト ・ター ミナルの接続等に関 し,上 記以外で行政機関 が実施し よう としてい る施策に は次 の

ような ものがあ る。
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・デ ータ通信規定 の継続的 策定

・遠隔 データ処 理 にお ける通 信の標 準化

・インタフェースの標 準化,と りわけ リモー ト・ター ミナルの接続 とソ フ トウェアの両分野に重

点 が置かれ る。 ・

・デ ータ処理方式の開発発展 と ドキュメンテーシ ョンに対す る大枠 の調 整

・ソフ トウェアの置換に関す る規定

連邦 政府 機関 データ処 理省間調整委員会(IMKA)の 「データバ ンク ・システム及 びデー タ通 信

システ ムの コンパテ ィブル ・インタフェース」作業 グル ープの活 動は,各 国の関係機関 とも協力し

て大 いにそ の成果 をあげてい る。

デー タ処理技術の利用層の拡大 をまつだけでな く,開 発期間の延長 とコンピュータ ・メーカーや

ソフ トウェア ・ハ ウスに対す る公的助成措 置の強 化等 を通 じて,互 換性 のある アプ リケー ション ・

プログラムを登場 させねばな らない。その前提 とな るの は,標 準化されたプ ログラム言語の利用,

デ ータバンク ・システムや データ通 信 システム用の統一的な インタフェース,一 貫 した ドキ ュメン

テー シ ョン等で ある。

フ ォーマ ッ トを持 った データを対 象 とする データバンクの インタ フェース変換 プ ログ ラムは,メ

ーカーが保 有 しているデータバンク ・ソフ トウェアを基礎に して作成 され た
。その開発費の一部に

は第2次 情 報処理計画の助 成金があて られてい る。 データバ ンク概念 が標 準化されるまで の過渡的

な段 階において は,メ ーカー側 との協議を常に緊密に保 たねばな らない。 こうした地味な努力があ

って こそ,将 来 のインタ フェース開発 の展 望が開け るの であ る。

システム ・データ ・フ ァイルへ の アクセス(連 続,イ ンデ ックスに ょる連続,直 接)を 容易にす

るため,デ ータ ・バ ンク ・インタ フェース形式の一元化が望 まれ る。変換 プログラムは既に実稼動

の段 階にあ る。

前述 の作業 グルー プと密接な関係を保 ちっっ,「 コンパテ ィブルなデー タ通 信 システム」 の研究

も進 め られてお り,こ れに は連邦研究技術省 を介 して助 成金が付与 されている。 アプリケー ション

・プログラムの規格 統一に役立つ これ らの システムは
,経 験 を蓄積す るた めに も既存 の定義 を基 に

してテ ス トされね ばな らない だろう。

他の作業 グル ープは,「 データ処理技術 開発 と ドキ ュメ ンテー シ ョンに対す る大枠 の設定 」 とい

う課題 に取 り組 んで いる。内務省サ イ ドで これ までに得 られ た作業成果 は,現 在 の ところ地方公共

団体 の当該機関に フィー ドバックされてい る。

この分野に関連 した規格統一状況(DIN)も 常 時考慮に入れ るべ きであQ。

4.3.4官 公 庁の調達政策

西独 のデータ処理産業が市場競争の面で抱えてい る不利 な点 の一つは,既 に市場 支配者即 ちIB
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M社 の 設置ベースが膨大な域に達 してい ることだ。転換 コス トがか さむこと も原因して,カ ス タマ

ーは ,従 来使 って来た メーカー製品 を再 び指名す る傾向が強 く,こ のため競合 メーカーに は初めか

ら僅 かなチ ャンスしか与え られ ていない のが実状 だ。

この よ うな情況 を打開す るため,EDP装 置 の調達に新 たな統一基準 を設 けるべ く,政 策履行認

可法令(VOL/A)一 施 行細則 を除 く一 の補充 と,VOL/Aの 修 正法令 と ドイツ政策履行契

約委 員会(DVAL)の ガ イ ドライン との調整が画策 されてい て,デ ー タ処理 システムや その関連機

器の導入 を容易にす る努力が続 け られて いる。

また こうした動 きに伴 って,次 の2項 に要約 され る条件整備が遂行 されね ばな らない。

・政 策実施に関わ る給付 範囲の記述に 明確かっ公正な基準 を設 けて,調 達 品の引 き渡 し請求 を一

元 化す る。

・選択基準 を適正に し供給品の査定 手続 を統一す る。

供給 品の引渡 しに関 す る書式 と請求の 一元 化は,既 に特定の装置 を指定 して しまって公告を 出し

ている場合一寸した障害 とな ろ う。また納入 され る供給製品の査定 方式 の統一に よって,当 該 ハー

ドウェアや ソフ トウェアの適応 能力を判断す る場 合,客 観的な選択が可能 とな るはず だ。 これには

まだ公示手続面で解決 すべ き問題が残 ってい る。決め られた領 域を契約 内容 がはみ出 してい る場 合,

調達手続 は一時中断 され,供 給 品の査定 を改めて受けなければ ならない。

原則的に は,西 独に本拠 を置 く企業か或はEC域 内 のメーカ ーが調達対 象 とな る。 ほぼ同様 の条

件 を持 ってい る供給 品の場 合は入札手続 が とられ る。

連邦議会が制定 した技術 ガイ ドライン(HRBNr.5.2.23「 デ ー タ処 理の コス ト」)に よ り,

デ ータ処理 装置の新規調達 や実質 的な機能 強化を画 る場合,内 務省 の 「連 邦政府機 関の データ処理

利用 に関す る調整審議機 関(KBSt)」 の推 薦書 と行政機構経 済性管理連邦 委員会の意 見書が添付

されなければな らない。 このKBStは,連 邦 政府 機構 の総合利益を規定 してい る経 済性に つ いて

監視 の眼 を光 らせてい る。

連邦政府官庁に よるデー タ処理装 置の調達 で専門的な支援が必要 な場合 は,数 理計 画研究所(G

MD)が この任 にあた る。

西独連邦政 府は,上 述 した ような施策 が装 置や技術の開発並びに システムやその関連 ソフ トウェ

アの調達に好結果 を もた らす ことを期 待 してお り,更 に メーカー側が行政官 庁の要求 を より一層満

たせ るよ う希望 している。

中大型 データ処理 システムの月間 レンタル料 は,買 い取 り価格 の1/40～1/50が 通 例 であ る。

従 ってその装 置の技術的寿 命が50ケ 月 を越 す場合 は,公 共機関 に とって経済性で買い取 りの方 が レ

ンタル よ りま さるこ とにな る。 買い取 りはまた,西 独の コンビ。ユ一夕 ・メー カーに対 して レンタル

事業の資金手 当て をす るこ とに な り,そ れだけ有効性が増 す もの と言 える。経済性に対 する配慮が

行 き渡 れば,行 政機関 の他 のサ ービス部門 で もデータ処理装置 の導入を検討す る とい う効果 が生 ま
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れ る。 この こ とは現在 レ ンタルで導入 してい る機器に も当て はまることであ り,買 い取 り方式 を前

向 きに再検 討す る機会 を与 えてい ると言 え る。

KBStは 既 に,デ ータ処理 能力 を対 象 とした調達基準を策定してい る。 連邦政府官庁や地方 自

治体の調達対象 とされ るデー タ処理 システ ムやその関連機器は,公 共機関 の手で練 られ産業 サイ ド

に より詳細 に検討 された 「特別契約条項 」に従 って,レ ンタルか買い取 りを決定 され る。

この 「データ処理 システム並 びに関連機器に対す るレンタル,買 い取 り,保 守 の特 別契約条項」

は現在既に効力 を発生 してお り,調 達活 動に多大の貢献 をな してい る。プ ログラムの譲渡及 び作成

を想定 した 「特別契 約条項」 は,現 在 準備中 であ り,関 係 業界 や行 政サー ビス部門 との協議を重ね

て調整 した後,同 様の拘 束力 を持 つ もの として実現 され るはずだ。先に述 べた行政指針 は,こ うし

た 「特 別契約条項」 を補 完す るもの となろ う。

「特 別契約条項」 は,政 策実施要綱(VOL/B)に 包 摂 され る 「契約 手続 一 細則は除 く一

(VOL)」 を補 完する性格 を持 ってい る。 この条項 は,情 報処 理分 野のVOL/Bを 修 正 している

と言え る。 またデー タ処理部 門の調達活 動を透 明な ものに した点で も,そ の貢献度 は大 きい。多 く

のデータ処理 機器メー カーの供給 活動 は,こ の一元 化された契 約締結基 準を基 盤 として,発 言力 を

得 たこ とだ ろ う。そして従来 の経 過に とらわれない平等な スター ト地点を得たわけだ。

デー タ処理装置の動 向は,プ ログラムや デー タ ・ベースの コンバー ジ ョンを可能 にす るための追

加投資 と現在 も密接に結 びついて いる。 この事実は当然の こ となが ら公平な市場 競争 を阻害してい

る。だが,公 共部門 に プラスす る適正な開発活 動やその他の再配置事業に は,相 応 の助成が継続 さ

れねばな らない。 プログラム部門で経 済性 を追 求す るには,こ うした助成配分の支援 を受 けて シス

テムを選ばない アプ リケー シ ョン:.プ ログラムを開発す る必要があ る。

これ まで述べて来 た助 成政策は,西 独連邦政 府が これ まで追求 して来た 自由貿易政 策 と同調す る

もので あ り,む しろ従来 の輸入制限 を縮少す る狙いを持 ってい る。一元 化した調達計 画による自国

の情報処理 産業の育成強 化策 は・一定期間内で終了させ るべ きものだ 。西独連邦政府は・このデータ

処理部門の アプ リケ ーシ ョンに関す るEGガ イ ドライン 「公共分野の調達契 約」を1980年1月1

日か ら施行 す ることに同意 した。 ●

」
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5デ ー タ処 理 ア プ リケ ー シ ョ?の 促 進

/

5.1ソ フ トウ ェ ア 市 場,そ の 助 成 の 原 則

5.1.1西 独 の ソ フ ト ウ ェア 市 場

●

●

昨年の データ処理 システムの利用状況 をみてみ ると,装 置 の稼動に要 した コス トの増加率が,

ハ ー ドウェアの コス トの それ をは るかに上回 ってい ることが わか る。この ことか ら,今 年 はほ

とん どのユーザ ーの場 合,装 置の メンテナンスと稼動 にかか る コス トな らびに アプ リケー シ ョ

ン ・ソフ トウ ェアの開発あ るいはその購 入 とメ ンテナ ンスの コス トが,ハ ー ドウ ェアの コス ト

に追 いつ くのでは ないか と思われ る。

こ の コ ス トの か な りの 部 分 は,ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト ウ ェ アが 占 め て い る 。 ユ ー ザ ー 自 身 が

ソフ トウェアを開発 す るよ うにな った原因につい て調査 した1973年 の 報告書注1に よると,プ ロ グ

ラ ム の90%は ユ ー ザ ー に よ っ て 開 発 さ れ,残 りの わ ず か10%が ハ ー ドウ ェ ア ・メ ー カ ー や ソ ラ ト ウ

ェ ァ ・ハ ウ ス に ょ る もで あ る と い うこ とが 明 らか に な っ た 。

西 独 の ソ フ ト ウ ェ ア 市 場 の 特 徴 は,売 り手 が 無 数 に い て,先 の 見 通 し が つ か な い こ と で あ る 。 売

り手 と し て 次 の よ う な グ ル ー プ を 挙 げ る こ と が で き る 。 ハ ー ド ウ ェ ア ・メ ー カ ー,ソ フ ト ウ ェ ア ・

ハ ウ ス,コ ン サ ル タ ン ト会 社,計 算 サ ー ビ ス ・セ ン タ ー ,デ ー タ 処 理 装 置 の ユ ー ザ ー(こ れ らの ユ

ー ザ ー た ち は 次 第 に 自分 た ち の 必 要 に 応 じ て プ ロ グ ラ ム を 開 発 し
,市 場 に 出 す よ う に な りっ っ あ る。)

ISISソ フ トウ ェ ア ・レ ポ ー トは,ハ ー ドウ ェ ア ・メ ー カ ー を 除 く こ れ らの ソ フ ト ウ ェ ア供 給 者

の 概 観 を 載 せ て い る 。 そ れ に よ る と,「 商 用 プ ロ グ ラ ム 」,「 科 学 技 術 プ ロ グ ラ ム 」,「 シ ス テ ム

/サ ー ビス ・プ ログラム」の3種 類の プロ グラムの割 合は過去3年 間はほ とん ど変わってい ない こ

とが わか る。(第7表 参照)

4

注1:出 典LOGON-Report1973年
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第7表ISISソ フ ト ウ ェ ア ・レ ポ ー トに ょ る プ ロ グ ラ ム の 種 類 別 に み た 割 合

プログラムの種類 1973 1974 1975

商 用 プログラム 56% 59% 57%

科 学 技術 プログラム 15% 13% 13%

シ ス テ ム/サ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム 29% 28% 30%

供 給 された プログラムの統計 525 668 866

出 典=ISISソ フ トウェア ・レポー ト1973年6月,1974年8月,1975年10月

Infratest会 社)

第8表 は,プ ログラムの種類 によ って どの よ うな プログラム言語が使 われ てい るかを表 わ した も

のであ る。商用 プログラムは,ほ とん ど60%がCOBOLで 書 かれ てい る。科 学技術 プログラムの場

合は,'約90%がFORTRANで あ り,そ れに対 して,シ ステム/サ ー ビス ・プログラムの場 合は65%

第8表 適用 プログラ ム言語(プ ロ グラムの種類別 の割 合,重 複 してい ること もあ る)

プ ロ グラム言語 商用 プログラム 科学技 術 プログラム
シ ス テ ム/サ ー ビ ス ・

プ ロ グ ラ ム

FORTRAN1974 9 80 一

1975 9 88 3

ASSEMBLER1974 23 13 52

1975 22 12 65

COBOI」1974 54 一
19

1975 58 一
15

RPG1974 13 一 一

1975 17 一
1

出 典:ISISソ フ トウェア ・レポー ト1974年10月,Infratest会 社

がASSEMBLERで 書 かれ てい る。また,プ ロ グラムの種類別の使 用頻 度 も様 々であ る。(第9表

参照)こ れによ ると,シ ステム/サ ー ビス ・プ ログラムが最 も平均 して お り,科 学技 術 プロ グラム

第9表 プロ グラムの使用頻度(%)

プ ロ グラムの種類 0～5
'

6～10 11～20 20

商 用 プ ロ グ ラ ム

科 学 技 術 プ ロ グ ラ ム

シ ス テ ム/サ ー ビ ス ・プ ロ グ ラ ム

73

90

58

15

5

8

8

3

6

4

2

28

出 典:ISISソ フ ト ウ ェ ア ・レ ポ ー ト1975年10月Infratest社
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が最 もか たよ ってい ることが わか る。

第10表 ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ スお よ び コ ン サ ル タ ン ト会 社 に っ い て

'

項 目 1973年 1974年

利用 された会社数 68 71

総売上げ高(100万DM) 198 210

従業員数 3100 2700

各社の平均的な売上げ高(100万DM) 2.9 2.9

"〃 従 業員数 46 38

従業員1人 当 りの平均売上げ高(千DM) 68 76

出 典:ISIS会 社 レ ・te－ ト1974年8月,1975年10月Infratest社

第11表 ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス と コ ン サ ル タ ン ト会 社 の 構 造

従業員数による会社の規模 全体の割合(%)

0～20人 29

21～50 51'

51～100 15

100人 以上 5

売上げによる分類
会社数全体に対する割合 総売上げ高に対する割合

(単 位100万DM) (%) (%)

0～2 48 19

2～4 27 26

4～10 20 29

10以 上 5 26

●

出 典:ISIS会 社 レポ ー ト75年10月Infratest社

(65社 を 対 象 と し た 。)

ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ ト ウ ェ ア の 分 野 で ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス と コ ン サ ル タ ン ト会 社 が
,ど れ

位 の 売 上 げ を 上 げ た か と い う正 確 な 数 字 は わ か っ て い な い 。 と い うの は,1つ に は 多 く の 小 会 社 の

売 上 げ が っ か め な い 乙 と,そ し て,コ ンサ ル タ ン ト,ソ フ ド ウ ェ ァ,訓 練 ,計 算 サ ー ビ ス な ど に 対
令

する売上 げを分類 す ることは,ほ とん どで きないためであ る。第10表 は,ISIS会 社 レポー トによ

って明 らかに され た比 較的大規模な会社 を対 象 とした数字であ る
。それに よ ると,1973年 と74年 の

2年 間で各社 の平均売上 げ高に大 きな変化が ないのに対 して,各 社 の平 均従業員数は減 ってお り,

それ とともに従業員1人 当 りの売上 げ高が増 えてい ることがわか る
。対 象 とな った会社(計 算 サ ー

ビス ・セ ンターは除外)の 総売 上げは,わ ずかに上ってい る
。
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第11表 は,こ の分 野の会社 の構成 の一部 を表 わした もので ある。対象 とな った65社 の うち,従 業

員数が50名 以 下の ところが80%,100名 以 上の従 業員を抱 え るところはわずか5%に す ぎない。売

上げ別にみてみ ると,年 間売上 げが400万DM以 内 の会社が,65社 中75%で,こ れは65社 全 体の売

上 げ高のわずか45%で あ る。全体 の30%に あ たる会社 が計算 サ・一ーービス ・セ ンターとしての業務 を行

なってい る。その うちの15%の 会 社 は,そ の業務を外地 の支店で扱わせ てい る。

中小の会社 にと って,計 算サ ー ビス ・セ ン ターは データ処理 アプ リケ ー シ ョンの面で重要 な

役割 を演 じてい るので ある。西独では300か ら400に の ぼ るこの よ うな会社が,年 間約10億D

Msc注 の 売上げを上 げてい る もの と思 われ る。

この中に は,一 部 の ソフ トウェア ・ハ ウスや コンサルタン ト会社の よ うな大手の会社の計算サ ー

ビス ・セ ンター も含まれ てい る。第12表 は,こ の分野の構成が ソフ トウェア ・ハ ウスの それ と類似

してい ることを示 してい る。すなわ ち,多 くの小会社の売上 げは,全 体 の売上 げに対 して ごくわず

かな割 合でしかない とい う点 であ る。第13表 は,計 算 サー ビス ・センターの業務 内容 を表 わ した も

のであ る。中小会社の計 算サー ビス ・セ ンターは,中 規 模なハー ドウェア ・メー カーと直接 競合す

ることがよ くある。

第12表 計 算サ ー ビス ・センターの売上げの構成(対 象66社)

売上げ(100万DM) 会社総数に対する割合舩 全売上げ高に対する割合椥

0～2

2～5

5～10

10以 上

56

26

11

7

15

21

21

43

出 典:構 成 の分析1部,ド イツ計算 セ ンター協会

将来,ソ フ トウェアに要 す る費用は,ハ ー ドウェアの コス トを凌 ぐことになろ う。従 って,こ の

分野にお ける合理化 を促進 することが どうして も必要 とな って くる。例 えば,不 必要 な重複 した開

発 を避 け,適 用 の簡単 なメンテナ ンスの楽 な ソフ トウ ェアを開発 す ることがで きれ ば コス トの削減

に役立つだ ろ う。特に中小の会社の場合,経 済性 を考慮 して特殊 な開発 よ り もむ しろ市場 に提供 す

る汎用性のあ るプログラムを開発 す る準備 を進 め るべ きであ る。また,大 部分 のハー ドウェア ・メ

ーカーがソフ トウ ェア とハー ドウェアを別個 に考 えてい る とい う事 も,こ の分 野の会社 に よるソ フ

トウェア市場への進 出を促 した一因であ る。 しか しそれに もか かわ らず,適 用範囲の広 い スタンダ

x注:出 典 一構 成 の 分 析 ド イ ツ 計 算 セ ン タ ー 協 会(VerbandDeutscberRecbenzenrenr)

Georgswall12,3000Hannover
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第13表 計算 サ ー ビス ・セ ンターの業務内容'(対 象66社)

業 務 内 容 対象会社の割合(%

デー タ収集 72

デ ー タ処理 100

計算時間の販売 54

プ ログラムの作成 96

システムの分 析 77

組織 68

● ソ フ トウ ェ ア 作 成 と オ ペ レー シ ョ ン 49
'

出典:構 成の分 析1部 ドイツ計算 セ ンダー協会

S － ド・ソフ トウェアの 売 り上げは期待 された程の躍進 をとげなか った
。この売 り上 げは,ソ フ トウ

エア ・ハ ウスおよび コンサルタ ン ト会社の総売 り上 げの10%に も満たない もの だ ったよ うだ。 その
`

原 因 として,次 の ことが考 え られ る。

一提供 された プログラムの大部分に,ユ ーザ ーが必要 とす るフレキシビリテ ィが欠除 してい たこと。

一同業者 間で さえ構造 的に大 きな違いが あ るとい う点 を顧慮 す ることが非常 に困難 であ った こど。

一プログラム を提 供す る側 に ,非 常に経費のか か るスタ ンダー ド ・ソフ トウェアの開発 のための事

前金融 をす るだ けの資本 の蓄積 がなか った こと。

一プログラム供給 者のほ とん どは狭い範 囲に限 られ てお り,広 範囲の販売 を思 うように行 な うこと

が で き な か っ た こ と 。

ソフトウェア市場の この激しい競 合状態 は来年 も続 け られ るだろ う。この競合に よって次第 によ

り大 きな企業が誕生 し,場 合に よっては,異 な った分 野の企業 同志の協 力を促進 す ることになろ う。

、

それ と同時に専用 プロ グラムを開発 す る小規 模な企業 も生 き残 ることがで きるだ ろ う。

・5.1,2助 成 の対象 とな る分野

アプ リケー シ ョン ・プロジ ェク トの助 成は特 に次にあ げる分野に対 して重点的に行 なわれ る。

"

一 デ ー タ バ ン ク ・ソ フ ト ウ ェ ア:情 報,処 理,意 思 決 定 シ ス テ ム(5 .2)

一 健 康 管 理(5 .3)

一教 育 制 度(5 .4)

一技 術 革 新(5 .5)

助 成 は,ユ ー ザ ー,ユ ー ザ ー ・グ ル ー プお よ び 西 独 ま た は 欧 州 に ベ ー ス の あ る ハ ー ド ウ ェ ア ・メ

一 力 と ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス,そ れ に 大 学,研 究 所 に 対 し て 行 な わ れ る 。
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その他 に も助成 の対 象分野 として重要視 され るのは,一
の開発 であ る。これは,西 独 または欧州に根拠地 を もつハー ドウェア ・メーカーに対 して援助 が与

え られ る。 データや顧客 プ ログラムを助成 され るデー タ処理 装置に移 す作業に対 するサ ポー トも含

まれ る。

また次の2つ の分 野 も助成 の対 象 となっ てい る。

一 遠 隔 デ ー タ 処 理 シ ス テ ム(5
.7)

一 パ タ ー ン認 識 及 び 処 理(5
.8)

その結果 は,多 くのデー タ処理 アプ リケ ー ションに とって同 じよ うに重要 である。

5.1.3助 成 の標準

アプ リケー シ ョン ・プロジ ェク トは有力な欧州のデー タ処理産業(第4章)を 創設 することを顧

慮 して選 出 され,結 成 されたのであ る。 ソフ トウェア ・パ ッケー ジは,助 成 の対 象 となった計算機

に適用 で きるよ う開発 されな ければな らない。特 に,新 市場 を開拓 で きるよ うな アプリケー ション

システムは,ド イツあ るいは欧州のハー ドウェア ・メー カーの装置 を投 入 して開発 されなければな

らない。

問題解決装 置 としてのデー タ処理 システムの機能は,そ の問題領域 におけ るデー タ処理の組

識的,技 術的な統 合によって決 まるのであ って,個 々の部分(計 算機,遠 隔処理装置 ,プ ログ

ラムの 一部 な ど)の 性能 だけに依 存 してい るのでは ない
。従 って,ア プリケー シ ョン分野 にお

けるデータ処理の統デとデータ処理をその他の合理化の報 とかみ合せ・努加 強イヒしなけれ

ばな らない 。目標は,個 々の装置の部品 を完 全にす ることよ りも,ア プリケー シ ョン ・システ

ムの総体 としての機能の程度 を高め ることであ る
。 そのためには,デ ータ処理 技術 を向上 させ,

ユ ーザ ーに とって信頼 のお ける経済的 かつ簡単 な解決策 を考 えなけれ ばな らない
。

♪

アプ リケー ション ・プロジ ェク トの援助 は,ユ ーザ ーやその団体 あるいは その他の公共施設およ

びサー ビス機 関や デー タ処理産 業(ソ フ トウェア ・ハ ウス も含む)に よって開発 された もの を,そ

れ ぞれの責任 におい て管理 し,さ らに発展 させ,普 及 す ることがで きるよ うな状 態に まで もってい

かなけれ ばな らない。

実際 に必要 とされ る問題解決 を引 き出 すために熟練 したユーザーと緊密 な協 同作業を進 めて

い るパ イロッ ト ・プロジェク トに対 して特 に援助 を与 え る。この よ うなプ ロジェク トを次第に
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実現 させ てい くことに よって,そ の過程 上にある危険性は少 な くな るだ ろ う。

■

しか し,全 く新 しい開発あ るいは改良 され た開発 を,対 象 となるユーザーすべての場合にあ ては

めて援助 することは不可能で もあ り,効 果的 な方法 とはいえない。そ こで,特 別 な パイ ロッ ト ・ユ

ーザーの利用す る比 較的大 きな開発 に焦点 をあてて援助 する
。

たった一つのユーザーがパ イロッ ト ・ユーザ ーにな ると,プ ロ グラム ・システムは機能的に も組

織的に もそのユーザ ーだけに合 うよ うに設計 されて しま うので,そ の危険 を防 ぐために も,ま た中

小企業 の適用 を可能 にす るために も,開 発 の最初 か らよ り広い適用範囲 を目ざし,適 宜 その範 囲 を

広げ る措 置が とれ るよ うな機能 を もたせ た開発 を行 なわなければな らない。

連邦政府 は,援 助 の規準 として次の よ うな条件 を出してい る。

一援助 の結果 ,提 供 され るサ ー ビス内容が拡が り,改 良 され,安 くなること。

一援助 の結 果 ,経 済的に合理 化 され,効 率 が良 くな ること。

一援助 の結果 ,ユ ーザ ーの労働条件 が改良 され ること。

一援助 によって ,ア プ リケー ションの問題領域 の中で,よ り効 果的なデータ処理 の組織 的,技 術的

な統 合を達成 す ること。

一援助 の結果 と ,開 発の過程 で得 られた ノウハ ウが,欧 州の データ処理産 業の強化 を もた らずこと。

一援助 に よって
,ア プ リケー ション問題に対 す る処理技術な らびにその問題解決 への オ リエ ンテー

シ ョンが期待 され る。

一援助 に よって ,デ ー タ処理 アプリケー シ ョンの普及を妨 げる技術的,組 織 的な障害 を撤 去 する。

一公的な援助 によ って開発 された プロ グラムに基いて
,そ の後 さらに,援 助 を受 けずに開発 を進 め

てい けるよ う設計 され る。

一援助 額の程度 は ,将 来予測 され るデータ処理 アプ リケー シ ョンの必要性 の程度 に比 例 する。

社会のあ らゆ る領域 あ るいは プライベ イ トな生活におけ るデータ処理 の絶 え間 ない発展 の過程 に

は,社 会全体 の発展 を促 す要 素が潜 んでい るのであ る。その ことを常 に意識 し,有 害 な副作用 を避

けて,そ の要 素 を十分 に生か すよ う努 力していか なければな らない。専門 的な構想 に加 えて,そ れ

と関連 した,社 会 的な分 析 と付 随研究 も促進 されなければな らない。

5.2デ ー タ バ ン ク ・ソ フ トウ ェア,情 報/処 理/意 思 決 定 シ ス テ ム

産業界 および公共機関 にお け る情 報処理 システムは,処 理,プ ランニ ング,意 思決 定 を助 け,そ

の合理的 な基盤 を拡 げ ることに貢献 しなければ ならない。

産業,科 学,行 政分野の情 報 システムの構成 作業 は現在進 行中である。 しか し,開 発 は当初 の期

待 よ りも遅 く不均衡で,予 想外の問題 も生 じた 。1960年 代 後半にはまだ信 じ られ ていた包 括的な総

一41一



合 システムの製作についての楽観的 な期待 は現実的 な観点によ って打 ち消 された。その当時進 め ら

れていたプロジ ェク トは,長 期 的な総合計 画の一環 として設計 された部 分 システムの開発 を目ざす

ことにな った 。

5.2.1開 発 の現状

高性能 なコ ンピュー タによ る情 報処理 システム製作のための必要条件 は,デ ータの管理,供 給,

変 更,送 付の ための適切 な ソフ トウェアを 自在 に扱 うことがで きるとい う点 にある 。今 までの援助

の重点はデータバ ンク ・ソフ トウェアの開発 におかれ てい た。 この分 野では,Siemens社 の シス

テムGOLEM,SESAM,PRISMA,TelefunkenComputer社 のTELDOK,DBS,Sof-

tware社 のADABASが 助 成 されていた 。

昨年提供 され たデータバ ンク ・ソフ トウェアは,機 能 や効率に関す る要求 を満 たしたが,増 加す

る今 日のユーザーの要求に対 して,あ ま りに もフレキ シビリテ ィが少 ない こ とが証明 されてい る。

このことは,将 来 よ り多 くな るユーザ ーの要求 を満たす ことは全 く不可能 かあるいは 巨額 の費用 を

投 入 することによってのみ可能であ ることを意味 してい る。 モ ジュラリテ ィとインターフ ェイスへ

の要求が ここでは具体的 に重要であ る。 デー タバ ンク ・ソフ トウェアの場 合,イ ンターフェイスの

データの情態 はその他の ソフ トウェアに組み 合せ ることがで き,様 々に組 み立 て られた質問/情 報

/処 理 システムにおいて処理 す るこ とがで きるよ うに構成 され てい なければな らない。

データバンク ・システムは,普 通 ハー ドウェア ・メーカーによ って開発 され る。

特 に公共機 関の場 合,複 雑 な問題 を解決 す るために,デ ータバンク とメソ ッドバンクに分け られ

たデータバ ンク間の連動 がます ます必要 とな る。色 々な場所 に散在 してい るデー タを利用 するため

のハー ドウェアお よび ソフ トウェ'アの必要条件 が研究 され,改 良 されな ければな らない。

現在,様 々なデー タの分類 法 とか,デ ータ ・バ ンクの言語 が この 目的の達成 をはばんでい る。長

期的にはデータ ・バンク言語 の標準 化 と一連 の プログラム構成要素にお ける個 々の デー タ ・バ ンク

の機能を組織 的に分析 することに ょ ってその対策 を講 じることがで きる。 また,言 語の多様性 を調

整 するような解決策 を探す こと も目的達成に役立 つだろ う。

データ ・バンク ・システムとデータ通信 システムの 両方 に通用 する インター フェイスを導入す、る

ことに よ って様 々なデー タ ・バ ンク ・システムへ の話 しかけを可能 にす る試 みが すでに具体 的な ア

プリケー ション ・プロジェク トによ って公的 な分野(土 地制度,住 民)で 実用化 されてい る。

デー タ'パ ンク ・ソフ トウェアの開発 と関連 して,複 雑 な システムとの通信 を改良 す るための語

学 的な方法 も援助 の対 象 とな ってい る。

情報,処 理,意 思決 定が統 合化 された システムへの援助 の場 合,重 点 はパ イロッ ト・プロジェク

トを遂行 することに置かれ る。 自動 データ分 析の シス テムに基い て,次 第に開発 が始 め られ,こ れ

に よって計算機 は処理 や プラツ を提 示 する手 段 として役立 っよ うに なる。産業界 の領域 では,特 に
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経営経済方面の情 報 システムの完成処理 のためのプ ログラムが促進 され る。公的な領域 で援助 の対

象となる ものは次の通 りで ある。連邦 政府 の内政,財 政,会 計事務の 自動化お よび ドイツ連邦特 許

庁 のための情 報 システムの開発:住 民および土地制度の よ うな行政の 自動 化計 画,(こ の計 画は総

合的な適用範囲 の広 い システムの開発 を目 ざしてい る。):地 方 自治 団体,地 域団体,州 の計 画の

ための計算機 の導入 一 ケル ン市のDATUMとSiemens社 の 協力によ って,「 地方 自治 団体計 画」

プロジェク トが発足 した 。その他の 自治体に も開発 された プロ グラムが導 入 され ることにな ってい

る。デー タ処理 の社会 的な課題 は デー タの機密 保護に関す る研究 ならびに職場 の構成に デー タ処理

システムを適用 す ることの効果 に関 す る社 会科学的 な研 究を行な うことであ る。

情 報 システムの構想 とその実現 化に必要な組織的 な努 力は まだ始 め られたばか りであ る。現在 こ

の仕事 に従事 してい るのは,組 織 と自動化に関 する経営経済研 究所(Betriebswirtscbaftlic-

henInstitutforOrganisationandAutomation=BIFOA)と ドイツ機械製造工場連 盟

(VereinDeutscherMaschinenbananstAlten-VDMA)で あ る。 それ以前は,大 部分 がマ

ニ ュアルな方法 を採用 してい たために ,標 準化,適 合性,互 換性への努力が妨 げ られていたので あ

る。従 って,そ れ までは組 織間の通信装 置 としての情 報 システムの開発 はほとん どされなか った 。

この よ うな将来 に向 けての研究や開発計 画の ほかに,ソ フ トウェア ・ハ ウスやユーザ ーの共同施

設の プ ロジェク トも助成 され る。

ここで役に立つ アプ リケー ションの知識は,す でに市場で必要 とされ,適 用範囲 の広 い ソフ トウ

ェア(標 準化 された ソフ トウ ェア ・パ ッケージ)に 変 えられ る。 それによ って特 に産業界 の中小の

企業は比較的安 い値 段で ソフ トウェアを買 うことがで きる。それ と同時に経済全体 の観点 か らも,

供 給側 の改良 に ょって実現 した このよ うな多 くのユ ーザーに適用で きるソフ トウェアは,こ れ まで

各 ユーザ ーが別個 に行 な ってい た二重三重の開発 を不要 な ものに した。 これまでに120の プ ログ ラ

ム ・パ ッケー ジが完成 されてお り,現 在70の パ ッケー ジが開発中であ る
。 この場 合,焦 点 とな るの

は,マ ネジメン ト ・プログラム,シ ステムおよびサー ビス ・プロ グラム,科 学技術 プ ログラムであ

る。市場 に1年 以上 出回 ってい るプログラムは,平 均8回 は売買 されてい る。 こ.の中には,計 算 サ

ー ビス ・セ ンターが適用 した プロ グラムの利用回数 は含 まれ てい ない
。後で開発 され たプロ グラム

が,最 初に開発 され た もの よ りも良 く売れ るとい うことは,標 準化の効 果がそれ だけ大 きか った こ

とを示 してお り,そ の結果,市 販可能性 が向上 したわけであ る。 この ことは,何 度 も適用 で きる ソ

フトウェア ・テクノロ ジーを習得 し,実 現化の可能性 を公正 に評 価するこ とがで きた ことを証 明す

る ものであ る。

5.2.2目 標

主な課題は,現 在市場で売 られ てい るデータ ・バンク ・ソフ トウェアの種類 を制限 し,最 もひん

ぱ んに出て くる問題の カテゴ リーに焦点をしぼ ることである。整理の段階で,不 要 な システムの種
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類 を削減 していかなけれ ばな らない。将来,デ ータ処理 システムを開発 してい く場 合,共 通言語 や

モ ジ ュールに よって手 ごろな費用で ユーザーの必要 とする新 たな特性 を備 え ることがで きるよ うに

な るだ ろ う。それにょって次の ことが可能 になる。

一計算 機の中にス トアされ てい るデータ ・バンクと ,そ の折 々のユーザーの要請 を切 りはなす こと

がで き る。

一ユ ーザ ーの要請 が変 って も,新 たに データ ・バ ンク ・システムを開発 することな く,そ れに合 わ

せ てデータ処理 を行な うことがで き る。

一ポー タ ビリテ ィがかな り高 ま り
,一 つの システム ・ファ ミリーの内部で他 の デー タ処理 システム

へ の移行が容易に な る。

企業 や行政機関 に とって,多 種多様 な プランニ ング,処 理,意 思 決定 に役立 つ システムの開

発は どうして も必要 である。 この よ うな システムに よって,益 々,複 雑化 する問題 を展望 し,

処 理,プ ランニング,意 思決定 のそれ ぞれの過程 を速 め,短 縮 す ることがで きるので ある。計

算機 とい う手段によって,よ り複雑 な方法 を導入することがで きる。ハー ドウ ェアとソフ トウ

ェアは,専 門家 と システムの直接的 な相互 作用 を可能に する もの と言 って よいだろ う。企業お

よび行政機関におけ る業務 のプロセ スは さ らに合理化 され ることにな ろ う。 この二つの分野 に

あ っては,常 に変化 する要請(例 えば宣伝 とか政治的 な優位性 な ど)に 対 して以前よ りもよ り

迅速 に,よ り柔軟に反応 で きるよ うな状 態を保 っていなけれ ばな らない。 コン ピュータに基 い

た情 報 システムの導入に よって,企 業や行政 機関内部の作業能率が上 るだけでな く,外 部 に対

して も新 しい,質 の良いサー ビス業 務 を提供 す ることがで きるので ある。

情 報,処 理,意 思 決定の統 合的な システムの導入に伴 い,そ の システムの組織的,社 会的な機能

が注 目され ることにな るだろ う。 この よ うな機能は,職 場で 直接 その システムを扱 った り,あ るい

は市民 が直接 それ と係 りあ った場 合に この機能は理解 され,分 析され るのであ る。 その結果,社 会

的に問題 のあ る開発は早めにチ ェックされ,場 合に よっては中止 され ること もある。

◆

、∵
∨

5.2.3助 成 策

データ ・パ ンク ・システムの分 野では,再 開発の可能性に関す るオ リエ ンテー シ ョンや様 々な開

発 の方向 を統 合す るのに必要な作業が助成 され る。この助成 の中心 は,総 合デー タバ ンク機能 とそ

の範 囲の設定,機 能 とアプ リケー シ ョン ・プログラム,ユ ーザ ーのための デー タバ ンク言語 の研 究

開発,多 様な構成 のデータバ ンクを変換 す る方法 の開発 な どに置かれ る。

改良 され た新 しいデータバ ンク ・ソフ トウェアの開発 にあたって,次 の よ うな システムが援助 の

対 象 とな る。すなわ ち,経 済性 のあ る もの,デ ータバ ンク間の連結 を可能にす る もの,デ ータの機

密 ろ うえいに対 してプログラム技術的に予 防措 置 をとることがで きるシステムな どであ る。 これ ら
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の開発の過程 で,効 率の良 い小 型計算機(場 合に よっては それ を連結 して)に よる置換 の可能性 も

試め され る。

行政機関や企業に おける作業 の領域 を決めた り意思 決定をす る段階で,情 報を拡 張 した り,ま と

めた りす るこ とに よ ってプランニ ング,処 理,意 思決 定に役立 つ手段 を提供 し,処 理の方法 につい

て提 案 をし,訓 練 を必要 としないよ うな情 報 システムの開発 も促進 され る。

このよ うな要請 に答 え る情 報 システムを合理的に開発す るためには,広 範 囲の技術的 な知識

と機械が必要 とされ る訳であ るが,現 在 それだ けの ものは十分揃 ってい る。従 って,コ ンピュ

ー タに 基 く情 報 および通信 システ ムや ソフ トウ
ェア技術の プラン,作 成,記 述,分 析の ための

総合 的な方法,装 置,原 則 を今 まで の経験 の積 み重ね を十 分に生かす ことに よって創造 してい

か なければな らない。

情 報 システムを開発 する際に,コ ミュニケー シ ョンとテキス ト処理 の新 しい可能性 を考 えて

い くべ きであ る。それ によって,職 場 におけ るデータ処理 の合理化 の可能性 が開 け るだろ う
。

標準化 され た ソフ トウェア要素 か ら構成 され,個 々のユ ーザ ーの問題 を解決 して くれ るよ う

な適用範 囲の広 い ソフ トウェアの開発 は,特 に中小企業に とって役立つだ ろ う。

広範囲の開発 を必要 とす るアプ リケー ション分野 に関 す るユ ーザー団体の共同作業 では,必 要 と

され るソフ トウ ェア要素 につい ての枠組 みを決 め,そ れ を実現 していかなければな らない。分 析 と

開発 の中心 は,完 成 以前 の要素か ら個 々の プログラムを作成 し,総 合す るための方策 と,技 術的,

組 織的 なデー タ処理 アプ リケー ションであ る。それ によ って,中 小企業 がよ り複雑 なデー タ処理 ア

プ リケー ションへ移行 する ことの可能性が試 めされ るこ とに なる。

第 二次情 報処理計 画の経験 に基 いて,特 別 なデモ ンス トレー シ ョン ・プ ロジ ェク トとパ イロッ ト

プロ ジェク トが発足す る。また,第 二次情 報処理 計画に ょって始 め られ ,続 行 され る住民 および土

地 制度 の 自動 化に関 する共同 プロ ジェク トも助成 され る。このよ うな行政関係の プロジェク トの他

に,地 方 自治体 や地域,州 のプ ランニ ングの領域 ですでに促進 されてい る研 究に基い て ,計 画行政

のための情 報/意 思 決定 システム もデ モンス トレー ションおよびパイロッ ト ・プ ロジェク トとして

促進 され る。

特に,行 政機関 における情 報/意 思決 定 システムの場 合,デ ータの機密保護 とプ ライバ シーの保

護 に対 する要請が高 まってい る現在,こ れ までは機能的に分類 され ていたデータを総 合的 な情 報 シ

ステムに まとめ て蓄積 した りあ るいは,遠 隔 データ処理装置に ょって空間的に分 散 させ た情 報 シス

テムを設置す ることの技術的な可能性が重要 な意味を持つ ことにな った。従 って,デ ータの機密保

護ない しプライバ シー保護の観点に立 って開発 され るべ き情 報/意 思決定 システ ムの付 随研 究 も助

一45一



成 され ることにな る。 このよ うな研究 にょ って,プ ラ イバ シー保護 と統 合化の間で,一 方 では当局

に適 した意思決定 を行ないやす くし,ま た一方で はプロ グラム開発の際 にデータの機密保護 のため

の必要条件 を考慮に入れ ようとす ることか ら,両 者間 に衝突 が起 こるか もしれない。

今 まで の開発努力に ょって,利 用者側の企業 や行政機関内の多様 な分野に情 報/意 思決 定 システ

ムを適用 する ことは非常に問題の多い ことで あることが証明 されてい る。組 織的な統 一についての

問題 を解決 するためには,情 報/意 思決定 システムの開発の際に組織的 な関連領域 の研 究を促進 す

る必要が ある。その結果,組 織の実情 にょ くあ った システムをっ くることがで きるだろ う。

ユーザ ーの情報の内容や意思決定の や り方 に関 す る研究 も大いに促進 され るべ きである。この

よ うな研究に よってユーザ ーの好 む情 報/処 理/意 思決定 システムの形 を知 ることがで きる。

さ らに,問 題にふ さわしい,ユ ーザーの望 む通信周辺 装置の開発 も促進 され る。会 話言語 のほ

かに も,例 えば情 報の入手,分 類,記 述の方法 と処置な どが それに付随す る。

情報お よび ドキ ュメ ンテー ション促進に関 す る連邦政府の プログラム(IuDプ ロ グラム)の 中

では,主 にIuD領 域(情 報お よび ドキ ュメ ンテー シ ョンの領域)に とって意味のあ る,機 械的な

処理 の導 入の ための研究 と開発計 画が助成 され る。(特 に インデックス,文 献,言 語分 析,言 語 の

翻訳 な どの機械化,特 殊 なデータ ・バ ンク/検 索 システム)

プ ロ ジ ェ ク ト代 表 者:数 理 計 画 研 究 所(GesellschaftfUrMathematikundDatenver-

rbeitungmbH)1郵 便 私 書 箱12405205St.Augustin1

5.3健 康 管理

5.3.1開 発 の現状

昨年 は健康 管理分野 におけ るデータ処理 の利用がかな り目立 っていた。 この よ うなデー タ処理 ア

プ リケー ションの大部分 は,公 衆衛生の管理 と組織 の分野 に関係 してい る。 この分野で は,関 連施

設(例 えば病院,医 院,健 康保険組合,薬 局)に おい て,患 者 のカルテが支払 いデー タを規定の形

式に従 って記 入 し,後 にパ ンチ ・カー ドやその他のデ ータ記録媒体に転写 し,中 央の計算 セ ンター

で(例 えば,保 健 医の協会,自 治体の計算セ ンターや各 州のデータ ・セ ンターな ど)処 理 され る。

利用の 目的(例 えば,精 算,統 計,報 告 な ど)に よって,各 種のプ ログラム ・システムは,あ る も

のは特 定の計 算 センターで利用 され ること もあれば,ま たあ る ものは一般的に各種 の デー タ処理装

置あ るい は様 々なユ ーザ ー団体 のために適用す ること もで き る。医療分野に おける管理 目的で利 用

され る標準化 され た汎用性 のあ るプ ログラム ・システムは,ソ フトウェア会社,各 州の計算 センタ

ー ,教 会 団体 な ど各方面で盛んに使 われ てい る。
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連邦政府の第 二次情 報処理 計画によ って,こ れ らの分野の作 業は促進 され た。公 衆衛生担 当の 州

の最高主務官庁 との共 同作業に よ って,病 院 内の集中的な 自動記帳や運 営関 係の プ ログラム ・シス

テムが開発 された。この ことは,病 院 の経済 的援助 と助成規定 に関す る法の施行 に貢献 す るもので

あ る。 この プログラム ・システムは部分 的には完成 してお り,2～3の 病院 で実験 的 に使 われ てい

る。ディスプ レイ ・ユニ ットを使 って出力 データの表示 を行 な ってい るととろ もあ る。 それ によっ

て,会 話の間 に出力 デー タをチ ェックす ることがで きる上に,端 末 局か ら直接中 央に ス トアされ て

い るデー タを引 き出す こ ともで きるので ある。

病院専用の データ処理装置に よ る病 院情 報 システムの設置は,ご くわずか な病院 に限 られ る。

医療 アプ リケーシ ョン向 けの大型 デー タ処理装 置を設置 して研 究を進 め てい る2～3の 大学 付属

病院が この分野の開発 の イニ シャテ ィブを とってい る。一般 の病院の場合,専 用 のデー タ処理 装置

を自由に使 えるところはほ とん どない 。開発 作業は,第 二次情 報処理計画に よって助成 された特 に

ヘル フォー ド(Herford),ク ル ムバ ッハ(Kulmbach),メ ー ルス(Moers)の 病 院 で行 な わ

れてい る。これ らの病院 では,デ ー タ処理に 基い た病 院情 報 システムのための各種 プ ラ ンおよび問

題解 決の モデルが開発 され てお り,そ の中のい くつかのサ ブシステム(例 えば,デ ィスプレイや医

療 ドキ ュメンテーシ ョンにょ る患者 の記録,経 営状 態の把 握,決 済や情 報 システ ムに おけ る医療化

学 的な実験的所見 とレン トゲ ン所 見の統合)は 実験 段階にある。これまでの努 力はかな り報いちれ

てい る。 しか しなが ら,特 に データ処理 に よる問題解決 を現存の組織 や個 人的 な分野に適用す る場

合,今 なお大 きな問題が残 ってい る。(一 部 には,心 理的な障害 を取 り除 いていかなけれ ばな らな

い し,訓 練 も集中的に行 なわれ る必 要があ る。)こ れに特に管理分野にお け る(例 えば,医 療 一化

学実験 室 におい て)合 理 化への努力が必要 であ ることを示 してい る。その結果,デ ータ処理 を導入

す ることにょ って,デ ー タと情 報の標準 化 と質の改良が進 み,情 報伝達が改良 され,機 能的な関係

が よ り明確化 され,問 題がよ り明確 に,合 理 的に認識 され ることになるだ ろ う。 この ことは,公 衆

衛生分野にお ける組織 と機能 をよ り良 くす る上で重要 な要素であ る。

特殊な医療 機器を使 う医学分 野,特 に実験 医学,人 体機能 の診断(特 に心電図)や 核 医学 分野に

おけ るデータ処理 アプ リケー ションは最 も進歩 してい る。 この分野では,す で に特 定の問題解決 の

ため にデータ処理 を 自由 に使 い こな してい る。 システム全体 としては例 えば実験室の 自動 化や心 電

図 ア プリケー ション(EKG-Answertung)ま た部分的には検査の確認,エ ンチー ム診断,ガ ン

マ ・カメラの アプリケー シ ョンとして利用 され,様 々な場所 でその効果 が認め られ てい る。この よ

うな システムによ って,医 療 一化学実験室に おい て目ざましい合理化が達成 され,(個 人 負担 をか

な り少 な くして も相 当の成果 を上 げることがで き るよ うになった。)特 に情 報 の綿密性 と確実性 が

増 し・医 師が必要 とす る情 報が本質的に改良 され ることにな った 。このよ うな進 歩は,第 二次情 報

処理計画 の助成に よるところが大 きい。 この援助 に よって,病 院 におけ る医療 一化学実験 室の 自動

化の ためのデータ処理 システムが開発 され,そ の効 果が確証 され た。また同 システムは他の病院 の
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ルーチ ンに も適用 す ることがで きる。 さ らに,特 殊 な医学分野にお ける核医学 の診断,心 電図,脳

波,筋 電図に よる診断や診断上の計算 法 や標準 化 され たデータの入手や監視 などの領域の研究,開

発作業 も促進 され た。それによ って,医 学分 野に デー タ処理 を導入す る際に起 る様 々な問題 は,市

場の利害に左右 され ることな く処理 され,価 値のあ る問題解決 のための プ ランを開発する ことがで

きたのである。以上述べて きた ことは,医 学分 野に きわめて効果的 なデータ処理 を導入す る上の,

基 本的な条件であ る。

5.3.2目 標

将来 の援助 の 目標は,デ ータ処理に よ って住民の健 康管理 を改良 し,さ らに進 歩 させ ることにあ

る。

それには次の よ うな目標 を達成 しなけれ ばな らな い。

1.よ り広 い層の住民 の健康管理 を質的量的 に改善す るため,デ ー タ処理 によ って現在の医療方 法

と処置を改良 し,さ らに新 しい開発 を行 な う。 その際,標 準 化 された診察(ス ク リーニング),

予 防健 診,予 防処置,リ ハ ビリテ ーシ ョンな ど,デ ータ処理 を導入す ることによ ってよ り効果 の

発揮 される領域 に重 点が置 かれ る。

2,作 業 を機能別 に分 け ることにょ って,公 衆衛生関係の仕事に従 事 してい る人員の負担 を軽 くす

る。機械的 なル ーチン作業 は さらに データ処理 によ って自動化 され,人 員 を質 的に レベルの高い

作業に ふ りわけ ることがで きる。すな わち,診 察 や治療 に伴 な う単純作業は医師以外の人員が行

な うことに よって,医 師 は それだ け多 く直接患者に接す る時間 を持つ ことがで き,医 師 と しての

本来の仕事に専念 す ることがで きる。

3.現 在 および将来 の健 康管理 の構造 を顧慮 した プランニ ングと意思決定 を行 な うために,公 衆衛

生関係の各施設内 または各施設間の情 報を収集 し結 合す る。そのためには先ず,次 の 目的を達 し

なければな らな い。

一 ドキ ュメンテー シ ョンと所見の伝達 を改良 す る。

一診察 と治療処置の改良 と促進
。

一治 療効果の監視 を改良 する
。

一病 院や公衆衛生施設 の管理運営 を改良 し合理化 す る
。

一保健施設の経済 的な収益 を上 げ る。

一公衆衛生施設内部 の,又 は施 設問の機能の充実 をは か る。

4.健 康 管理 の全 システムにおけ る医学 的な措 置の効果 を高 め最適化す る。データ処理に よ って,

ば らば らに行なわれていた診察および治療 法を調整 して,医 師 や患者 に とってで きるだけ有効 な

ものとし,健 康管理の システム全体の コス トを上 げ ることな く公 衆衛生 の向上 を促進 す る。

㎏
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公衆衛生分野へ の デー タ処理 の導 入に伴 な う経済 的な問題 に関す るプランニ ングとその コン ト

ロールを行 な う上で前提条件 とな るコス ト/効 果の開発 は優先的に行なわなければな らない
。

5.3.3援 助

これか らは,す でに獲得 された知識に基 いた改革 を促進 し,こ れ までに扱 われ なか った各領

域 間の空白の部分 を埋 め ていかなければ な らない 。さらに データ処理 アプ リケー シ ョンの社会

的効果 も考慮 されな ければな らない。従 プて,特 に重要 と思 われ る促進 プロジェク トの場合 ,

社 会科学的 な付 随研 究を行 ない,そ の中で例 えば,職 場 の構造的な変化 や医師 と患者 の関係 ,

コス トの問題 な どの社会的 な効果について考えてい く。

次に示す領域における開発促進作業と精選されたモデル計画に対して援助が与えられ る。

一医学関係の部分 的な領域 内の デー タ処理 アプ リケー シ ョン

o診 察 および治療法 の改善(例 えば,レ ン トゲン診察 ,心 臓学,が ん治療,精 神科 患者の診療 な ど

の分野)

o公 衆 衛生分野にお いてすで に開発 されたデ ータ処理方法 を応用 することがで きるようにす る
。

(例 えば,病 院管理 システム,実 験 室 システム,そ の他 の診察 システム)

Oデ ー タ処理 に基 く問題解決法の導入を促 すために ,医 学 的 なデータ処置(組 織的 な処 置 も含 まれ

る)の 標準化 と客観 化が促進 され る。例 えば;所 見記 入の標準化,診 察 方法 の客観化 ,実 験室 や

各種 医療機 器を利用 した処置の標準化 な ど。

○公衆衛生分野 にデ ータ処理 を導入す るこ とと個人的 ,心 理 的,社 会 的な関係 を調査 し,有 害 な副

作用 を避 けて,望 ましい成 果を強化 してい く。

一公 衆衛生分野の内部 的な問題 のための チー タ処理 アプ リケー シ
ョン

o多 様 な構成の総合病 院のための経済性 のあ る病院情 報 システムの適用範囲の広 いモデル を開発 す

る。

O開 業 医向 けの経済 的 なデータ処理 導入の ための モデル を開発 し
,健 康管理 の全領域 におけ るデー

タ処理 の意味 を研 究す る。'

o公 共 の保健 サー ビスや企業 な どの相談医のためのデ ータ処理 モデル ・システムを開発 し
,医 院 や

病院 の日常の業務 を補充 す る桂会的 な医療 サー ビスの抱 え る問題 を解決す る 。

o公 衆衛生関係の各種施設に おけ る管理的 ,組 織的 な問題解決 のために,適 用範囲の広 いプロ グラ

ム ・システムをさ らに開発 し ,試 験 してい く。
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一公衆衛生の運 営的 な問題解 決のた めの チー タ処理 アプリケー ション

ODOMINIGプ ロ ジェク トを継続す る。

o中 央の医学情報 システムのための モデルを作 る。

○医療 サー ビス運 営の ため のデータ処理 を各 種機関に導入す る実験 的な研究 を行 な う。

o法 的 な公衆衛生分野の ための総合的 なデータ処理に ょるデモ ンス トレー ション ・モ デルを実験 す

る。

O健 康管理の分 野 一 特 に予防 と リハ ビリテー ションを考慮 して 一 に おい ては,デ ータの標準化

や患者の カル テの整理に デー タ処理 を適用 した り,症 状 の経過に関す る ドキ ュメ ンテー ションや

監視,コ ントロールにデータ処理の方法 を適用 するためのモ デルを作 り,実 験 す る。

o地 域内 および地域 を超 えた公衆衛生の プ ランニ ングとその最 も効果的 な実施の ためにデータ処理

の導 入の可能性 を研 究し,実 際に試 めしてみ る。

o医 学的な救済処置を改良 するためのデータ処理導 入の可能性 を研究 し,実 験す る。

○任意 に抽出 した地域 における各種の医学的措置 と構成が有効な もので あ るか どうかに関す る調査

をデータ処理 を使 って行 な う。

プ ロ ジ ェ ク ト代 表 者:放 射 線/環 境 研 究 協 会(GesellschaftforStrahlenundUmwelt

forschuing)

IngolstadterLandstrape18042Neuherbezg

5.4教 育 制度

自覚的な市民 の成人お よび社 会問題に対す る要求のほ とん どは教育の質 と制度の向上に集中 して

お り,そ のために,自 然科 学お よび技術的 な知識 を徹底的に駆使 することを望 んでい る。 その際,

職 業教育の内容がかな り流動的であ る こと,被 教育者の転職 の可能性 とい う2つ の要素 を考慮に入

れ なければな らない。そのことか ら,教 育制度 は従来の教 師個 人に頼 る伝統的 な方法か ら脱 皮 して

更に集約的な方法を発展 させな ければ な らない。この場合,職 業学校 と同様,一 般的 な学校におい

て も,そ れに続 く第 三,第 四の教育分 野に おいて も,技 術的なメ ディアにょる教育 が今後 ます ます

重要 な役割 を果 たす ことにな るだろ う。 ここで は,情 報の処理および情 報の提示 の手 段 として特 に

デ ータ処理 に基い た改革が必要 とされ てい る。

5.4.1開 発 の現状

西独 においては,1960年 代 末 までは指導,教 育行 政,教 育 プランニ ングの分 野でEDPは 実 用化
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されてい なか った。この年以降,種 々の データ処理 アプ リケ ー ションが明確 な目標設定 の可能 な産

業界や技術分野で行 なわれ るよ うにな った。1973年 の場 合,西 独 の教育分野の支出は450億DMと

思 われ るが,こ の うち,教 育分 野におけ るデー タ処理 アプ リケー シ・ンの研究開発お よびモ デル作

成のための年 間支 出は約2000万 ～4000万DMで,そ の割合 は0.05～0.1%に も満 たない もの であ

った。 この資金は各 州が フォルク スワーゲ ン財団(Volkswagenwerk)と 提 携(第 二次情 報処理計

画,モ デル実験計 画)し て,供 給 した もので ある。これに よっで,デ ータ処理 は経営管理 分野 と同

じよ うに学習,指 導,実 験の分 野に おい て も効果 を発揮 しうるとい うことが証明 され た。

第 二次情 報処理計画の 一環であ る 「教 育分 野の データ処理 」 プロジェク トに対 す る助成 金は1971

年 か ら1975年 ま で,通 算約5300万DMで あ った。

1971年 か ら1975年 の間 に問題解決 のための開発 が進 み,実 験が行 なわれ,そ の成果 が実 っ

た。先 ず,コ ンピュー タによ る学習者の応答 デ ータの処理の ためのプ ログラム ・システ ムを外

国か ら輸入 し,そ れ を さらに開発 した り,全 く新たに開発することによ って,コ ンピ ュー タ援 用

学 習(CAI)に 必 要 な技術 を産 み出す ことに成功 したので ある。ソ フトウェ アを供給 し,超

地域的 な研究 プログラムの開発に よって,質 的 に国際的 レベルに達す ることがで きたの であ る。

現在 では単科大学 や職 業教 育お よび普 通科 中学,高 校(Gymnasium)で,そ れ ぞれ約700名 の

学生,2000名 の職 業教育受 講者,1000名 の 生徒に約700の 指 導 プログラムの指導 プランに従 って

約300の 端末 局が提供 されてい る。学 習者 が 一人で コンピュー タとの会話にょ って教材 を学 ぶ ケー

スが 目立 って多 くなった。自然科学,数 学,技 術,経 済学 な どの分野において も,コ ンピ ュー タを

教 育の現場に導入す ることは重要 な新 しい課題 とな ってい る。

この分 野で もさ らに多 くの活動 が開始 され,実 質的かつ集約的 な援助 がなされ てお り,こ れ によ

ってすでに各種 の教 育分 野を貫徹す る最初 の教育情 報 システムが完成した。1年 に2回 開催 され る

コンピュータ援用学 習研究会(ArbeitskreisesComputeruntersttitzterUntetricht

-ACU)の 会 合参加者 は1971年 の35人 か ら1974年 に は250名 に増え
,コ ンピュー タ援用 学習

(CAI)を 実 施 してい る単科大学 は,1970年 の1校 か ら今年 は8校 に増 えてい る。

時間割,学 習者 に対 するテス トの利用 や学習者 のデ ータの ための ソフ トウェア ・パ ッケ ージが開

発 され,各 種計算機 で処理 され実用化 され た。

各 州の文部省が共通 して抱 いてい る分業構想の中に デー タおよびアプ リケー ション ・プ ログラム

が含まれそい る。これ らは連邦 的 な システムに おけ る自由 な協 力に基 いた教育情 報装置 や プランニ

ング装置 の開発の基礎 をつ くることにな るだろ う。

◆

第 二次情 報処理計画によ って実施 された研 究開発計画は,実 質的には教育分 野にお け る広範

囲 な デー タ処理の導入に必要な科 学的,技 術的な要素をつ く り出すことに貢献 した。第 二次情
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報処理計 画の主要促進 目標であ ったテ クノロジーの開発 は これによ って達成 されたのであ る。

5.4.2目 標

教育分 野におけ るデー タ処理導入の効果 と適用の可能性 は教育 テク ノロジーを駆使す ることに ょ

ってさ らに拡大 され なければ な らな い。それに加 えて,教 育テ クノ ロジーの要素 としてのデ ータ処

理 は,主 要な各領域 で さ らに開発 され るべ きであ る。

5.4.3助 成 策

教育 分野におけ るデータ処理 アプ リケー ションのための改良 されたハー ドウェア/ソ フ トウェア

システムに よって遂 行 され る研究開発 に援助 が与え られ る。

一ハー ドウ ェアお よび ソフ トウェアの標準 化 と最 適化。

一情 報処理機能 を もっ自動端末局の開発。

一指導弔情 報 システムのた めの ソフ トウ ェアの適用 と開発
。

一指導 用人対 マ シン ・コ ミュニケー ションの ための ハー ドウェアとソ フトウェアの開発。

以上の作業 を行 な うハー ドウェア ・メーカーお よび これ らの メ ーカーに協力 する機関に対 して援

助 が与 え られ る。'

BMFT1976は,デ ー タ処理 アプ リケー シ ョンの実 弔的な導入 を目ざして目下進行中の開発 、

実験 作業の 大部分 を,今 後 もひ き続 き援助 してい くことに なる。 そのために必要 な条件が与 え

られ る限 り,こ の計 画は今後実験 モデルプ ログラムの範囲内 でBMBWに よ って,あ るい は各

州の特別 な協定 に基 いて促進 され ることになるだろ う。

、

ア

研 究 技 術 省(BundesministerflirForschungundTechnologie)の プ ロ ジ ェ ク ト

代 表:客 観 的 学 習 指 導 の た め の 研 究 開 発 セ ン タ ー(Forschungs-undEntwiclungsze-

ntrumflirobjektivierteLehr-undLernverfahren(FEoLL)GmbH

郵 便 私 書 箱467

4790Paderborn

●

5.5技 術 革 新

大資源 に恵 まれ ない産業先進 国であるわが 国に とって,産 業界 の生産 力 とその生産物が唯一の大

きな支 えであ る。賃金 の安 い国 々や米 国や 日本の よ うなテク ノロジーの高度 に発達 した国 々との競
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合にた ちうちす るためには先 ず,な に よ りも経済 と産業構造の近代 化をはか る連邦政府 の積極 的な

テク ノロジー政 策を推進 していかなければな らない。それに よってのみ,西 独は先進 的な産業 国の

一つに数 え られ
,国 民に対 して良 い職場 を確実に提供す るチ ャンスをつかむ ことがで きるのであ る。

第三次情 報処理計 画で実施 され る特別 な研究開発計画は,以 上の目標に貢献 す る ものであ る。 こ

の他 に も,研 究およびテ クノロジー相 の専門分野にょって援助 され る研究開発計 画が含 まれ てい る。

,

●

5.5.1開 発 の現状

特に開発,組 織,製 造,製 品 な どの領域 における産業の近代化の可能性は,今 日で もなお残 され

てい るのであ る。このこ とは,次 に示す機械製造分野の例 によ って証明 する ことがで きる。

一製品の生産費全体 に対 する設計費はわずか10%に す ぎないのだが
,生 産費 の70%は 設 計 の段 階で

決め られてしま う。Xl

－設計者 は
,労 働時間の60%を 製 造のための基礎の仕上げと詳細 な記述に,30%を 製 品の企画 と製

品設計に費 し,残 りの わずか10%で 一 番肝心 な具体 的な設計の プランニ ングを行 なってい る㌻2

一仕上 げ処置に費 され る時間 は全体 の6%に す ぎない
。これは データ処理 の導入に よって70%に 高

め ることがで きる。x3

一製品の完成 に要 す る時間の うち
,部 品 一っの仕上げに費 され る時間はわずか5%で,残 りめ時間

は運送期間,待 機期間 であ る。ee3

一産 業の製造 部門 に 自動 データ処理 システムを導入することに ょ
って生産体制 を強化す る可能性 は

まだ研究 され つ くしていない。

特に,公 共の近距離輸 送や土木建築分野の能率の向上 と合理 化,燃 料,ガ ス、水に対 す る配給方

法 や課税方法 の改善 に関 す る公共の要求が強い 。

この ような条件 の もとで,技 術分野 にデ ータ処理 を導入す ることは大 きな意味 を持 つ 。この場 合,

一般的に次の2つ の領域 に分 け られ る
。

一計算機 を利 用した開発
,組 み立て,仕 上げx1次 の2つ の点が重要で あ る。

o開 発技師 および設計者の 一手段 としてデー タ処理 を適用す ることによ って ,さ らに短 い開発

期 間でよ り良 い製品 を開発す ることがで きる。

ee1～3)の 出 典 は オ リ ジ ナ ルP .85の 下 欄 を 参 照 の こ と 。

ee1)こ の よ う な 複 合 的 な 適 用 はCAD/CAMに ょ っ て 可 能 で あ る 。

CAD-ComputerAidedDesign(コ ン ピ ュ ー タ ・エ イ デ ィ ッ ド ・デ ザ イ ン)

CAM=ComputerAidedManufacturing(コ ン ピ ュ ー タ ・エ イ デ ィ ッ ド ・ マ ニ ュ フ ァ ク

チ ャ リ ン グ)
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O作 業計画,作 業準備,完 成計 画,完 成 までのよ り良い工程を考え るためのモ ンター ジュにデ

ータ処理 を適 用す る
。

一ーデータ処理装置に よる工程の コン トロー ル(PDV)次 の2点 が重要 であ る。

O技 術的工程 をよ り有効に正確に 自動操作す ることによ って,サ ー ビスや生産 によ り良い成果

を もた らすデータ処理の導入。

o適 切 なデータ処理 システムの働 きに よって,製 品 の質の向上 をはか る。

データ処理 をで きるだけ有効 に製品の生産過程全体 に適 用す ることがで きれば,国 民経済的な観

点か らも大きな意 味を もっこ とにな る。

図2西 独における国内総生産に対する各産業分野別生産高の割合

(総 生産高:8350億DM,1972年)
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一製品 の質の向 上

一製品 の料金(コ ス トパー フォーマ ンス)に 対 す る実質の改良

一よ り良 い製品 を生 み出 す改良期 間の短縮

を適切 なデータ処理 を導 入するこ とに よって初 めて実現で きるのであ る。

図2に よってわか るよ うに,国 内総生産高の約60%は 技 術分野が占めてい る。この こ とは,援 助

の対 象となる分野が それにふ さわしい ことを示 す ものであ る。

技術面におけ るデータ処理 アプ リケーシ ョンの レベルは各分 野にょ って異な り,企 業 の規模 に も

影響 され る。

建築,電 子技術,化 学,船 舶 分野の数社 の大規模 な企業では,CAD/CAMを 計 算,デ ー タ処

理,製 造の管理 に利 用 してい る。 この ような企業は,商 業的,技 術的な問題解決 に適 したハー ドウ

ェアを大いに利 用 してい る。

建築,一 般的 な機械,工 作機 械,化 学機器お よび精密機械 な どの比 較的小規 模な企業 の場 合,デ

ータ処理 は設計 や製 作の分 野でわずかに使 われてい るにす ぎない
。ただ時折,か な り制限 され た小

さな問題解決(例 えば,統 計計算 な ど)に 関連 して デー タ処理 が利用 され ることが ある程度 であ るご

設計 および製造分野 で,進 歩的 な コンピュー タ利用を行な っているのは,車 輌関係の産 業であ る。

草 案,設 計,基 礎部分 の製造段 階では,作 業の10%は コ ンピュー タによ って行 なわれてお り,『生産

計画やその管理 の領域 では コンピュー タの利用は10%を 上 回 ってい るL

プ ログラムの供給 は全体的 に うまくいっていない 。特 に,設 計 の最初の段 階すなわ ち草 案の段 階

で適用で きるよ うな プロ グラムが不足 してい る。また開発,設 計,製 造段 階における重要な応答 の

ための機能的 かつ経済性 に富 んだプ ログラムおよび製造 や設計 の変更の ためのプロ グラム も不足 し

てい る。生産計 画や管理部門 では,別 々にい くつかの作業が行 なわれ てい る。

海外 におけるCAD/CAM－ アプ リケー ションは様 々であ る。日本で は,造 船,エ レク トロニ 』

ック分野 の利 用が 目立 ってい る。米 国では,飛 行機製造,自 動車 製造,エ レク トロニ ック産業の分

野で最 も多 く利 用され てい る。

西独 における コンピュータ設置台数 は 、1975年1月1日 現 在で8400台 で あ った。N(Diebo-

ld統 計 によ る)こ の設置台数 の比較的高い数 字に もかかわ らず,数 多 くの主要な コンピュータ ・

アプ リケー ション分野は今 だに全 く開発 されていないか,あ るい は開発 されていたとして も部分的

な レベルに とどまってい る。

さらに,種 々の分野に設置 され た コンピュー タの利 用は,大 部分が デー タの大量な収集 とその管

理 に終始 してい ると言 っていいだろ う。

現在,な ん と言 って もソフ トウェアの欠乏 がデー タ処理 アプ リケー シ ョンの広汎 な開発 を妨 げて

x出 典 はオ リジナルP.88の 下欄参照
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い るのが実情 であ る。従 って,現 在の コンピュー タ ・ハー ドウェア用の信頼 性 の高い ポー タブルな

ソフ トウェアを妥当な コス トでっ くることはい まだ に不可能な状 態であ り,ま して将 来の ハー ドウ

ェアのための ソフトウェアに ついては言 うまで もない。 また開 発を行 な う適切 な方法 も不 十分 であ

り,特 に経済的,か っ信頼 し うるシステ ムおよび総 合テス トの問題 も未解決 のままで ある。 さ らに,

技 術的な過程 を分析す ることによ って,シ ステム設計か らオペ レ[シ ョン,メ ンテ ナンスまで行 な

うよ うな アプリケー ション ・システ ムを実 現す るための実験的,シ ステ ム的な構想が ない。

処理装 置は将来,よ り多 くの互いに連結 した機能的,組 織的 な自動演算装 置,プ ログラム,メ モ

リ,メ インフレーム ・ワーキ ング,バ ック グウラン ド・ス トア,入 出力装 置,サ ー ビス,信 号

伝送 などの標準化 され たイ ンター フェイスを もっ システム とな るだ ろ う。

それに加 えて,マ イクロプロセ ッサー も導入 されて益 々,処 理 システムの全体 の構成 は フヒ

キ シビリテ ィに富み,よ り確 実 な,適 用しやすい もの とな るだ ろ う。 この よ うな構成 の処理 シ

ステムは,こ れまで少 しつ つ開発 され た ものに比 べて機能 的に数段 と改良 された もの とな るだ

ろ う。

以上 のことに よって,生 産 と生産財調達 のためにデータ処理 を実 用化 す ることがで き,こ の分野

の 有力 な中小企業に とって,大 い に役 立っ もの とな るだろう。そ して さらに,新 たな可能性 を開発

す る作業 を進 めていかなけれ ばな らない。

5.5.2目 標

技術的なデ ータ処理 アプ リケーシ ョンを開発 す ることにょ って次に提げ る目標を達成 す る。

一産業界 におけ る生産 力 と競合に耐 え得 る能力を強化す る。

一職 場を長期的に保証 し ,労 働環境 を向上 させ る。

一交通 ,マ スコ ミ,エ ネルギー供給分野の公共お よび民 間サー ビスを合理化 し,改 善 す る。

一エネルギーや原料の消費 を節 約 し,環 境汚染に対す る監 視を厳重に して,そ の 減少 に努め,技 術

的 な設備の安全性 を高 める。

一欧州の デー タ処理産業は新 たな潜在 的市場 と輸 出の可能性 を開 拓す る。

δ

5.5.3助 成 策

効 率のよい,経 済的な流通性 のあ るデータ処理装 置を開発 し,パ イロッ ト ・アプ リケー シ ョンに

よ ってテ ス トす る。

コンピュー タによる開発,設 計,製 造の分野に おい ては,

一 特定の作業 段階におい てプラ ンナーや設計者 を補 助 した り,(例 え ばプ ランニ ング,草 案,演 算,

形 成,基 本 部分 の製造 な ど)作 業 の展開(例 えば供給作業,実 験,製 造,モ ンター ジュ,精 算 な
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ど)の ための方 法や処置 を開発 しプログラ ミングす る。

一特 定の生産部門 におけ る生産 の全工程をで きる限 り有効 に コンピュー タに よって処理す ることが

で きるよ うなモ ジ ュラリテ ィのあ るプログラムを開発 す るσ

一技術分野の プ ログラムや デー タを機種 に左右 され ることな く連結す ることので きるプログラム ・

システムを実際 にテス トし,ア プ リケー シ ョンのための基礎 として,実 際 に利用す る。

-CAD/CAMア プ リケー シ
ョンのための ソフ トウェアをそなえた装 置を テス トす る。(例 えば,

小 型計算機,イ ンテ リジェン ト ・ター ミナル,デ ータ処理装置)〆

データ処理装 置に対 す る援助 は次の点に焦点があ て られ る。

一技術的工程 をコンピュー タに よって進行 し ,監 視す ることを可能に す る汎 用性 のあ る手段 をつ く

る。

一作業 員に作業 工程 を監視 し コントロールしやす くす るための より良 い条件 を備 えた作業場建設 を

助 け,設 計 す る。

一分散 して配 置 され た一定の事前処理 機能(業 務)を 取 り扱か うコン ピュー タ ・ベー スの測定 ・調

整 ・制御 ・シグナル伝送の各 設備 。

一ネ ッ トワー クと分散型 プロセ ッサ ー,記 憶 装置 と標準化 され たプ ロ トコルによ るデータ通信 を含

むその他 のデー タ処理 システ ムの 適切 な構成 。

一組織的に組立 て られた プログラム ・システ ム,プ ログラ'ム実験の補助,技 術的 な処理のための標

準化 され たプロ グラム言語,そ の適 用方法 。

一最適 な技術的処理の実施を可能 にす るアル ゴリズム(算 法)を 割出 し抽 出す る方法
。

一処理 全体 の シ ミュレー ションの方 法
。

一高性 能で経済性 に富んだ情 報処理装置製造の ための方法
,選 ばれ たアプ リケー ション ・システム

の実現化 とテス ト。(例 えば,交 通,エ ネルギ ー供給,冶 金 な ど)

これ らの開発は,ユ ーザー会社,デ ー タ処理 ハー ドウェア ・メーカー,ソ フ トウェア ・ハウス,

研 究機関 などの共 同作業によって行 なわれ なけれ ばな らない。

この共 同作業の成果 が,直 接開発 に参加 しない会社や公共機関に よ って大いに必要 とされ る

ことは今 か ら予 測す ることがで きる。開発 やア プリケー ションは刊行物,会 議,セ ミナー,パ

イロ ッ ト・アプ リケー ションな どによって発表 され る。 プロ グラムの メンテナ ンス,プ ロ グラ

ム開発,お よび ユーザーの コンサ ルタ ン トとユーザ ー訓練 は特にユーザーやその団体 に関 して

は保証 され てい る。

プ ロ ジ ェ ク ト代 表:-GesellschaftftirKernforschungmbH
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(原 子 力研 究所)

一 プロジェク トCAD/PDV

郵 便私 書箱3640

7500Karlsruhe1

ロト

5.6ユ ー ザ ー ・ サ ポ ー ト

5.6.1開 発 の現状

デー タ処理 は,開 拓期の熱狂 がさめた今 日,次 第に国の経済 に とって必要不可欠 な(道 路 や鉄道

な どのよ うな)日 常的 な設備 として定着 しつつある。

ハー ドウェア部門 では,過 去3年 間で コス ト ・パ ー フ ォー マ ンスの倍加 を達成 した
。 それに対

して,プ ロ グラムの場 合,ま すます困難にな る問題解決 の複雑 さが加わ り,さ らに上 る一方の人件

費が これ に拍車 をかけ る。統合 システムの場合,ソ フ トウェア ・コス トはすでに約半分の割合 を占

めてお り,1985年 に は約70%に な る もの と予想 されてい る。 この アンバ ランスは,プ ロ グラム作

成の 合理化 を行 な うことの難 しさに原因があ る。特 に プログラム ・システムの見 通しが きか ない こ

とがメ ンテナ ンスや開発 の コス トを不均衡に つ り上げ ることにな る。

ユーザーはデ ータ処理 システムが さ らに使 いやす くな ることを期待 してい る。特に,一 つの モジ

ュールがな くて もシステムは停止す ることな く,最 少 限の稼働 を続 けることがで きるよ うな可能性

は,現 在 まだ十分 にあ るとはいえない。 これでは結局,装 置が完全に稼働 を停止 してしまった場合,

メ ンテナ ンス技 師の到着 を待 ってい るだけでは,そ の間のサー ビス(あ るいは往 々にして一 日のサ

ー ビス)が で きない とい う事情 が ある
。 これ までの メンテ ナンス ・プログラムも似 たよ うな効果 し

か ない。

アプリケー シ ョン ・プログラム と蓄積 データを新 しい装 置に入れか える作業 は,ユ ーザーやメー

カーに とってかな り負担 のかか るものであ る。 これに ょって,メ ーカーが市場取引 をゆがめ る恐れ

があ る。2～3の メーカーが市場での優位 をいいことに各 自で事実上の標準 を設定 し,そ れ を押 し

通そ うとす る限 り,現 在少 しつつ実施 され よ うとしてい るデータ処理言語 や データな どの統 一化 を

い くら推進 してみて も完全 な問題の解決 を達成 す ることはで きない。

●

5.6.2目 標

ユ ー ザ ー や メ ー カ ー の ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 の 能 率 を 高 め,合 理 化 す る こ と は,開 発 を 進 め て い く上

で 有 効 な 手 段 で あ る 。 プ ロ グ ラ ム の 開 発 と ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン は,デ ー タ処 理 の コ ス トパ ー フ ォ

ー マ ン ス を 向 上 す る た め に
,組 織 化 され,マ シ ン に よ っ て補 助 さ れ な け れ ば な ら な い 。
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今

デ一二タ処理装置の オペ レー ションは'オ ペ レーテ ィング ・マ テ リ アル の利 用 の仕方 を改善 し・

それによってデー タ処理 システムの信頼 性を高め,そ の管理 を容易 にす ることがで きる。計算機の

オペ レー シ ョンとメ ンテナ ンスが非常に簡単 にな るの で,ユ ーザーはそのた めの専門家 グループを

常 に待機 させてお く必要がな くな る。

欧州(特 に西独)に 本拠 を置 くメー カーは,プ ロ グラムや蓄積 デ ータの入替 えを 自動化す ること

によって,計 算機 の置換 を簡単 にす るよ う努 力す べ きであ る。入替 えの ための装 置や プログ ラムに

よって,現 在 の周辺装 置 との非 互換性 を調整 すれ ば,ユ ーザーはメーカ ーに頼 ることな く,経 済的

な"複 合ハー ドウ ェア"に ょ る問題解決 が可能に な る。

5.6.3助 成 策

一ソフ トウェア作成の 合理化

コ ン ピ ュ ー タ に よ る設 計,ド キ ュ メ ン テ ー シ ョ ン,プ ロ グ ラ ム遂 行 の た め の シ ス テ ム が 助 成 され

る 。

データ処理 装置の オペ レー ションの簡易化 と合理化

計算 セ ンターの機能 を補助 す るコンピ ュータの プ ログラムが高度 な知識 と技術 を もった専門家に

よ って開発 され,そ れに対 して助成 金が与え られ る。 また,計 算 センターや その 利用者が必要 とす

るデー タ処理装 置な らびに基本 的な ソフ トウェアのよ り有効な利用に役 立つ プロ グラ ム開発 も援助

の対 象となる。オ ペレー ションとメンテナンスのため の自動測 定や診断 の他に も特に 、自動的 な オ

〔 レーテ ィング ・マテ リアルの管理 に関 する開発 も助 成 され る。'

一 プ ログラムと蓄積 データの転換

エ ミ ュ レ ー タ ・プ ロ グ ラ ム,イ ン タ ー フ ェ イ ス 変 換 装 置,転 換 プ ロ グ ラ ム が 助 成 さ れ る 。

プ ロ ジ ェ ク ト代 表:GesellschaftflirMathematikundDatenverarleitungmbH

(数 理 計 画 研 究 所)

郵 便 私 書 箱1240
'

5205St.Angustin1
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5.7遠 隔 デ ー タ 処 理 シ ス テ ム

5.7.1開 発 の 現 状

ロジック ・ユニ ッ ト,記 憶装置関係の領域 ではテク ノロ ジーの進歩 とコス トの開発 が分散処理型

データ処理 システム志向 を招い た。特 に ター ミナル ・ユニ ットを利用す ることに ょって,職 場 に居

なが らに して中央 のコ ンピュー タに アクセスで き,必 要な処理 を自由に行 な うことがで きる組織的

で経済的 な遠隔 デー タ処理の利点 を開発 す る。

このよ うな開発は,デ ータ処理 や送信の開発 と共に行なわれ る。欧州の郵便行政 の委託に よって

実施 され たEurodata－ ス タデ ィでは,1972年 を もとに した欧州17か 国 に おけ るデータ通信の開

発につい て調査 した。その結果,1985年 ま でに その範 囲内の欧州のデ ータ通信によ るデー タ伝送は,

送信 サー ビスの基 本的 な構成要素の 一つにな るとい う結 論に達 した。 これ ら欧 州17か 国 におい て,

デ ータ通信量が12倍 に 増 えた場 合,タ ー ミナル数は140万 に な る もの と予想 され る。その うちの60

%は 公 共 ネ ットワークに接続 され る ことになるだ ろ う。

遠隔 データ処理 システムには,多 種多様 な複雑 さと便利 さを兼 ねそなえたパ ター ンがあ る。

デー タの接続

今 日,実 現化が進 め られてい る最 も簡単 なデータ接続 のパ ターンは,各 端末装 置か ら中央の デー

タに アクセスす る方法であ る。 アクセスには,呼 出 し,ス トア,デ ー タの変 更 も含まれ る。 これは

座席予約 システム、 ドキ ュメ ンテー シ ョン ・システム,目 録,商 用デー タ処理 な どに適 用す ること

がで きる。データ接 続の もう一つのパター ンは,そ れぞれ別の場所 に設置 された計算機 や インテ リ

ジェン ト ・ター ミナルが相互に接続 し,相 互 にデータを交換 す ることがで きるよ うな分散処理の構

想 によ るものであ る。 この方法 な ら,デ ー タは それが発 生 した所 で処理 され,関 係者全員 が自由に

利用することがで きる。 それに よってデー タの接続 は,よ り経 済性 の高 い もの とな る。

機能の接続

計算機の処理 プロ グラムは遠隔端末 装置 によって運転 が開始 され,影 響 が与え られ る。 い くつか

のお互 いに別 々の場所にあ る計 算機の機能が接 続 され ると,こ れ らの計 算機 の うちの一つの利 用者

は接続 され た計算 機 すべ ての処理能力 を自由に操作す ることがで きる。っ ま り,そ の加入者 は全員,

他 の データ処理機 能や デー タ処理 サー ビスを必要に応 じて利用す ることがで きるのであ る。

機能の接続 は,そ の中 にデー タの接 続 によ る効果 も含んで しまうので あ る。

ロー ドの接 続

さらに大 きな目標は,共 通の接 続 した システムが利 用者には一つの大 きな計 算機 に思 え るよ うな

ロー ドの接続であ る。 自動制御 システムによ って,最 も適 した計算機 に コマ ン ドがふ りあて られ る
。

従 って,ロ ー ドの接 続 は今 日の視点か らす ると機能の接続 に よって得 られ る効果のすべて を含 んで

しまう最 も包括的な接 続の方法で あ る。
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実際 の利 用に際 して,個 々の利 用パ ター ンの境界 線,特 にデー.タの接続 と機能 の接続 の ちがいは

消えて しま う。

遠隔 データ処理の経済 的な利 用例 としてINFONETが あ る。 これは連邦調達庁(GSA)が 米

国連邦政府当局間の デ ータ処理に対す る要求 を調整 し,そ の需要 を満たすために利 用したCompu-,

terScienceCorporation社 の情 報ネ ッ トワークで あ る。

それ によ って米 国連邦政府は,デ ータ処理 コス トを それ以前,個 別 的に行 な ってい た時の コス ト

の約半 分 に削減す ることに成功 した。

INFONET以 外 の遠隔 データ処理 システムを設置 して も問題解決に必要 な コス トの 値上 げとい

う結 果 しか得 られなか った。 この事実 は明 らかに遠隔 データ処理 システ ムの問題 とその危険性 を示

す ものであ る。

欧州におい ては この方面の開発 はまだ始 め られたばか りであ る。1971年,多 国間の協力に よ って

AktionCOST11が 開始 され,実 験 的 な欧州情報 ネッ トワー ク(EIN)に ょ って科 学分野の施

設が相互に連結 され ることにな った。西独政府 はこのAktionCOST11に 監 視役 として参加 して

い る。欧州共 同体(EC)で は,さ らに科学技 術分野 の欧 州情 報 ネッ トワーク(EURONET)の

敷 設 を決議 した。その ための通信 ネッ トワー クは郵便行政機関 に ょってつ くられ,運 営 され る。わ

が国の ドキ ュメ ンテ ーシ ョン関係機関は,デ ータベースの 国際 的な利 用を促進 す るEURONETに

寄 与す るよ う努力 してい る。

現在,商 業お よび公共機関 におい て計 画 され.つ くられつ つあ る問題解決は特殊 な ものである。

データ処理 システム を もとに した開発 と利 用は,こ こでか な り大 きな問題に遭遇 した♂欧州の ハー

ドウェア ・メー カーは システマテ ィックな標準化 された問題解決 を開発 し,欧 州圏以外 の先進 国,

特 に米 国に追 いつか なければ な らない。従 って,現 在の データ処理市場の独占を将来 に もちこさな

いよ うに対策 を講 じなけれ ばな らない。

遠隔 データ処理の利用 をはば む要 因 として次の よ うな要素が考 え られ る。

一デー タ処理装 置の オペ レーテ ィング ・システムが まだ十分 に遠隔 データ処理に活 用 され てい な い
。

この ことは,例 えば コン ピュータ ・ネッ トワー クの構成,通 信中断後の再接続,滞 積 してい る仕

事の配分,ワ ー ク ロー ドの決済方法,内 部の情 報表示 とその伝送な どにっいてあては まる。

一規準 化され た プログラム言語で さえ
,マ シンにょ って左 右 され る。すなわち,マ シンによって条

件 が異な るの で,各 デー タ処理 システムごとに プログラムが つ くられ,プ ロ グラムが進 行 してい

く過程で それ ぞれ異 な った効果 を表 わすのであ る。

一コンピュー タの デー タ構成 や アクセスの仕方 は
,大 部分 が規 格化され てい ない。

一各 コンピュー タを連動 する時の統 一的な コマ ン ド用語 がな く
,デ ータバ ンク用語や データの分類

法をまず統 一化 しなけれ ばな らない。

一 アクセスや優先順位 ,な どに関す る組 織間の協約が不十分で あ る。
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一ネ ッ トワー クによ る接続 の場 合
,さ らに改良 され たデータの安全性 とその機密保 護が必要 とされ

る。

一遠 隔 データ処理 システムに対 す るユー ザーの要 求についての詳細は まだわか っていないし
,ユ ー

ザーの反 応については それ以上に知 られ てい ない。

5.7.2目 標

遠 隔デ ータ処理 システムの場 合・次のよ うな 目標が設定 されてい る。

一ユーザーか らの要求 を各 システ ムにふ り分 けてしまうので
,1台 に ついての容 量が少 な くて

す む。計算機 が独立に オペ レー トされ る場合は,そ れぞれ1台 でユーザーの要求 を最大限満

た さなければな らない。

一冗長度をあ る程度大 きくす ることに ょ って個 々の装置の故障 を防 ぐ
。あ る装 置が故障 した り,

修 理 されてい る間,そ の他 の計 算機の容量 を自由に利用で きるよ うにす る。

一システムをさらに拡大す る場合 も妨害 されず に行な うことがで き
,ユ ーザ ー も不断に利 用で

きるとい う接続 システムの利点 を役立 てる。

一また ,加 入者 数の多 い接 続 ネ ッ トワー クな ら,特 定の問題解決 に使われ る専 用コンピ ュー タ

の設 置 も個 々に設置す るよ りもか な り経済的 に行 な うことがで きる。

5.7.3助 成 策

遠隔 デー タ処理 の主な問題点 は,デ ータ処理装置の オペ レー ション ・システムに始 ま り,ア プリ

ケー シ ョン ・プログラムか らユーザー自体 の組織 的な問題に まで及んでお り,お 互 いに密接 に関連

し合ってい る。従 って援助 は,基 礎 的な研究 は別 として,個 別的な もの でな く,ユ ーザーの立場 か

らみた システム総体 としての遠 隔デ ータ処理 を対 象 とすべ きで ある。

援助 は主に遠 隔データ処理 の アプ リケー ション ・システムをい くっか選 出 して,集 中的 に行 なわ

れ る。 アプ リケー ションに対 して様 々な要請 があ るので,発 展性 の期待 され る以下の分野か ら選 ん

で デモ ンス トレー ション ・プロジェク ト又は モデル ・プランを実施す る。

一商用 データ処理(例 えば
,サ ー ビス業)

一科学 用デ ータ処理(研 究所関係
,大 学)

一公共機関におけ るデー タ処理(管 理 当局)

その際,ユ ーザ ー,ハ ー ドウ ェア,メ ーカー,デ ータ処理研究者の三者の緊密 な協 力が必要 であ

る。それ によって,利 用しやすい経済性 のあ る問題解決 を導 き,デ ー タ処理 システムの構成 と構成

要素(例 えば,端 末装 置やプ ログラ ミングの技術な ど)に ふ さわしい遠隔 データ処理の適用を考案

し,将 来の開発に影響を及ぼす ことがで きるだろ う。端末装置につい ては,多 勢の利 用者 のための
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簡単 で安 い装置の導入を促進 し,そ れ と同時に特殊 な問題解決のための特殊装置の開発 も助 成 して

いかなけれ ばな らない。それに よって,か な りの合理化が期待で きる。

公共 ネ ッ トワー クのユ ーザ ーの動向 と要求 を明 らかにす る全 プロジ ェク トは郵政 および通信

者 との協力に ょって助成 され る。この プロジェク トの調査に よって,今 後 さ らに増 え続 け るユ

ーザーの要求にいかに対 処す るか とい う点に関す るヒン トが得 られ るだ ろ う
。

遠 隔データ処理 および コンピュー タ ・ネ ッ トワーク分野 で,連 邦政府,州 政府が払 って きた努 力

を組織化す るために,ADP連 邦,州,自 治体連合会議は,遠 隔 データ処理作業 グループを復活 さ

せ た。 この作業 グルー プの責任 は内務相 にある。

遠隔 データ処理 の接 続方法の 標準 化に関連 して,連 邦 お よび各 州は,コ ン ピュータ間お よび コン

ピュー タと端末装置間 の情 報 交換の統 一的標準的な方法 をと り入れることに なるだ ろ う。 これ は内

務相が公表 した 「公共機関 におけ るADPデ ー タ交換規定の形成 」に追加 され,次 の標準化対策 の

資料に され る。

プ ロ ジ ェ ク ト代 表:GesellschaftfUrMathematikundDatenverarbeitungmbH

(数 理 計 画 研 究 所)

郵 便 私 書 箱1240

5205St.Angnstin1

5.8パ タ ー ン 認 識 と処 理

5.8.1開 発 の現状

データ処理 システ ムへの デー タや情 報の入力媒 体は ほとん どがキーボー ドであ る。情 報 を インプ

ッ・トす る前に変形 することは情 報損 失の原因 とな り,デ ータ処理 アプ リケー シ ョンの合理化の効果

をそこな う労 力の浪費 と もなるので ある。

作業分野の状 態を概観 した ものに,情 報処理 ・パ ター ン認識研究所(FIM所 在地 一カールスル

ーエ)や 技術
,生 物学分野の情 報処理研究所(IITB所 在 地 一カール スルーエ)が 作成 した,

「パター ン処理 とパター ン認識の長期予測」(1975年)が あ る。

これ まで重点的 に取 り組 まれ て きた文字の識別認知の問題は完全に解 決 された。機械語の規格化

(OCR-A,OCR-B,Picaな ど)に よって,文 字読取装置が開発 されたのであ る。 その 誤

り率は通常,100万 の 読取 文字の うち誤 りは1字 であ る。また活字体で書かれた文字 も†分に識別

す ることがで きる。しか し,手 で書かれ たテキス トの識別は未解決のま まであ る。利 用例 としては

郵便物の宛名の読取 りな どが ある。
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これに対 して,複 雑 な グラフィック ・パ ター ン認識のための図形処理分 野における研 究開発作業

は,ま だ初 歩の段 階であ る。十分 な問題解決 は,演 算能 力(多 くの情 報は迅速 に処理 されなけれ ば

な らない)と 蓄積容量 の実質 的な向上にかか ってい る。演算能 力は1010-vlo12イ ンス トラク シ ョ

ン/秒,蓄 積容量 は108～109ビ ッ トが必要であ る。

重要な利 用は,

一生医学(が ん細胞分 析
,血 液分 析,レ ン トゲン写真 の利 用)

一産業(光 学的 な品質 テス ト
,モ ンタージ ュの ための図形 によ る自動操 作)

一航空写真 の利 用(集 落 の区画 プラン,交 通道路 プラン,環 境 保護 のための監視,地 図の作成)

一特 殊な利 用(指 紋 ,飛 行機 の操縦)

一軍事的利 用

言語の 自動的な認識 もまだ初 歩の段 階に ある。個 々の単語 の認識 に使 われ る装置はすでに利

用できる状 態にあ るが,デ ー タの機密保護の問題に とって意味のあ る話者 の アイデ ンテ ィフィ

ケー ションは現 在なお実験段 階にあ る。

音声の認識 と処理 の方法 は,特 に医学(例 えば,心 電図な どの利用 に基 く診察 な ど)や 品 質管理

(音 の分 析)な ど重要 な分 野でかな り開発が進 んでお り,近 い将来 ルーチ ンのよ うに利用で きると

ころ まで きてい る。

5.8.2目 標

半導体 やス トレー ジ技術 の 目ざま しい発展 によって,新 しい コンピュータ ・アーキテクチ ャーや

ス トレー ジ技術が 上記 のパ ター ン認 識の問題点 を克服す る日がや って くるだろう
。それに よって,

従来 のパ ター ン認識が改良 され るばか りでな く,パ ターン認識の新たな アプ リケー ション領域が拡

が ることにな るだ ろ う。

パ ター ン認識 と処理 の方法が改良 され ることによって,デ ー タや情 報か らのパ ター ンは分 類 され,

コ ンピュータ内で次の処理 を直接行 な うことがで きるよ うに なる。 パター ンの種類 に応 じて,パ タ

ー ン処理 も次の よ うに分け られ る
。

一文字認識

一図形認識

一パ ター ン処理

(言 語認識,持 続的 な信号 や音の処理 など)

パ ター ン認識 とパ ター ン処理 にょって,デ ー タ処理は解決 すべ き問題 に密接に,直 接的 に結 びつ

け られ るのであ る。情 報の損失 は防 がなければな らない。第 二次情報処理 プ ログラムにおい て,信

号およびパ ター ン認識 はすで に様 々な各 プログラムの範囲 内(デ ー タ処理 システム,公 衆衛生,P
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DV,CAD,プ ラ ンニン グ ・システム)で 促進 されてい る。別 々に扱われてい る問題点 を集約す

ることにょって,方 法の開発 を一まとめに し,ア プ リケー シ ョンの開発 を均等化す る。

それに よって,い まだに パター ン識別者 としての人間の感覚 を必要 とす るよ うな領域 に もデ

ータ処理 の適用 を可能 にす ることがで きるよ うになるだろ う
。従来の非能率的 な作業を中止 す

ることに よってデータ処理 の利用 は(特 に公衆衛生,技 術的 なオー トメー ンヨン ,製 図法,自

治体 および州のプ ランニ ングな どの分野において)よ り迅速に,よ り経済的に行なわれ ること

にな るだ ろ う

5.8.3助 成 策

パター ン認識 の方 法を さらに開発 してい く際に
,期 待 され る技 術開発 に適応す ることが主眼 とな

る。これが その他 の計 画に とって切 り離すことので きない構成要素 であ る限 り,同 じよ うな援助 が

与 えられ る。

基礎的 な開発は数台の特 殊 な専用装置で集中的に行 ない,実 験の ための資金が提供 され る。パ タ

ーン認識に関す る基本的 な研究開発作業は大部分 がFIM
,IITB,GMDに よ って現在 実施 され

ている。`

マ イクロ ・プロセ ッサによ って構成 されてい るシステムの効果的な プロ グラ ミングや ス トレージ

技術の応用のための ソフ,トウエァが開発 され,テ ス トされなければな らない。一般的なパ ターン処

理言語の開発 もそれに含 まれ る。

5.9第3次 情報 処 .理計画 の 範 囲外 の 資金 の調 達

■

5・9・1西 独 連 邦 郵 政 省(Bundespost)に よ る デ ー タ 伝 送

5.9.1.1現 状

公 共 電 話 ネ ッ トワ ー ク に ょ る デ ー タ 伝 送

データの入手,伝 送,オ ーデ ィオ ・リスポ ンス ・ユ ニッ トを備 えた照 会 システムは電話回線 の中

に あるモ デムに ょって行 な うことがで きる。

直列の デー タ伝送の場 合,速 度は200(300),600,1200,2400ビ ッ ト/秒 の各 段階 があ る。

自動 的なオペ レー シ ョンのための特別 な装置が利用 されてい る。自動的 なオペ レー ションによ って,

夜 の利用 で も時間外手 当てな しの安 い夜間 料金ですますことが で きるよ うにな った。

テレックスお よびデー タ ・ネ ッ トワークにょ るデー タ伝送

西 独 郵 政 省 の テ レ ッ ク ス ・ネ ッ ト ワ ー ク は,現 在 加 入 者 数105,000を 超 す 世 界 で 最 も過 密 な テ レ

ッ ク ス ・ネ ッ トワ ー ク の 一 つ で あ る 。 デ ー タ 伝 送 は50ビ ッ ト/秒 で 自 由 に 行 な う こ と が で き る
。 こ
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の ネ ッ ト ワ ー ク の ほ か に,西 独 郵 政 省 は1967年,'デ ー タ伝 送 の た め の 伝 送 速 度200ビ ッ ト/秒 ま

で 出 せ る ネ ッ トワ ー ク,Datexnetz(ダ ー テ ッ ク ス ・ネ ッ ト)を っ く っ た 。 こ れ ま で に1500の

加 入 者 が,こ の ネ ッ ト ワ ー ク を 利 用 し て い る。

公 共 の ダ イ レ ク ト応 答 ネ ッ ト ワ ー クに よ る デ ー タ 伝 送

郵政省は公共 の自動 ネ ッ トワー クを補 うために1974年,公 共のダイレクト,ネ ッ トワークを公表

した。 これにょ って ター ミナル間 の接続 を自由 に行 な うことがで きるよ うになった。その伝送速度

は次のよ うな段階があ る。50ビ ッ ト/秒,200(300)ビ ッ ト/秒,1,200ビ ッ ト/秒,2,400ビ ッ

ト/秒,4,800ビ ッ ト/秒,9,600ビ ッ ト/秒,4,800ビ ッ ト/秒 。

ほ とん どのデー タ ・アプリケー シ ョンや特定 の システム構成 に とって,タ ー ミナル間の しっか り

とした連結は有益であ るのでユーザ ーの データのダ イレク トネッ トワークに対 する関心は非常に大

きい ものがあ る。

ダイレク トネッ トワークには,来 年 さ らに多 くの デ ィジタル伝送 システムが設置 され ることに な

るだろ う。

5.9.1.2目 標

西独郵政省 は,遠 隔 データ処理 のために必要 な通信回線 を敷設 する とい う目標 を達成 した。それ

によ って,郵 政省 はター ミナル間 の互換性 を促進 し,サ ー ビス業務 を提供 することに ょって国際的

な標準に達 しようと努 めたの であ る。それには国際 的な標準化団体 間の積極的 な協 力と国際的な協

定を厳 しく守 ることが前提 とな る。

郵政省 は,利 用 しやす くす るため に,遠 隔 データ処理 に必要 なデー タ伝送を公共 の通信 ネ ッ トワ

ークに移 すことに努力 をかた むけてい る
。現在の ネ ッ トワークが遠隔 データ処理 の需要 を満 た さな

けれ ば,特 別 なデー タネ ッ トワー クを敷 設 し,適 切な伝送技 術を開発 するための努 力が続 け られ る

ことにな ろう。

5.9.1.3対 策

電子 データ伝送 システム(EDS)

西独 郵政省では,テ レック スおよび データの統 合的 なネ ッ トワー クの敷 設を開始 した。 この ネ ッ

トワークで様 々なサ ー ビスを統合的に行 な うことがで きる。(テ レックス,ダ ーテ ックス,ホ ッ ト

ライ ン ・ネッ トワーク)こ の伝 送 システムEDSは 中 央で制御 され,ス トアされてい るプ ロ グラム

によって機能 を伝達 され る シス テムであ る。 この データ伝送速度 は2,400ビ ッ ト/秒 まで出す ことが

で きるし,同 期式 の装置の場 合な らもっ と速 い速度,例 えば4&000ビ ッ ト/秒 まで出す ことがで き

る。このEDSは,様 々な速度 で伝送で きるとい う利点のほかに.加 入者の要求に応 じた種 々の特

典をそなえてい る。 また,加 入者が実際の処理 をしやす くす るような特 別なサー ビスも提供す るこ

とがで きる。1976年 以降 伝送速tW2,460ビ ッ ト/秒 を全国的に可能にす るよ うな計画 が出 され てい

る 。
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多重 式 デー タ伝送 システム

デ ジタル伝送の方法 をと り入れ ることは,テ レ ックス/デ ータ ・ネ ットワー クの敷 設に と って必

要 であ る。 この方法 にょ ってデータ伝送は従来 よ りも経済的になるし,そ の上伝送量 もかな り増や

す ことがで きるのであ る。

テ レックス/デ ータ ・ネ ットワー クに対 す る助成 金の予想額 は次表 の通 りであ る。

1973-75

233

1976

213

1977

177

1978

189

1979

94

1980

65

1981

50

機能的な拡張

(単 位100万DM)

公衆電話回線 を補 な うテ レックス/デ ータ ・ネッ トワークの敷 設を もって,遠 隔 デー タ処理関係

の郵政省 の基本 的なサー ビスはほぼ完成 され る。 さらに,中,高 速の伝送速度用 に中央の指定 サ イ

クルを導入 し,様 々な遠隔処理 システム間 の連動 を容易にす るよ うな機能 上の特 徴を備 え ることに

よ って,さ らに機能的 な拡張を実現す ることが で きる。

西独郵政省 の情報技術研究

ダルム シュタッ トにある通 信技 術中 央局郵政研 究所 では,情 報技術研 究の範囲 内で よ り良 い,安

全で迅速な デー タ伝送に関す る予備 作業 が行 なわれ てい る。ここでは接続 ネッ トワー クにお け る基

本周波 数帯域48Kボ ー までの データ ・フローのための必要条件 が研究 され た。またその他のEDS

草 案 の部分 的な問題 もここで調査 され解決 され る。

将来 のデ ジタル伝送 ネッ トワー ク敷 設への努 力は データ伝 送に とって非 常に重要 であ る。 この広

範 囲にわた る作業 は,現 在の伝 送 システムお よび デジタル信号 伝送の ための従来の伝送媒体 の利用

か ら施設,装 置,新 しい広帯域 伝送媒 体の準備 に まで及ぶ。それによって最 も大 きな,重 要 なデー

タ ・フローの伝送が可能 とな るばか りでな く,デ ータ伝送を含 む全通信 サー ビスを一つのデ ジタル

ネッ トワー クに統合す ることが注 目され るよ うになるか も知れない。そ うなれ ば,通 信 ネッ トワー

クの どの入口か らで もデー タを入手す ることがで きるよ うに なるだろ う。

データ伝送に関す る特殊 な問題 も取扱 われ る予 定 であ る。誤 りの検 出方法 や高速 伝送の場 合の誤

り検出方式 、誤 りを予防す る方法 な どの改善 もその中 に含まれ る。また誤 り訂正 コー ドも検 討 され

る。

ECの プ ロジ ェク ト

西独郵政省 は科学 技術情 報交換 と欧 州セ ンタ間 の コンピュータ ・コ ミュニケー ションの実験 に関

す る2つ のECプ ロ ジェク トに参加 してい る。この2っ のプ ロジェク トは,パ ッケー ジに ょるデー

タの 伝達 を予想 してつ くられた。
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5.9、2国 防 分野のデータ処理

軍事分 野の デー タ処理 システムや装置は,操 作方法(例 えば操作は特別 なデータ処理 訓練 を受 け

ていない者にで もで きるな ど)や,耐 久性,フ レキ シビリテ ィに対 す る要望が民間の場 合よ りも大

きい。従 って部分 的には企業に よって提供 され る製品 を凌駕す る特殊性が要求 され る。

このよ うな要請 は ハー ドウ ェアに対 してだ けで な く,そ れ と同 じ位 データ処理 システムや装置の

構成 や プロ グラ ミン グに対 して も向け られ るのであ る。それ らは司令部技術,管 理 システ ム,中 心

的あ るいは専門的機能 として兵 器 システムの中へ組 み込 まれ るのであ る。

防 衛関係の研 究で扱 う問題は次の通 りであ る。

一新種 の情 報処理 アーキテクチャー

一自動 パ ター ン認識

一コン トロールの問題

一兵 器 システムのための リアルタイム ・データ処理

一人 一機械 の会話

一管理 システ ムをっ くるための組織理論的
,シ ステマティクな評価方法

一専用 デ ータ処理装 置のための新しい種類の構成

一デー タ処理 システム ・コンポーネ ン トの多面 的 な安 定性(放 射線 な ど)

将 来 ・軍事 的利用 に供 され る装置は非軍事的 なアプ リケー ≒ヨンも可能 であ る。例 え}弍,ラ ージ ・

スク リー ン.プ ロ ジェク シ ョン,群 管理 デー タ処理装置,多 重処理 システムな どが それに該当す る
。

意思決 定の手段 として さ らに管理 および情 報 システムがつ く られ る。 その デー タバ ンク技 術や シ

ステ ム構成 は軍事 的な課題 並び に一般的 なマネ ジメン トの課題 の解決 に利用で きる。

次 の よ うなプロ ジェク トがそれぞれ開発 され ることにな ってい る。

一航空兵 器の管理 システム

ー海 および海 ,空 の軍事兵 器の管理 システム

ー道路 の交通管理 と監視 システム

ー軍隊 の管理 システ ム

●

5.9.3放 射 線,環 境研究会 の医学 デー タ処理研究所(lMD)・

5.3章 で 述べた助成 策に加 えて,放 射線,環 境研究会 のIMDは 長期的 な課題であ る,医 師の診

断学 および予 後学 のため のマ シンにょる意思 決定方法の適用 にっいて開発 を進 め ることにな った。

その際,診 療所 の パー トナーとの密接 な共同作業が必要であ る。 ここでは主 に次の ような課題が扱

われ る。

早期 診断学 と予 後学 の アルゴ リズ ムの開発
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健康管理 の対策 としては健 康の維持 と病気の予 防がなに よ りも大切 であ る。従 って広範囲 な住民

の病気の早期発 見は次第 にその重要性 を増 しっつあ る。疾病 データは(個 々の診察 のために役立つ

以外に)流 行病 の疑 問点 を解 決す るの に役立 ち,そ れにょ って病 因や病状 に関す る理解 を深 めるこ

とがで きる。集 団検 診に必要 な要 員が,将 来 不足 す ることは確 実であ る。従 って病 気の早期発見の

ための 自動 スクリー ニングお よび マ シンの利用 の措 置を講 じなければな らない。IDMは,そ の た

めの方法を開発 し,そ れ を心臓病 や血管の疾病 および腫瘍の早 期発見 に適用 し,実 験 す る。

臨床診断の アル ゴリズムの開発

コンピ ュー タによ る診 断の 目標は,医 学上の知識 を客観的に適用 す ることであ る。病 気 と症候群

の関連 を統計 的に とらえ ることを可能 にす るような診察例に ょって得 られ る実地 の経験 がそのため

の基礎 とな る。

IMDで は,コ ンピュー タとの応答 にょって診断で きるよ うな方法の開発 に取組 んでい る。 この

ために診断の過程 が分 析 され,モ デルがつ くられ,プ ロ グラ ミングされ,テ ス トされ,そ の結果 を

シミュレー シ ョンしなければな らない。特 にIMDで は,す い臓,肝 臓,胆 のうの疾患の診察にED

Pを 利 用 してい る。

医学情 報 システムの開発

すでに述べたIMDの 課題 に とって,医 学情 報 システムの開発は特 別な意味 を持 っている。それ

に関連 してIMDは 次 のよ うな問題 を取扱 ってい る。

一莫大 な数 に上 る病 気の早期発 見の症例 に関す るデ ータの中か ら関連 のあ る情 報 を組 合せ る作業

一流行病 や病 気の早期発 見に関す る莫 大なデー タを蓄積 するプ ランの開発 と実験

一流行病 や病 気の早期発 見に関す る莫 大な デー タの利用法の開発

この ほかに,医 学 デー タバ ンクを実際 に適用 してい く場合の データの選 択,適 合,識 別,デ ー タ

の機密保護,デ ー タの安 全性 な どに関す る問題 も扱 う。

GesellschaftfurStrahlenundUmwcltforschungmbtt(放 射 線,環 境研究協会)の 予

算 か ら,1976年 ～1979年 まで以下のよ うな補助 金が与え られ ることに な ってい る。

◆

1976 1977 1978 1979 計

7.9 8.2 9.5 10.3 35.9

(単 位100万DM)

5.9.4GesellschaftfUrKernforschungmbH(原 子 力 研 究 所)の 技 術 デ ー タ 処 理 ア プ リ

ケ ー シ ョ ン に 関 す る 研 究 開 発.

カ ー ル ス ル ー エ のGesellschaftfurKernforschungmbH(原 子 力 研 究 所)は,独 自 の 予 算

で 次 の2っ の プ ロ ジ ェ ク トに よ る研 究 開 発 を行 な っ て い る 。
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一データ処理装置に ょるオペ レー ション ・コン トロール(InstitutfUrDatenveravbeitung

inderTechnik(技 術 データ処理研究所)に おいて)

一 コ ンピュー タにょ る開発 と構成

原子炉開発研究所(InstitutfUrReaktorentwicklung)に お いて

この ような作業は第三次情 報処理計 画に よって促進 され る研究開発 作業(5.5章 参照)と の同意

の もとに計 画され実施 され る。

InstitutfUrDatenverarbeitunginderTechnik(技 術 デー タ処理研 究所 －IDT)で

は,典 型的な計算機の オペレー ション ・システムの基本的 な機能が開発,実 験 され,ド キ ュメ ンテ

ー シ ョンが行 なわれ る。規格 化 され たVDI/VDE作 業 の 一環であ る 「プロセス ・コン トロール

コンピュー タ ・オペ レー テ ィン グ ・システム」は この成果 を反映 した ものであ る。特に高水準の安

全性 と信頼性 を もつ この オペ レー ション ・』システムは開発 され,ナ トリウム原子炉SNR-300の

安全装置 システ ムとして推 せ んされ ることに なるだ ろう。計算機に よる通信 ネッ トワー クに関 する

標準草案が作成 され,そ れ にふさわしい シ ミュレー ション ・システムが分析 された。

処理装置の ソフ トウェアの安全性の実証,テ ス ト,信 頼性のあ る製品 に関す る最初 の研究が始 め

られた。化学装 置や実験室の 自動化 に処理装置 を利用す るため,シ ステム分 析が実施 され,そ れ に

適 したプロ グラム ・パ ッケー ジが開発 され テス トされ ることになっている。

この作業 は,1979年 に向 けて次のよ うな目標を設定 してい る。

一処理装置 システムの新 しい構成 とオペ レー シ ョン組織の開発 と実験
。その際,経 済性,使 いやす

さ,そ れに 標準化 された プロジェク トの補助装置の開発に重点 が置かれ る。

一処理装 置 ソフ トウェアの安全性 と信頼性 を試験 す るコンピュー タに基 いた方法 と手段の開発
。

一化学 処理技術分野の具体 的な 自動 化計 画の遂 行
。その中で新 に開発 され たデ ータ処理技術 を実際

に テス トす る。

一処理 装置の ソフ トウェアの機 能 と安 全性 を証 明す るための リアル ・タイム ・シミュレー ションと

テス トの実施 。

Institutf廿rReaktorent〔vvieklung(IRE－ 原 子炉 開発研 究所)の 作業 グループに よ

って,長 年 の経験 を基に した原子技術装置や システムは プロ グラム ・システムREGENTと な って

実 を結んだ。 グラフィック ・システムが小型計算機に接続 されてい る。 この よ うな システムのため

に,さ らに構造 的な技術上の問題 を解決 す る,装 置の機種 に制約 され ない プロ グラムが開発 され る

だ ろう。Siemens330、310用 のプログラム言語コンパイラBASICが 開 発 され,ア プ リケー ション

用のポー タブルな処理装 置の ソフ トウェアのプ ランにっいての研究が行 なわれ る。

1979年 までの計 画には次の よ うな作業が 含まれてい る。

一装 置の設計 ,製 造 準備,シ ミュレー ション,工 程の管理 に利用 で きるよ うな小型計算機 をそな え

た インタラクテ ィブな グラフ ィック ・システ ムの開発 と適用 。
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一コ ン パ イ ラや ア プ リケー シ ョン ・ソ フトウ ェアの 開発 と テス トに必要な特別 な補助 プロ グラ ム

な ど技術的な課題のた めの モ ジュラー ・システムの開発 。

一コンピュー タによ る設計に関す る理論 的な分野の基本的 な研 究を推進 し ,す でに開発 された プロ

グラム ・システムREGENTを 実用化 する。

GesellschaftfUrKernforschung(原 子 力研究所)の 予 算か ら1976年 ～1979年 までに出 さ

れ る金額は次の通 りであ る。

〆

1976 1977 1978 1979 計

デ ー タ 処 理 装 置 に ょ る プ ロ セ ス ・コ ン ト ロ

ー ル ・コ ン ピ ュ ー タ
2.3 2.8 3.3 3.8 12.2

コ ンピュー タにょ る開 発 と組立 て 1.3 1.0 1.0 1.0 4.3

計 3.6 3.8 4.3 4.8 16.5

(単 位100万DM)
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6大 学及び職業教育に関する施策

6.1デ ー タ処 理 技 術 者 の 需 給

連邦政府の第2次 情報処理 計画(1971-75)は,1970年 に10万 人であ った デー タ処理技術者の

数 を,1978年 に は25～40万 人 に増やす ことを 目標 とした もの であ り,同 時にすべての教育段階に

おけ るデー タ処理教育の質的 ・量的 な向上を 目ざした ものであ った。 そのため,こ の計画 とともに,

大 量 の高度 な専門家 を育 てるための さまざまな施策が導入 され ることとなった。そ うした施策 の主

な ものは、次のよ うな ものであ った。

一情 報工学に関す る地域 を超 えた研究計画

一地域計算 セ ンターの設置

一 デー タ処理職業教育 セ ンタ ーの設置

一学 術研 究に関す る交流

さ らに1973年 春 には第2次 情 報処理計 画の中 で始 め られた データ処理教育部門 の活動 をさ らに促

進 し,新 しい活動 を実施す るために連邦研 究技 術者のadhoc(デ ー タ処理専門家教育)委 員会が招

集 され,こ うした活動 を援助 す るために研 究技 術省で はさまざまな調査を実施 して きたのであ る。

以下は この特別委員会におけ る活動結果 を要約 した もので あ る。

1973年 に おけ るデータ処理 専門家 の数

デー タ処理機 器の ユーザー とメー カーを対 象に行な った新 しい調査 によれば,1973年 におけ る専

門家 の数 は約24万 人にのぼ ってい る。ユ一

図3導 入企業 にお ける人員配分
ザ 一側 が21万 人,ソ フ トウェ アを含め たメ

ー カー側 が3万 人 とい う内訳であ る
。 この

中 には オペ レー タや プログラマー,シ ステ

ム ・アナ リス トをは じめ デー タ処理部門の

構 築に あた るコーデ ィネーター,教 育訓練

担 当者,ハ ー ドgエ ア専門家,販 売要員,

管 理者 さらにはデータ処理 部門以外 で必要

な教育訓練担 当者等 も含 まれ てお り,1導

入 企業 当 りでは平均27人 に の ぼってい る

(Dieboldの 分 類法 では設置台数は平均

1.6台 に な る)。 これ らの人 員の配置比 率
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は図3に 示 されている
0

1978年 に おけ るデータ処理専門家の数

一方 ,1978年 に関 す る調査で は,ユ ーザー とメーカーの計 画をみ ると西独全 体で約40万 人 の専 門

家 が要 求 され てい る。36万 人 が ユーザ ーで,4万 人 が ソフ トウェアを含め たメー カーで要求 され て

い るのであ る。これは1978年 に予測 され るコンピュー タ設置台数に基 づ く計算 であ り
,こ の精度 は

コン ピュータの設置台数 の推 移に依 存 してい るため ,そ れほ ど正確に予測 す ることは不 可能 とな っ

てい る。この予測には1974/75年 に お ける景気後退 期 前の拡張計画 を反映 してい るが ,し かしな

が ら経済変動の影響 を量的に 正確 に評価 す ることは不可能で あ り,不 確か さをと りのぞ くこ とは で

きないのであ る。デー タ処理専門家の必要量 は長期的にみた場合,本 質的には景気変動に左右 され

ないが,短 期 ・中期的 にみ た場 合多少影響 を うけることは否めない。

職業 としてのデータ処理の長期的見通 し

職業 としてのデータ処理 の発展は データ処理 導入の進展にかか ってお り,導 入法 では現在 広 く行

なわれ てい るデータ処理業務 の集 中化にかわ って.現 在のデー タ処理 導入の構造 的欠陥 を解 消し
,

新 技術 を有効に活用 す ることをね らい として分 散化へ移 行す る傾向が強 く,作 業場 でのデー タ ・ス

テー シ ョンや端末器 の活用 とい った形で広 く使用 され るようにな ると予想 され る
。その結果,デ ー

タ処理 業務 の一部 がデータ処理部門 か ら個 々の専門部門へ と移 行 され てい くよ うにな るであ ろ う
。

将来,ユ ーザー ・プロ グラムの プロ グラ ミングや開発 に際 しては,新 しい規格化 され た,コ ン ピ

ュー タによ るプログラ ミング技術が利用 され ることが予測 され,ま た計 算セ ン ターでは将 来複雑 な

操 作 システムが補助 プロセ ッサ ーに よって コン トロールされ るよ うにな り,さ らには中央計算機へ

の プロ グラムの流れは大部分 自動 化 され,そ の 自動化 は周辺 機器によ って行 なわれ るよ うに なると

み られ てい る。

このことは教育訓練 に とって,導 入部門 の作業者 が将来単 に端末機 器やデータ処理 システムをマ

スターしてい るだけで な く,デ ー タ処理 の専門家 は もとよ り
,各 部門 の専門家に して もコンピュー

タと個 々の専門分野の両方の知識 が要求 され ることを意味 してい る
。 さらに計算 セ ンターの作業者

は,ト ー タル システムに関す る課題 にかわ って,ま す ます複雑 化する システムを最適 に ,経 済 的に

利用 す るために高度な訓練 と専門化が大 き く要求 され るよ うにな って くる もの とみ られてい る。

現在 のプロ グラマーはその作業範 囲 も非常 に限定 されてい るが,将 来 は標準 プロ グラムの補 完 な

ど もその職務に含まれ,ソ フ トウェアや ハー ドウェアに も及ぶ新 しい処理技 術を も行 な うよ うに な

ろ う。 それに と もなって必要 な技術に関す る高い能 力が要求 され る
。長期的 にはオペ レー タや プロ

グラマーの需要 は少 な くな り,デ ータ処理 作業 の個 々の専門部門へ の部分的 な移行 に と もなって ,

これ までの シス テム ・アナ リス トや システム導 入の コーデ ィネーターには新 しい要求 が出 され るよ

うにな って くる。 これ はデー タ処理 を導入 した部門の業務 に関す る専門知 識が従来 に較べ てますま

す要求 され,必 要な能力が ます ます高 くな ることが予想 され るか らであ る。
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以上を要約す ると次の2っ に ま とめ られ る。・

一オペ レーター ,プ ログラマ ー,シ ステ ム ・アナ リス ト,デ ー タ処理部門 の導入 コーデ ィネー ター

は将来緊急 に質 的な向上が要求 され る。同時に販売要員,ハ ー ドウ ェア技術者 、教育訓練 担当者

は大量に育成 す ることが必要 であ る。 さらに データ処理 専門家 の配置替 えな どはひ きつづいてあ

る程度の役割 を演 じるが,デ ー タ処理職 の専門化がすす むことにょ ってその意 味は失 なって しま

うで あろ う。

一これ までの特色 だ ったデー タ処理 専門家 に対 す る高い需 要は,80年 代の始 まりと共 に低下 してい

く。しか し同時{ζ,現 在働 い てい るデー タ処理要員の年令構成か ら,長 期にわた?て わずか な補

充 のための要員が必要 とな る。 これは デー タ処理部門の発展計画の際 に考慮 されねばな らない。

データ処理 分野にお ける教育訓練 能力

1973年 には正規 の教 育過程 を もった教育施設は年間15500人 の デー タ処理専門家 の教育能力 を も

っていた。 これは さ らに1978年 に は18,700人 に な ると予測 され てい る。 これに は1971年 か ら1973

年 の 間に設置 され・た大学や高等専門学校の修 了者 が3-4年 後 の1975-1977年 に や っと専門家 と

な ることが見込 まれ てい る。 デー タ処理専門家 の教育 訓練 は他の職業 に比較 す るとまだまだ組織的

にはなってい ない 。 しっか りした職業像 をは じめ として教育 ・検定規定 が欠 けているのであ る。 そ

の ため大量の さまざまな教育機 関が もっている訓練能力 を正確 に比 較 ・評 価す ることを困難な もの

に してい るのであ る。さまざ まな教育機 関の教育 プログラムについて も,質 ・量の両面か ら科 目の

内容等大 きなバ ラツキをみせてい るのであ る。

正規の教育 プログラムを もった教 育施設 とな らんで,主 としてメーカーに よって行 なわれ るデー

タ処理 コー スやセ ミナーがあ り,こ れ らメー カーにょる コースやセ ミナーの出席者 は1973年 には,

180,000人 に ものぼ り,そ れ らは平均4.3日 とい う長 さを もってい る。 しかし実際に訓練 を うけた

正味の数 は,同 一人が異 なったい くっ もの コー スに参加 してい るため非常 に少 ない。 とはいえ1973

年 に おけ るデー タ処理教育に大 きな貢献 をしてい ることは明 らかで あ る。

データ処理 専門家 に対す る需給比較

1978年 に予定 され てい るデー タ処理専門家 の数 と,1973年 におけ る数あ差 は16万 人 にのぼ る。特

別委員会 による調査で は,こ の16万 人 の職種別,教 育 レベル別 の内訳が明 らかに されてい る。表14

に この内訳 と,正 規 のプ ログラムを もった教育施設の収容能 力の比 較が示 されてい る。 また表15-

17に は,大 学,高 等専門学校,そ の他教育 レベル別の専門分野の内訳が示 されてい る。
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表141973-1978に お け る正規の教育施設修 了によ るデータ処理専門家 の数 と需要

教育 レベル

需 要 調 査

(1973-78)

教育 施設 か ら供給
され るべき人数

(1973-78)

教 育 訓練 収容能 力

(1973-78)

1978年 以降 の

教育訓練収容能力

大 学

高 等 専 門 学 校

そ の 他

37,000

26,500

85,500

23,500
'

26,000

99,500

6,500

3,000

79,700

2,600

900

15,200

計 149ρ00 149ρ00 89,200 18,700

表151973-78に お け るデータ処理専門家需 要量(大 学 教育)

専 門 分 野
教 育によ って カバ
ーすべ き需 要

(73-78)

1973-78の 教 育能力 1978年 以降の

年間教育能力人 数 %

デ ー タ処理専門

数学 ・工学 専門
一部 デー タ処理

商 業 専 門
一部 デー タ処理

7,500

7,000

9ρ00

2,700

1200

2,600

36D

17.1

28.9

900

500

1,200

計 23,500 6,500 277 2,600

111$1`

|`llll

llll1: ll
|',,(高 等専門学校)l
II

1デー タ処理 専門

整㌫三耀盟
商 業 専 門一部データ処理

11,000

6,000

9,000

1,900

700

.400

17.3

11.7

44

600

200

100

計 26,000 3,000 11.5 900

表161973-78に お け るデー タ処理専門家の需要量(大 学 ・高等 専門学校以外の機関)

■

専 門 分 野
教育によ ってカバ
ーすべ き需 要

(1973-78)

教 育 能 力 1978年 以降の
年間教育能力
(人 数)(1973-78)

ハ ー ド ウ エ ア

経 済 ・行 政 分 野

工学及び 自然科学

分野

そ の 他

13,200
.

73,100

3,700

9,500

5,600

22,800

3,100

48,200

42.4

312

838

507.4

1,100

4,600

600

8,900

計 99,500 79,700 80.1 15,200

表14の1列 目 と2列 目は,直 接 調査によ って明 らか にされた需 要量(つ ま り教 育に よってカバー

され るべ き必要量)と,教 育施設によ って実際に カバ ーされ る供給 量 との 対 比 を示 して い る 。ま
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た2列 目の数 には ・全ての必要 な専 門家 が教 育 ・,訓練修 了者 や学卒者によ って新たに補 充 され るわ

けではな く,企 業内教 育 ・訓練 にょ る昇進 や,必 要な部署への編 成替え等,内 部の人事移動によ っ

て補充 が行 なわれ ること等 が考慮 されてい る。 この ことは,外 部におけ る必要 な部署 の変化をおよ

ぼし,そ の場合,高 度 な部署へ の需要 は他の部署へ の転換に よって 柔 らげ られることにな るが
,い ず

れにして も全体の需要量 はかわ らない。

表16で は1行 目か ら3行 目までは明 らかな職種 の分類が行なわれてい るが,4行 目 には これ らの

中に含 まれない全てのデー タ処理教育 ・訓練 が含 まれ てい る。 この数字 が需要 に比 較 して供給過剰

となってい るのは,単 に調査上 の技 術的 な問題 の結果 であ り,実 際にはこれ ら4行 目の教育修 了者

たちは,1～3行 目の分野 の補充に起用 され るわけで ある。 この他 のいわゆ るデー タ処理 の コー ス

やセ ミナーは表14-16に は含 まれてい ない。それ らは別にあ る。

デー タ処理教育実施への手 び き

デー タ処理専門家の教育 と題 す る特別委員会の手び きは)人 間に関 す る奨励策 か ら入門 ・中級へ

の教 育プ ログラムの構成,設 備等への助 成 な ど全 ての分野にわた りまとめ られ てい る。

これを要約 す ると,明 らかに講座の増設が必要 な高等専門学校 をのぞい ては,将 来に おける課題

は,年 々の教育能力増加の累積 効果が生 じるため1978年 以降新 たな さまざまな教育 を量的に増加 さ

せ ることではな く,全 ての レベ ルの データ処理専門家 に対す る入門 ・継続的教育 プロ グラムの質的

向上を計 ることに あ り,と くに フレキ シブルな講座編成 を もった公認の統 一的 な教育 プロ グラムを

完成 させ るこ とにあ る。

連邦研 究技 術者は この特別委員会の助成策 を全 ての デー タ処理教育に携 わる者 や関連部署の人び

とに,基 本的 な意思決定の資料 として紹介 し,非 常な注 目を集 めてい る。

特別委 員会 の個 々の助 成策の うち,連 邦 研究技術者の助成活動に相当 する ものは,以 下の助成 策

の中 に もりこまれ てい る。

6.2助 成 策

6.2.1情 報 工学に関する広域研究計画

情報 工学は技術的手段を使 った情 報処理 の方法 と システムに関 する学問で ある。 それは と くに,

今 日の計算装置の技術的機能 を駆 使 して,必 要 とす る情 報の加 工と表示 を行な うもので ある。 その

際,個 々の利用の特 殊性 よ りも,基 本 的な多 方面に利用 で きる知識 と方法 を開発す ることに重点が

おかれて いる。 一

答大学や高等専門学 校におけ る情 報工学 の研 究 をすすめ,需 要に応 じて促進 させ るた めに1969

年 に 広域情 報工学研 究 プログラムが決 定 された。そのための費用は,GG(Grundgesets=基 本

法)の916項 に 基づい て連邦政 府が70%を,そ れぞれの州が30%を 負担 す ることとなってい る。連

●
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邦 政府が一部 を分担 す ることによ って,通 常 の大学 におけ る研 究範囲 をこえた 、また特 別に共同研

究を要 す るよ うな膨 大な課題 が解決 され る〆ことを期待 してい るわけで ある。

1975年 の末 に予定 されてい るこの体制の完成 の後は,こ の計 画のた めの資金は,通 常 の大学 の予

算に追加 され ることにな る。

この共同の資金に含 まれているのは,人 件費 と物品費 な どであ り,そ れ には デー タ処理装 置の賃

貸 ・稼動 ・監視費 や計算機の賃貸 料,旅 費,資 料 ・文献費,部 屋 の賃貸,機 器の購入費 な どが含 ま

れてい る。

具体的には,以 下の13の 専 門分野で15～20の 大 学に120～150の 研 究 グルー プを設置す る ことが

計 画され,そ れ と並 行 して情 報 工学 の講座が新設 ・増設 され るこ とが計 画 されてい る。13の 専 門分

野 には以下のよ うな ものが含 まれてい る。

1.オ ー トメー ション理論 と形式言語

2.プ ロ グラム言語,会 話言語 及び翻訳

3.計 算 機組 織 とフ ィー ド機構

4.運 営 システム

5.情 報管理 システ ム

6.連 続 的信号の数値 処理方法..'

7.計 算 機技 術

8.

9.

10.

11.

12.

13.

デ ジタル計算機 によ る技術 プロセスの自動化

計算機 による計 画 ・立案 ・設計

医学に おけるデー タ処理利用の方法

教育 におけ るデー タ処理利用の方法

デー タ処理の経営管理への利用

司法 ・行政へ のデータ処理導入の方 法

第2次 情 報処理計画の末期 における情 報工学研究 プロ グラムの状態は表17に 示 されてい る。

、
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表17情 報 工学 研究 プロ グラム

研 究 グ ル ー プ

大 、 学 機 種 理 論 的 実 際 的 技 術 的 利 用
専 門 分 野 専 門 分 野 分 野 研 究 計
1 2.4.5 3.6.7.8 9-13

ベ ル リ ン 工大 IBM/370-158 1 4 1 1 7

ダ ル ム シ ュ タ ッ

ト 工 大
S4004/151 1 4 2 2 9

カ ー ル スル ーエ夫 B6700 1 4 5 4 14

ザ ー ル ブ リ ュ ツ
ケ .ン 大

TR86(440) 1 3 3
会≡ ・7

ボ ン 大 1 3 2 1 7

キ ー ル 大 Unidata7750 1 3 1
一 5

ハ ン ブル グ 大 PDP10 1 2
、

3 1 7

ブ ラ ウ ン シ ュ パ

イ ク 大
PRIME300 1 3 2 1 7

シュツ ッ トガル 吠 TR440 一 4 6 3 13

ア ー ヘ ン 工 大 TR440 2 4 2 1 9

ミ ュ ン ヘ ン 工 大 TR440 2 3 4 3 12

エ ル ランゲ ン大 TR440 1 2 3 1 7

ドル ト ム ン ト大 一 1
一 2 一 3

カ イ ザ ー ス

ラ ウ テ ル ン 大
Unidata7730 1 2 2 一 5

計 15 41 38 18 112

計 画 12-15 32-45 30-44 25-40 99-144

1975年10月 一1976年3月 の学期 には5,100人 の 学 生が情 報工学 を専門分野に専攻 し,43pO人

の 学 生が情 報 工学 を第2専 門科 目として専攻 してい る。情 報工学を専門科 目 とす る学生の ために毎

年約1,400の 定 員が設 け られてお り(表 ユ8参照),全 ての大学では情報 工学 を専攻す る学生の ため

に,デ ー タ処理利用の分野のなかか らさまざまな第2専 門科 目の選 択の可能性 が与 え られてい る。

主 として選択 され る第2専 門科 目は,経 済学,電 子 工学,数 学,物 理学,言 語学 及び工学で あ り,

ま た逆に,情 報工学 を第2専 門科 目として選 択 してい る学生は数学 や経済学,電 子 工学,物 理学 な

どを専攻 してい る学生 に多 い。

情 報工学の研究 プログラムの中の個 々の専門分野では,毎 年研 究 グループにょ るセ ミナーな どが

催 され,そ こではすでに実 施 し,計 画 され てい る研究活動が共 通の目的 のために報告 され,研 究報

告 が刊行 され てい る。こ うしたセ ミナーに産 業界 の専門家 ・実務家 が参加 す ることに よって・大学

の研究者 と産業界の研究者の間の密接 な共同研 究へ と発展す ることが望 まれ,ま た情 報工学 を専攻

す る学 生には教育 ・訓練への良い影響 さえ ももた らすこ とが期待 されてい るのであ る。
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表18情 報工学専攻の定員

全 学 生 数
大 学 年間の新規定員

専 門 第2専 門

ベル リン工大 200 900 242

ダ ル ム シ ュ タ ッ ト 工 大 190 405 125

カ ー ル ス ル ー エ 大 120 684 1,280

ザ ー ル ブ リ ュ ッ ケ ン 大 36 197
、

58

ボ ン 大 60 347 210

キ ー ル 大 40 177 130

ハ ンブル グ大 84 339 225

ブ ラ ウ ン シ ュバ イ ク 大 58 200 200

シ ュ ツ ッ トガ ル ト大 95 313 585

ア ー ヘ ン 工 大 60 241 589

ミュ ン ヘ ン 工 大 140 489 319

エ ル ラ ンゲ ン 一 二 ュ ル

ン ベ ル フ 大
120 313 200

ドル ト ム ン ト大 100 443 94

カ イザ ー ス ラウ テル ン大 50 65 68

計 1,353 5,113 4,325

第2次 情 報処理計 画の期間 の終 わ りに当って,デ ー タ処理産 業で求 めてい る高度 なデータ処理 技

術者の育成 とい う期待 にこの情 報工学研 究 プログラムが充分 応 えたか どうか,あ るいは この第2次

計画の初期 に確認 され米 国に対す る遅 れを挽回 したか どうか最終 的な結 論 を出す ことは まだ 時期尚

早だ ろ う。しかしなが ら,こ の プログラムの研 究 グループのために高 い能 力 を もったグループ ・リ

ー ダーをとくに産業界 と海外 か ら獲得で きた ことは大 きな成 果であ り ,ま た この プログラムが ぽと

ん ど計画通 り実施で きた ことは成功 とい えるであろ う。と くに現在の グループ ・リーーダーの30%は

産 業界出身 であったこ とを考 えれ ば,こ のこ とは明 らかであ る(表17を 参 照)。 この ことは また,

ここ数年間に開 かれ た情 報工学分 野の会議 をみて も,ド ィッ人に よる研 究発表 の比率 が しだいに増

加 し,外 国の専門家 との資料 ・情 報交換におい て も両サ イ ドに大 きな成果 をみせ てい ることか らも

うなづけよ う。

1925年 の末 までに情 報 工学専攻 の学 生が約500人 修 了試験 を ラけてい るが,博 士課程へ の進学 が

可能なため,そ の うちの 一部 だけが産業へ就職 したにす ぎない。しか しこ うして就職 した学 生た ち

に関す る採用 と配置の調査が行 なわれてい ない ため,前 出の デー タ処理専門家 の需要 に関 す る調査

だけが産業の情 報工学学生への関心 を示 してい るにすぎない
。
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情 報工学 や情 報工学 を専門 とする技 術者,経 営学部,商 学部 で情 報工学 を専攻 したいわゆる学士

は1973-78年 の 間に西独では14,000の 需 要 があるが,企 業 内におけ る人事移動等 を考慮す ると,

この中 で も外部か らの導入数は7,500で 間 に合 うことにな る(表15参 照)。 さらに同期間におけ る

教育能力は2,700人 で あ り,も し数年 を要す る教育過程 の定 員が フルに活用 され ると,1978年 以降

の供給量は年間900人 に な るわ けで あ る。

図4情 報工学学士に求められ る作業能力

'

度

数

80

60

40

20

ー

タ

処

理

ス
テ
ム
運

営

ス
テ
ム
分

析
'

教

育

・
訓

練

図4に デー タ処理利用者 や メーカーが情 報工学学士 を導入す る場 合,彼 らが学生 にどんな能 力を

期待 してい るかが示 され てい るが,そ れに よるとシステム分 析 と下部構造 におけ る作業に重点 が集

ま ってい る。

6.1章 で 明 らかにされ たデー タ処理 業務の長期的 な展開は,第2次 情 報処理計 画の助 成策 で情 報

工学学生の教 育定員の増加 をね らい としてい る大学の分野 におい て,利 用に基づ いた情 報工学 の構

築が さ らに進 め られ,ま た データ処理 専門分 野か ら他 の分野ヘ デ一 夕処理能力が伝達 されねばな ら

な くなることを示 めしてい る。

また,デ ー タ処理専門家 の需 要に関す る新 しい調査は,第2次 情 報処理計 画中 の予測にバ ラツキ

は あるとして も,商 業 や技 術の分野 に おい ては望 ましい教育過程は多少異 った配分に なることを示
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してい る。とい うのは,第2次 情 報処理計 画の中 では まだ,大 学 で教育 を うけ るデー タ処理専門家
⇔

の2/3は 経 営学系 の専攻科 目か ら来なければな らない と予 測 され ていたが,6.1章 の 表 によ ると,

大学 におけ る情報処理専 門家は,そ れぞれ情 報工学,数 学及び技術,商 学その他 か ら1/3ず つ養

成 され るべ きであ ることを示 してい るのであ る。

今 後の助成策

この情報 工学 プロ グラム実施の時間的な遅 れを考慮 して,連 邦 政府の費用負担70%は,当 初計 画

された1975年 か ら1976年 末 まで継続 され るべ きであろ う。 その後1978年 までに連邦補助金は段 階

的 に解消 させ るよ うにす るべ きであ る。1977,78年 の 両年 には,該 当す る大学 が関心 を もってい る

限 り、これ まで賃借 して きた計算機 を買い取 り大学の所有物にす ることが計 画 され てお り,こ うし

た経過規定の採用に よって,こ の プログラムが確 立 した研 究 ・教育能力の維持 を図 らねばな らない。

6.2.2学 術 的な経 験や情 報の交換

データ処理 の分 野におけ る学 術的な経験 や情報交換,あ るいは 国際的 な規格委 員会 や専門団体で

の ドイツ人専門家 の活 動等 をさ らにすすめるために,以 下のよ うな政策 を確立 する必要が ある。

一外国へ の ドイツ人 データ処理 学者 の留学のためにDAADの 特 別 プログラムを継続 させ るこ と
。

一大学にお けるデータ処理教授 陣育成 のためにECの 範 囲で行 な ってい る夏期学校 を援助 す るこ と
。

一 ドイツにおけ る国際的 レベルを もった データ処理会議の開催 を促進す るこ と
。

一国際会議や規格 ・標準化委 員会 の準備 ,実 施活動 への ドイ ツ人 データ処理専門家 の参加 を支 援す

ること。

そのため,著 名 な外 国の デー タ処理学者 をプロジェク トの共 同作業 や情報 工学研究 グループ,数

学 ・デ ータ処理協会 の研 究等 に招待 することな ど も試 み られ ねばな らない。

6.2.3地 方 計算 センターの建設 プログラム

☆大学計算 センターの形態 と課題

大学計算 セ ンターの計 画規模 はその大学の専門領域 にょ り決 定 され る。 こうした領域 に対 しては,

しかし以下のよ うな基本的機能 が満 たされ るよ うに計算能力は準備 され なければ な らない 。その基

本的機能 とは,

一学生の教育 ・訓練 や科学者 によ るシステムの利用 の範囲で
,バ ッチ処理(遠 隔 バ ッチ処理 も)や

対 話処理 にょ る短期の大量 な取扱い 。

一バッチ処理 ・遠 隔バッチ処理 にお ける科学者 のよ り大 きなプ ログラムの処理
。

一図書館 自動化 を含 む大学運営上の課題 の引 き受 け
。

な どで あ り,そ の ため多 くの場 合以下の ような付加的な機 能が満 た さなければな らない。

一 とくに自然科学 ・工学 ・医学分野におけ る問題 の リアル タイム処理
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一大学病院や コンピュータを利用 した教育等の よう な特殊な課題の引 き受 け。

こうした要請 はそれぞれの大学で異な った比重を もってい る。したが って大学 の分 野におけ る必

要 な処理能 力 とい う点で,全 てに共通す る原則 を打 ち出す ことは不可能であ り,む しろケー ス ・バ

イ ・ケースで調査 され なければ な らない 。

これまでの開発 におい ては,端 末機器や特殊な計算機(た とえばプロセス計算機 のよ うな)の 広 く

分岐 した システ ムを もった集中 データ処理 システムによ る需要 のカバ ーが重点におかれていた。 そ

の結果,現 在大学の基本的機能 や分 散 してい る計算需 要の要求 をは じめとして,特 殊 な課題 を もみ

たすことがで きるわけであ る。

計算 機間の結 合 システムが ます ます開発 されてい くこ とにょって,未 来においては 大学の計算需

要 をカバーす るために2つ の新 しい方法が明 らかに されてい る。それは,

一 お互いに隣接 した大学やあ るいは研究施設の近 くにあ る大学 が
,時 期 的 なワー クロー ドの調整 を'

行 ない,両 方 の計算機 を結合 した計算 システ ム(タ ンデム ・システム)を 共同で運 営 し,相 互 の

機能 ・能力を共 同で管理 してい く方法 と,

一基本 的作業や中規模 な計算問題 ,経 費のかか る問題 は中 大型計算機 を保育 してい る大学 で処理 し,

多 くの計算頻度の高い重要 な課題に対 しては,個 々の大学 の計算機が接 続 されたよ り大型 の計算

機に よって共 同処理 を行な う方法であ る。

高い柔軟性 と故 障に対す る安全性 の理由か ら,さ らには質 的 ・量的観 点か らの過剰負荷 改善 の目.

的 のために,将 来 におい ては計算 システムの結合は非常 に重要 な意味 を もってくるであろ う。 とい

うのは,た とえば特殊な周辺機器等 の よ うな コス トの高い装 置やデータ ・バ ンク,プ ログラム ・シス

テA .,運 営 システムな どは全 ての施設が所持す る必要 はないが,し か し全 ての計算 センターが 自由
〆

に利用で きなければな らないか らであ る。

☆需要の動向

全 ての州では現在,さ まざまな システムづ く りがすすめ られ てお り,馳連邦 研究技術省 の提案に基

づ いて学術会議のあ る作業 グループは,中 期計画に際 しての大学側 の計算能力測定基準に関す る案

をっ くってい る6こ の グルー プの結論に ょると,い まの ところまだデータ処理の導入可能性 は非 常

に流動的であ るといわれてい る。デー タ処理の利用分野 と学術分野 はつ ぎか らつ ぎへ と開発 され,

そのた め,現 在明 らかにす ることがで きない計算需要が まだ まだあ るわけで ある。

その うえ,現 在すでにデー タ処理が実施 され てい る分野において も新 たな需要が ます ます開発 さ

れ るこ とが予想 され,学 術会議 の作業 グループは,計 算需要はおよそ2年Cと に倍増 するだろ うと

判断 してい る。これは年間の増加率40%に 匹敵 するのであ る。この潜在的需要の上昇が どこで息 を

つ くか,今 のところ予測 はで きない。 しかしなが らデー タ処理装置の コス トダウンや分野 の限定 さ

れ たシステム等の採用増加 にょ って,中 規 模な計算需要は計算機本 体の需要 の増加率 とは異 なった

ものにな ることは予想 されてい る。
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☆大学におけ る計算機設備の 現状

大学へ の計算装置 の設置方 法にっいては,こ れ らの プロジェク トの 一環 として設置で きる可能性

のほかに,現 在3つ のプロ グラムがあ る:

一大学 建設促進法(Hoehschulbauf6rderungsgesetr:HBFG)に ょれ ば
,15万 マ ルク以

上のデ ータ処理装置は,ド イツ基本 法91a項 の地域の課題 として連邦 と州の50%ず つ の分担 が

うたわれ てい る。また大学 におけ る基本 的設備 としての中 ・小型 データ処理 シス テムは,別 に大

学建設促進 法の範 囲で設置す ることがで きる。

一あ る地域 の需 要 を満 た した り,大 学 以外 の施設 との共有にな るようなデータ処理 システムについ

ては,地 方計算 セ ンター設 置 プログラムに従 って,1968年 に施行 された ドイツ基本法91b項 を基

礎 とした行政 的合意のの ち設 置す ることが で きる。このプロ グラムの専門的な実施に つい ては ド

イツ研究協会(D.Forschungsgemeinschaft)が 担 当 してお り,設 備 の80%ま で 連邦 か ら補

助 され ることがで きる。

一 ドイツ研究協会は独 自の計 算装置導入 プログラムでデータ処理装置 を設 置
,大 学 に提供 してい る。

現在 では新 しい大学 の計算 センター設置援助 は行 なわず,も っぱ らすでに 設置 された センターの

維持 と増設 を援助 してい る。

これ らの プロ グラムに関す る計算装 置新 設や拡張のすべての 申請は,ド イツ研 究協会 の計算装置

委員会にお ける同 じ審査委員会 によ って審査 され てい る。 こうした方法 が統 一のとれ た基準 によ る

評価 と全国におけ るバ ランスの とれ た大学 の設備,需 要や課題の重要性 にの っと った計算 設備 の建

設 を可能に してい るわけであ る。

表19す で に設置 され た地方計算 セ ンター

ベ ル リ ン

ζユ ノ ヘ ン

ハ ン ブ ル グ

ボ

ハ ノ ー バ ー

カ イ ザ ー ス ラ ウ テ ル ン

シ ュ ツ ッ ト ガ ル ト

ダ ル ム シ ュ タ ッ ト

ケ ル

ハ イ デ ル ベ ル グ ー マ ン ハ イ ム

マ ー ル ブ ル グ ー ギ ー セ ン

オ ル デ ン ゴ ル グ ー オ ズ ナ プ リ ュ ッ ク

CDC175/TR440DP

CDD175/TR440DP

TR440DP/UNIDATA7.755

1BM/370-168

CDC76/73/73

TR440DP

CDC174/CDC6600

1BM370/168

CDC76/72

1BM/370-168/S4004-151

TR440DP

TR440
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表19に は これ まで設置され た地方計算 センター と導入装置が まとめ られてい る。第2次 情 報処理

計画の終 わ りまでに,地 方計算 センターの設置に連邦が支払 った額は2億1,300万 マルクにのぼ る。

図一5に は,こ れ まで設置 され た地方計算 センターが,そ れらに接続しているデー タ処理網 とと もに

示 されてい る。

図5地 方 計 算 セ ン タ ー(1975.12.31)
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☆今後の助成 策

ます ます増加 す る学 生の数 と新 しい学 術分野へ のデータ処理の利用は,第3次 情 報処理計画にお

いて も地方計 算セ ンターの建設のため に特別措置 が必要に な るほ ど大学におけ る計算需要 の増大 を
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もた らしてい る。そのため.こ れ らの計画の継続 を決定 す る際 には,デ ータ処理 の利用 を専攻 して

い る学 生.あ るいは第2専 門科 目として情 報工学 を専攻 してい る学生 らへ の教育 ・訓練需要 の必要

量を考慮 して,供 給不足分 のカバーに力が入れ られ るようになろ う(6 .1章,表15参 照)。 こうし

た大学 におけ る計算能 力のネ ックの解 消によ ってのみ,情 報工学専攻 の学生 に各他分野の専門知識

を もった デー タ処理利用の専門家 への教育が可能に なるとい える。こ うした学生か らは後に職 業に

就い てか ら,多 分野が統合 された,い わば相乗効果 が期待 され るので あ る。

すでに.1969年5月30日 に 刊 行され た地方計算 セ ンターの建設準備に 関す る現状 報告書,政 府刊

行物V/4308号 にあ るよ うに,こ の計画は第2段 階へ と継続 され なければな らない。第2段 階に進

むにあた っての目標は,各 地方の構造 も性能 もちが う計算網の能力を,そ こで必要 な研 究 ・教育 に

ふさわ しい ものにす ることで あ り,こ うした各計算センター網 においては 大型 の計算 セ ンターが計算

能 力の点に おい て も,さ らに多様性 におい て も重要 な役割 を果た してい るので あ る。こ うした目標

を達成 するために,個 々には以下のよ うな施策が必要 とな る。

一すでに設立 された センターの能 力は保証 され るべ きであ り
,ま た古 いセ ンターで まだ使 用 してい

る老 朽化 した システ ムは新 しい高性 能の システムへの転換 が必要であ る。一般の センターにおい

て も一層 の拡張が望 まれ る。

一現在の各 センターで形 成 されているネ ットワークをさ らに充実 させ
,前 進 させ るために新 しいセ

ンターが設立 させ ねばな らない。

一これ らのネ ッ トワークの システムづ くりは
,各 能力の バランスをとり,多 様 な需要 を経済的 にみ

たす ため,各 地方 ベースを考慮 して行 な うべ きであ る。そ うしたネ ッ トワー ク ・システムの中で

は超大型の コ ンピュータが導入 させ ねばな らない。

ハー ドウェアの導入に際 してのプラ イオ リテ ィーは
,導 入す ることに よっそそれが ヨー ロ ッパを

ベースに した メ』 カーの能力の強化につなが るよ うな機器 にあ り
,そ れ を基礎 としてメー カーとセ

ンター間でハー ドウェア ・ソフ トウェアの技術 ・経験 等の交流 が行 なわれ ,さ らには メー カー,大

学 間の共 同研究 ・開発計 画へ と発展す るよ うなプロジェク トが生 まれて くる可能性 があ るのであ る。

こ うしたこと も考 えて,ネ ットワーク ・システムには各種 の需要 をみ たす ために
,こ れ まで以上

に ヨー ロ ッパ ・メーカーの機械 が導入 させ ることが許 されるよ うにな るだろ う
。

第3次 情 報処理計画の期間中に地 方計算 セン ターの建設 プロ グラムに計 画され た資金は,期 待 で

きる需要の増加率に従 って予 測 され るものに比 べて明 らかに少 ない。この助成 費は第2次 情 報処理

計画実施期間中のテ ク ノロジーの進歩 と実際にかか った経費 を もとに決 め られた ものであ る。

6.2.4デ ー タ処理の ため の職業訓練センター

職業訓練 や専門学校 レベルの分野におけ るデータ処理 専門家 のX大 な需要 にこたえ るために,連

邦政府の第2次 情 報処理計 画の中では,"デ ー タ処理 のための職 業訓練 セ ンター"促 進策 が もりこ
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まれていた。 とい うのは,第2次 情報処理計画の開始 にあた って,そ れにふ さわ しい教育 ・訓練活

動 がなか ったの であ る。 この促進 策には データ処理の職 業訓練 セ ンターの建設 と設備 導入のための

助成 金が含まれ てお り,こ の 資金は 第2次 情報処理計画の期間中,連 邦研究技術者の予算 か ら専門

的な担 当部署 であ る連邦社会 ・労働省へ と支払 われ,連 邦労働研 究所 がこの促進 策の実施 とと もに

その扱い を委任 され てい る。

これ までデー タ処理職業訓練 センターの建設 に導 入 され ていた政策は 、現在 のデ ュッセル ドル フ,

ミュンヘ ン,パ ダーボー ンに限定 され てお り,本 来計 画 され た ものか らず っと後退 してい る もので

あ る。

前部に示 され てい るように,現 在 データ処理専門家 の需要 と供給に関す る新 しい結果 が出 され て

お り,6.1章 の 表16か らみて も明 らかなよ うに大学 や専門学 校以外の データ処理教 育 ・訓練 の点 で

は,デ ー タ処理専門家の需 要 と供給 の間に量的 な大 きな不均衡は ない とい える。 むしろ重要な欠陥

は,教 育 ・訓練能 力の観 点か ら質にあ るわけであ る。 とい うのは,1973年 か ら1978年 までの間に教

育 ・訓練 をうける約80000人 の うち,た った15%だ け が正規 に運営 され た教育 ・訓練 を うけ.国 家

的に認定 された修 了試験 を行な ってい るにす ぎないのであ る。つ ま り,残 りの大部分 を占め る85%

につ いては,一 般に通用 す るよ うな能力評 価 ・比較の尺 度 もないのであ る。修 了証 書 自体 が証明価

値をほ とん どもってい ないため,彼 らが獲得 した能力 を評価 す ることは まった く不可能 に近いわけ

であ る。

1974年 以来,連 邦文部省 の独 立 した一般 の教育 ・訓練施設の援助の ため のプロ グラムがつ く られ

てお り,こ のプ ログラムでは,デ ー タ処理部門 を もった独立 した一般の教育 ・訓練施設 や,場 合 に

よっては他の多 くの教育 ・訓練 施設のよ うに デー タ処理分野に重点を もった施 設を奨励 しているの

であ る。

連邦研究技術省は,大 学 や高等専門学校 以外の分野におけるデー タ処理 専門家 の需要 と供 給の対

比 か ら,必 要 なプライオリテ ィ ・ルールの範囲 内で,第3次 情報処理計画中の特別活動 について新

しいデー タ処理職業教育セ ンターを奨励 する必要性 を認めては いない。 それ よ りもむしろ,大 学 や

高等 専門学校 以外の分野におけ る教育 ・訓練 施設の増設は,文 部省の プロ グラムを通 した一般的な

方法で,独 立 した一般の教育 ・訓練施設 の奨励が達成 で きるとしてい るので ある。さ らに,こ の方

法に よって,こ うした分野にお ける教 育 ・訓練 の質 の問題 も解決で きる と考 えてい る。

その ため,第3次 情 報処理計画内では,デ ー タ処理 のための職業教育 ・訓練 セ ンターの助成 につ

いては,す でに廃止 された義務等の清算のために,ほ んのわず かな金額 しか予算 にたて られていな

いのであ る。
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7数 理計画研究所 ・GMD
(GesellschaftfUrMathematikundDatenVerarbeitungmbH)

☆ 誕 生 と歴史

数理計画研 究所(以 下GMD)は,1968年4月23日 に創設 され た,大 きな研究機 関であ る。設立

発起人及び会員は 国及び ノー ドライ ン ・ウェス トフ ァー レン州で あ り,そ れ ぞれ国は連邦 研究技術

省 の,州 は学 術研 究省の管轄 となってい る。また年間の運 営資 金は連邦9割,州1割 の比率 で供与

され てい る。

GMDは もと もとライン ・ウェス トファーレン機械数学研究所 か ら発 展 した もので あ り,1973

年1月1日 に,当 時の ダル ム シュタッ トにあ った ドイツ計算 セ ンターがGMDに ょ り引 き継がれ,

以来 ダル ムシュタッ トで遠隔 データ処理研究所が運 営 されてい るのであ る。

この遠隔 データ処理 とい うテー マには ダルム シュタッ トとい う立地は,ド イツ連邦郵政省 の遠距

離伝送技 術中央研究所が近 くにあ るため利点 を もっているのであ る。1974年1月1日 以来,GMD

は連 邦研究技術省の デー タ処理計 画分野 での受託研 究者 と認め られ てい る。

GMDは 本 来,数 学 とデータ処理 両分野 の相関関 係 とい う観 点か ら数学 とデータ処理 の専門 的 ・

学 術研 究の継続 と実験 とい う課題 を もってい る。

GMDの 参加者 と監査委員会は,1973年 にGMDの 課 題 を新 しく定義 し,ま た組織 を と との えた。

監査委員会 とい うの は連邦側か らは連邦研 究技 術省,内 務省,大 蔵省 が,ま た ノー ドライン,・ウ ェ

ス トファーレン州か らは学術研究省 と大蔵省 が参加 している ものであ る。 この整備 の き っか けとな

ったのは,公 けの行政分野に おけ る実務的な需 要に対す るGMD活 動 強化 の必要性 であ り,ま た,

1972年 におけ る連邦計算局(Bundesrechnuugshof)の 批 判 であった。

☆ 目的

GMDの 活 動はなにょ りも,

一 データ処理 導入に際 して行政官庁 を援助 し,

一データ処理の継続 的な開発 のために ヨー ロッパのデータ処理産 業に示 唆 を与 え,援 助 をお くるこ

とにあ る。

デー タ処理の継続 的な開発 とその応用 は 、なにょ りも新 しい データ処理の特性 の開発 のために基

礎 的な研 究 と応用研 究 を必要 とす る。 しか も、デー タ処理の個 々の専門分野の関連 や応用分 野 と周

辺 学術部門 との多様な相 関関係の ために、 また広大 なデータ処理 能力の把握 を可能 にす るために,

デ ータ処理 のい くつかの重要 な分 野の基礎研 究はGMDに 集 中 されている。 また,時 間的に限 られ

たプロジェク ト推進 に対 して,GMDは その資金源の事情か らなによ りも長期 にわた る課題に専心
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す ることが決 め られてい る。 さらには,専 門 としてい る分野で デー タ処理産業 や行政官庁か らの受

託研究 ・受託開発な ども実施 してお り,こ うした研究開発の中にGMDの 研 究結果 を導入 した り,

あ るいはそれ らの研究開発活動 の中 か ら逆に彼 ら自身の実証 的基礎研 究へ の問題提起や示唆 を得 る

ことも多い。

☆活動の重点 と課題

GMDの 課 題は,

1.研 究 ・開発な らびに専門 的 ・学 術的な教育 と改良

一連邦 政府 の デー タ処理 プログラムの一環として,デ ータ処理 とその応用分野 と,

一 デー タ処理 の進 歩に とって とくに重要 な意味 を もってい る数学 の分野で ある
。

2.デ ー タ処理の開発 ・導入 ・促進 の際 にお ける行政官庁,と くに連邦政府へ の助言 と援助

3、 連邦 及び ノー ドライン ・ウェス トファー レン州の促進計 画の ための プロジェク ト開発受託者

4.規 格 委員会での共 同作業

5.会 員 のために計算能 力の貸与,待 機

GMDは 与 え られ た課題 を充足 す るために以下の重点研究に専念 してい る。

一データ処理 を利用 した計 画 と問題解決の ために システム ・モデル と数学 的構造の開発

一進 歩的 な計算機 システ ムの建築構想 の開発

一ソフトウェアの質的改善 と ,生 産 の合理化

一コ ミュニケーシ ョン過程 の記 述のための正式 な基礎資料 づ くり

一データ ・バ ンクのための ソフ トウェアの開発
,構 想,実 験

一計算機 を利用 した システ ムに よる一般情報 システムの改善

一マン ・マシン ・コ ミュニケー ション改善のための グラフ ィックな表現の で きる構造の作成

一分散型 データ処理 システムの分 析
,計 画及び導入

一"テ ク ノロ ジー ・アセスメン ト"国 ・司法 ・社会に おけるデー タ処理機 能 と効果の実験 ・調査

一データ処理にお ける統一へ の援助(規 格化)

一公共へ の助 言及び データ処理 機能 の用 意

一公共部門への教育活 動の開発 及び教育 ・専門的催 しの実施

一データ処理 計画の一 環として ,国 家 的なデ ータ処理促進 プロジェク トに対す る専門的 ・組織的な

世 話
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8国 際 協 力

8.1序

¶

研究開発 におけ る国際協 力は,各 国におけ る研究開発政策の 目標設定に役立つ。そして単 に研究

開発のみでな く,そ れ は連邦政 府の外交政策に さえ大 きな寄 与を してい るのである。

連邦政府 は こうした観点 に立 って,デ ータ処理分 野において ドイツ産業 や学 術学 者の外国 との直

接協 力を援助 じ,も しそれが必要な らば、助成 策の協定 や政府間 の話 し合いによ って、そ うした協

力 を容易にす る努力 を行 な ってい る。そ うした努力 とともに,ま た連邦政府 はECや 他 の国際的 な

組織 での同様 な趣旨の努 力を も歓迎 し,積 極的に参加,活 動 を くり広 げてい る。

8.2デ ー タ処 理 メ ー カ ー二と ソ フ トウ ェ ア ハ ウ ス の イ ニ シ ア チ ブ

,

、

デ ー タ 処 理 分 野 に お け る 国 際 協 力 と い う 点 で ま ず 最 初 に あ げ られ な け れ ば な ら な い の は ,デ ー タ

処 理 メ ー カ ー や ソ フ トウ ェ ア ハ ウ ス の イ ニ シ ア チ ブで あ る 。

そ う し た 協 同 作 業 で 最 もす す ん だ もの と し て は,SiemensAG,CII(CompagnieInterna－

ノ ノ

tionaleaLInformatigue),PhilipsN .V.(Gloeilampen工 場:UNIDATAの 一 環

として)等 によ る,周 辺 装置や ソフ トウェアを含む中型 ・大 型汎 用計算機 の完全 な スペク トルの み

ごとな開発 があげ られ よう。1972年1月 にこれ らの企業 が この共 同研 究計 画を発表 した後,大 臣 レ

ベルや役人 レベルでの話 し合いが さかんに開かれた 。テー マの ひとつは,こ うした助成策の 資金的

あるいは課題 に関す る協 定づ く りであ ったが,ま た さ らにはInternationalComputerLtd .

(ICL),NixdorfComputerAG,TelefunkenComputerGmbHな どの企業の共 同研 究

計画への参加 を促進 す ることであ った。しかしなが らCIIがHoneywell-Bul1と 合 併す るとい

う1975年5月 の フラ ンス政府 の決定 によってUNIDATAは そ の基盤 を奪 われてしまい,同 時に西

独 一 フランスーオランダの共同助 成策に関す る話し合いは終 わってしまったのであ る。第4章 に示

めされてい る助成政 策は,相 互の供給協定や ライセンス協定な どの信頼 関係の中での他企業 との 協

力 を も含んでい る。 こ うした協定 ・契約 は現在,高 速印字器 とデ ィスク記憶装 置につい てControl

DataCorporationと,磁 気 テー プ機器につい てはPotter社,お よびStorageTechnology社

と ・マーク読み取 り器に関 して 日立 製作所 などと結 ばれ てい る。

外 国の企業 との間で 両方の ノウ ・ハ ウ交換な どを含む協 力を行 な うこと,ま た現存す る協力関係

を さらに強 め ることはNixdorfの 絶 対的 目標である。 とい うめ は,ノ ウ ・ハ ウや 開発 一ヒの 買 い物
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は,開 発や生産 は もちろ ん市場に おけ る力強い,敏 速な反応 を可能 にす るか らであ る。 とくに特筆

lc価 す るのはAmdahlCorporationへ の 参加で あ り,CDCと の 周辺 装 置や端末機器に関する長年

の協 力 や,Entrex社 と の デ ー タ収 集、システム部門 での開発 や計画 ・生産ec関 す る購買,ラ イ

セ ンス組 立 て生産等の密接 な協同 な どが あげ られ る。Nixdorfは この ほか外 国におけ る ニ ク ス ド

ル フ ・システムの組立生産 実施に関す る契約 を締結中であ る。

ヨーロ ッパでデータ処理 装置 を開発 し,生 産 ・運営を行 なっている全 ての企業は ヨー ロッパ ・コ

ンピュータ産業協会(EuropeanComputerManufacturersAssociation:ECMA)の 下 に

結集,国 単 位あ るい は国際的 な規格委員会での協同作業によって,機 能的 な設計の ための標準 の研

究 ・開発 や,デ ー タ処理 システムの利用簡 易化等の共通 目標を設定 してい る。

ここ3年 くらい,欧 州 あるいは国際 レベルにおけ るソフ トウェア企業 や助 言機関の協 同作業 に対

す る ドイ ツの傾 向は きわだ ってい る。 また ヨー ロッパの協 力は,2国 間 の計画 や話 し合いか ら出発

して,ECの 委 員会 にょ り新 しい キ ッカケを得 ることにな った。EC委 員 会 は,広 範 囲な4っ の デ

ー タ処理 アプ リケー ション中心の プ ロジェク ト研究のための費用 として
,合 計180万REの 用 意 を

してい るので ある。 そしてこの場 合で もヨー ロッパ ・ベー スの企業の連 合に対す る,こ れ までに考

慮 され た規定や委託等 を継続 させ ることは,ヨ ー ロッパ レベルにおけ る協 力構想 をさ らに高め,実

現 を強 くすす めることになろ う。

1975年11月 にはECの 大 臣レベルの審議会 に よって助成策が練 られ,前 述の さまざまな活動 に並

行 してECの 委 員会 によ って用意 された この助成策 は,欧 州におけ る共 同 と相互理解 のために 一層

の前進 を もた らす こととな ったのであ る。 この助成 策の主眼は,そ れが欧州の産業 の強化 に役立 ち,

デー タ処理 の安価な そして効果 的な導入へ の条件 を整備す ることにあ り,具 体 的には とくに ソフ ト

ウェアの互換性向上の提 案に重 点がおかれ てい る。(8.3章 参照)

こ うした ことか ら,多 国的な協 力を行な ってい る助言機関 やソ フトウェア企業は以下 のよ うな活

動に力 を入れてい る。

一他の ヨー ロッパ組織や多 国籍 デー タ処理 者の ための研 究 とプロジェク トの実施

一標準化 された ソフトウェア ・パ ッケー ジや システム技 術的 な方法の交流 ・交換及びパ ー トナー間

の相互の ライセ ンス交換

一 ヨー ロッパや他地域におけ る新 しい市場の開拓

一学術的な研究所等 との協同作業の推 進

一データ処理の分散化に おけ る ミニ コンピュー タの ソフ トウェア開発や大型 コ ンピュー タにおけ る

集中的な課題の処理な どの よ うな,現 実の技 術的問題 に対 す る共同解決

た とえばパー トナ ー間の給与格差 や非常 にさ まざまな報酬 システム等の よ うな協力初期の困難 さ

は,給 与計算 インデックス等 の利用 にょ って一掃 されてい る。 ヨーロ ッパ共 同の ソフ トウェア市場

に対す る障害 はむしろ,ケ ー ス ・バ イ ・ケー スな需要の変動,さ まざまな ソフ トウェア意識,不 充
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分 な適 合性,利 用者側の"国 産 愛好"等 にみ える自国中心 の精神等にひ そんでい るのであ る。

8.3欧 州 共 同体(EC)

φ

1974年7月15日,ECの 審 議会 はデータ処理分野 に関す る共同政策 にっい ての原則 をま とめた。

それによれば,中 期的 には,産 業の開発 や望 ましいデー タ処理 利用,研 究 な どの促 進 を うながす共

同体 の システ マテ ィックな計 画が維 持 されてお り,と くに現状,実 際 の具体的な中期 目標,効 率 的

具体策 な どの実態調査 も含まれ てい るのであ る。

中期的 な計画の決 議以前に ヨー ロッパの協 同作業 を軌道 にのせ るために,す でに2つ の優先 的 プ

ロジェク トが決定 されてい る。1976年 には ,優 先的 なプロ ジェク トの 第一 として,以 下の よ うな計

画の ための準備が企 画 され てい る。

一血液及び器官のデー タ ・バ ンク

ー輸入/輸 出 デー タ ・バンク

ー共同体 法の ドキ ュメ ンテー ションの ための システム

ーコンピュー タにょる回路 の設計

1975年11月22日,ECの 委 員会は審議会 にデー タ処理分野 におけ るプロ グラムの ための共 同体 政

策 に関す る通達 を提 出 した。その中には優先的 プロジェク トの第2番 目に関す る以下の分野 の示唆

が提案 され てい たのであ る。

一リアルタイムのための プロ グラム言語

一 ソフ トウェアの互 換{生

一デー タの保 護 と安全化

一プログラム技術

一デー タ ・バ ンク ・システムの評価

一 白動 化 された ドキ ュメンテー ション ・システム及び検索 システムの開発 と設計

このため連邦政府は,自 国の デー タ処理促進 のための類似 したプロジ ェク トの よ うに,ECの 政

策 と範囲 や過程が同 じよ うな プロジェク トの促進価 値にっいて検討す る意向 を もってい る。

8.42国 間 協 力

専門代表団の交流 や長期間 に及 ぶ専門家の留学な どに よる2国 間の学 術的経験 ・情 報の交換は,

現 在,デ ー タ処理の分野では以下の国 々との間で行なわれてい る。

ブラジル:

情 報 システム、授業への デー タ処理 の応用,プ ロセス制御,ネ ッ トワーク,理 論的情報 工学
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チェコスロバキ ア:

医 学にお けるデー タ処理,分 野別計算 セ ンター と統計学 におけ るデー タ処理の応用,プ ロセ ス制

御

フランス:

計 算機 を利用 した開発 と設計,医 学におけ るデータ処理

日本:・

医学 におけ るデータ処理

カナダ:

医学 におけ るデー タ処理 および授業へ のデー タ処理 の応用

ブラジル,日 本,カ ナダのケースは学術的 、技 術的な協 力に関す る2国 間の政府協定が,協 力計

画の基礎 にな ってい る。

数 理 計 画 研 究 所(GMD)は,つ ね に継 続 的 に 実 現 され る ような多様 な国際的接 触に心が

けてお り,実 際の応用 研究の中で,GMDで の 多 くの招待研究者や奨学生の滞在 を通 してこ うした

接触がつ くられてい る。 さ らにGMD研 究者 たちの外 国訪 門 とな らんで,講 演旅行 やセ ミナー,コ

ースへの参加 にょ って相互の接 触が保たれてい るので あ る
。GMDの プ ロジェク ト活動 は,そ の専

、門家 を通 して国際的 な作業 グループに大 きな影響 を与 えてい る。

13カ 国 の中 央情 報 工学関係 の研究所 々長にょ る非公 式な グループは,定 期的な間隔で作業会 議を

開催 してい る。 この グループは とくにイギ リスや フランスの同種 の施 設,NationalComputiugノ ノ
Centre(NCC:英),InstitutdeRecherchedInformatiqueetdAutomatique

(IRIA:仏)と の コ ン タ ク トを 密 接 に 保 っ て い る 。 こ の う ちIRIAと は,学 術 学 者 の 交 換 や,

デ ー タ 処 理 シ ス テ ム の さ ま ざ ま な 要 素 の た め の 評 価 基 準 の 開 発,規 格 化 へ の 共 同 作 業 な ど に つ い て

2国 間 の 協 定 が 結 ば れ て い る 。

'

8.50ECD

1966/67年 の フランス,イ ギ リス,日 本,西 ドイツ各 国におけ るデータ処理助成策 の開始 は、O

ECDecよ っ て行な われ た"テ クノロ ジー ・ギ ャップ"に 関す る調査 に大 きな影響 を受 けた。 これ

まで何年かの間,OECDは 地 方 自治体や一般行 政におけ るデー タ処理 導入,あ るい はデー タ保護

のための調査,ま たデータ処理教育 ・訓練や,デ ー タ処理 と遠隔伝送 システムの結合等に関す る調

査 に よって、各 参加 国の開発 に関す る興味深 い断面を明 らかに してい るのであ る。

これか らの活動 の基点 として,産 業生産 や農業生産 に くらべてつねに増加 しつつあ る,国 民経済

に おける情 報分野の分 析を行な う必要があろ う。通信交換や デー タ処理の利用,情 報 の準備等の改

善 された システムを使 って,こ うした分野 における生産性 の向上 を目ざす ことは,今 後の継続的 な

ぷ
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経済的 ・社会的発展 に大 きな希望を もたせ ることに なるのである。
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9.第3次 情報処理計 画実施予算

☆ 大学 ・高等 専門学 校分野 におけ る方策

(3004/68503及 び3004/89301よ り)

1976 1977 1978 1979
1976
-1979

一地 域間情 報工学研究 プログラム

ー学術的経験 ・情 報交換

一地方計算 セ ンター

一職業教育 ・訓練 セ ンター

52.5

1.5

38.0

1.7

20.0

1.5

42.0

1.0

12.5

1.5

42.0

1.0

1.5

1.5

46.0

一

86.5

6.0

168.0

3.7

計 93.7 64.5 57.0 49.0 264.2

(百 万マルク)

亀
～

`

ρ?

☆ デー タ処理の利用

(3004/68502及 び3004/89301よ り)

1976 1977 1978 1979 1976
-1979

情 報 処理 システム 38.5 40.0 42.0 44.5 165.0

健 康 管理 システ ム 31.3 34.0 36.0 40.0 141.3

教 育 システム 6.5 3.0 3.0 3.0 15.5

CAD(コ ンピュー タに ょ る 設 計) 15.0 16.0 17.0 18.0 66.0

・DV(㍍ 駕 箸 置とのプ) 22.3 23.0 24.0 25.5 94.8

デー タ遠隔処理 6.0 7.0 8.5 10.0 31.5

利用者援助 8.0 9.0 11.5 13.5 42.0

パ タ ーン認識 一 1.0 2.0 2.5 5.5

計 127.6 133.0 144.0 157.0 56L6

(百 万 マルク)

浄

一、

☆GMD

(3004/68550及 び3004/89350よ り)

1976 1977 1978 1979 計

運営および設備投資 43.8 48.3 50.8 51.9 194.8

(百 万 マル ク)
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☆産業 におけ る研究開発の促進

(3004/68301よ り)

`

'-

.
9

'

1976 1977 1978 1979 1976
-1979

計 算 機の構成及 びデ ータ処理 言語

デー タ処理 技術

遠隔周辺機 器

小型 データ処理 システム(プ ロセ
ス計算 機を含む)

中 ・大型デー タ処理 システム(周
辺 機器を含む)

20.0
`

20.3

10.0

3α0

60.0

19.0

19.0

14.0

32.0

49.0

18.0

19.0

18.0

38.0

45.0

16.0

18.0

20.0

49.0

40.0

73.0

76.3

62.0

149.0

194.0

計 140.0 133.0 138.0 143.0 554.3

ま とめ ・一 覧

(百 万 マル ク)

1976 1977 1978 1979
1976
-1979

大学 ・高等専門学校分野における
援助 93.7 64.5 57.0 49.0 264.2

デ ー タ処理の利用の促進 127.6 133.0 144.0 157.0 561.6

産 業 に おけ る研究 ・開発の促進 140.3 133.0 138.0 143.0 554.3

GMD予 算 43.8 48.3 50.8 51.9 194.8

第3次 情報処理計画への予算合計 405.4 378.8 389.8 400.9 1574.9

(百 万 マル ク)

,
■
も
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